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論

説
第

二
臨
調

.
「行

政
改

革
」

と
国
家
財

政

⇔

ー
1

一
九
八
四
年
度
予
算

の
検
討
を
中
心
に
f
I

小

林

晃

ヘ

ヘ

ヘ

へ

藺

「増
税
な
き
財
政
再
建
」
の
破
綻

兄

八
三
年
末

の
国
会
解
散

.
総
馨

の
た
め
、
異
例
に
遅
れ

て
い
た

一
九
八
四
年
度
政
府
予
築

が
・
年
明
け
男

に
(八
四

二

・

二
五
)
決
定
を
み
た
。
総
肇

に
よ
る
大
幅
議
獲

を
替

夢

ラ
ブ

と
の
妻

上
の
連
立

に
よ

っ
て
楚

し
て
・
妻

定
姦

L
を
再
び

確
保

し
た
第
二
次

.
中
農

内
閣
は
、

い
わ
ゆ

る

「
行
革
」
初
年
度
予
算

と

し
て
の
八
二
年
度
叢

・
同

二
舌

の
八
三
年
度
予
算

(以

上
ξ

い
て
は
、
本
誌
篁

九
巻
第
三
号
所
収
の
拙
稿
農

)

に
も

ま

し

て
、
第

二
臨
調

・
「
行

(財
)
政
改
革
」

の
階
級
的
本
質
・
そ

の
資
本

主
義
階
級
性
を
露
骨
に
具
現

し
た
政
府
予
算
案
を
策
定

し
た
と

い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

八
四
年
度

政
府
予
簗

の
馨

的
鍍

点
を
な
し
て
い
る
の
は
、
篁

に
、
従
来

い
わ
ゆ
る

「
行
革
」
予
募

メ
イ
ソ

三

〒

ガ
ソ
で

ヘ

ヘ

ヘ

へ

あ

り
、

政
府

「
公
約
」

で
も

あ

っ
た

層

税

な
き

財
政

蓬

L

が

完
全

に
馨

("増
税
な
き
増
税
"
が
・
慢
性
イ

ン
フ
レ
下
で

は
薙

進
行
す

る
か
ぎ
り
で
は
、
「行
革
」
予
算
翠

度
か
ら
す
で
に
羅

し
て
い
た
と
い
っ
た

よ

い
の
だ
が
)
を

し

め

し
た

こ
と

で
あ

る
・

そ
れ

は
・

こ
れ
ま

で

し
き

り

に
強

調

さ
れ

て
ぎ

た

こ

の

ス

・
-
ガ

ン
が
、

八
四
年
度

予
算

嚢

を

中

心
議
.題
と
す

る

第

亘

特

別
国

会

(
充

八
四

三

.
六
開
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会
)
に
お
い
て
・
首
相
な
ら
び

に
蔵
相
演
説
か
ら
ま

っ
た
く
姿
を
消

し
、

か
わ

っ
て
、
"増

税
な
く

し
て
は
財
政

「
再
建
」
は
不
可
能

で
あ

る
」
こ
と
を
事
実
上
表
明
し
て
い
る

の
を
み
て
も

明
白

で
あ
る
。

八
四
年
度
予
算
案

の
総
括
的
特
徴
点

の
第
二
は
、
主
と
し
て
歳
入
面

に
か
か
わ
る
こ
と
で
あ

る
が
、

七
年
ぶ
り

の
税
制
改
正
を
伴
う
と

は

い
え
・

ま

っ
た
く
小

幅

な

〃
減

税
"

(正
選

は
物
価
調
整
減
税
)
と

見
返

り

に
、

大

幅

な

大

衆
課

税

の
強
化

(「公
共
料
金
」
「
公
的
負
担
」

等
を
含
む
)
が

う

ち
だ

さ

れ

た

こ

と

で
あ

る
。

そ

し
て
第

三

に
、

主

と

し
て
歳

出
面

に
か

か
わ

る
こ
と

で
あ

る
が
、

勤

労
階
級

.
階

層

の

"
安
全

保
障
"

を
犠

牲

に
し
た
、

独
占

資

本

に
と

っ
て

の

い
わ

ゆ

る

「
総

合
安

(全

)
保

(障

)
」
予

算

と

し

て

の
性
格

を
、

従
来

に
も
増

し
て
強

め
た

こ
と

で
あ

る
。

抽

象
的

な
表

現

で
は
あ

る
が
、

八
四
年

度
予

算
審

議
を

中

心
課
題

と
す

る
第
百

一
特

別

国
会

で
の
予

算

に
関
す

る
首
相

な
ら

び

に
蔵

相

演
説

か
ら
も
、

上
述

の
諸

点

を

ほ
ぼ

確

認
す

る
こ
と
が

で
き

よ
う
。

以
下

の
引
用

が

そ

の
要
旨

で
あ

る
。

注

中
曽
根
首
相
の
私
的
諮
問
機
関

で
あ
る

「平
和
問
題
研
究
会

(座
長

・
高
坂
正
尭
京
大
教
授
)
」
(
一
九
八
三

.
八
発
足
)
は
、

一
九
八
四
年
三
月

一
四
日
、
「総
合
安
全
保
障
」
に
関
す
る
中
間
報
告
を
ま
と
め
て
首
柑
に
提
出
し
た
。

中
間
報
告

は
、
日
本
経
済

の
拡
大
、
発
展
に
伴

い
、
「
国
際
国
家
」
と

し
て
国
際
社
会

に

「貢
献
」
す
る
こ
と
が

「
国
益
」
に
か
な
う
、
と

い
う
前

提
に
た
ち
・
市
場
な
ど
の
開
放
政
策

の
必
要
性
、
政
府
開
発
援
助

(O
D
A
)
の
倍
増
計
画
の
達
成
、
石
油
、
希
少
金
属

(
レ
ア
メ
タ
ル
)
備
蓄
強

化
な
ど
を
提
言
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
「安
全
保
障

の
確
保

の
た

め

の

コ
ス
ト
負
担

(増
税

ほ
か
)
の
必
要
性
」
と
、
国
民
的
合
立昼
つ
く
り
を
政
府

に
求
め
て
い
る
。

中
間
報
告
は
、
国
際
経
済
政
策
を
中
心
に
ま
と
め
た
も
の
で
、
今
後
は

「防
衛
計
画

の
大
綱
」

の
検
討
を
含
む
外
交
、防
衛
問
題
に
比
重
を
移
し
、

今
秋
、
最
終
報
告
書
を
ま
と
め
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
。

「
第

二

の
改

革

(篁

の
改
革

は

「行
政
改
革
」、
第
三
の
改
革

は

「馨

改
革
」
。
な
お
後
者

ξ

い
て
は
、

い
わ
ゆ
る
警

臨
調
、
臨
時
教
暮

議

会
設
置
法
案
の
今
国
会

へ
の
提
出
隔
決
定
を

へ
て
具
体
化
し
た
。
そ

の
政
府
案

は
、
三
月
二
七
日

に
閣
議
決
定

さ
れ

た
。
…
…
引
用
者
)
は
、

財

政
改

革

で
あ

る
。

財
政

改
革

の
目
的

は
、

単

に
危
機

に
瀕

し

て
い

る
わ
が
国

の
財

政
収

支

の
均
衡

化

を
図

る

こ
と

に
と
ど

ま

る
も

の

で
は
な

い
。
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そ
れ
は
、
む
し
ろ
行
政
改
革
と
同
様
に
、
新

た
な
経
済
、
社
会
情
勢

の
進
展

に
即
応

し
て
財
政

の
在
り
方
を
再
検
討
し
、
そ

の
適
正
な
対

応
力

の
回
復

を
図
り
、
国
と
地
方
、
公
的
部
門
と
民
間
と
の
新

し
い
関
係

を
導
こ
う
と
す
る
も

の
で
あ
る
。
ま
た
、
対
外
的
な
環
境
条
件

の
整
備
安
定
を
図
り

つ
つ
、
民
間
活
力
を
最
大
限

に
発
揮
さ
せ
得

る
礎
を
築
く
も

の
で
あ
り
、
経
済
、
社
会

の
運
営

に
お
け
る
活
力
を
保

持

し
、
新
し
い
成
長
経
路
を
追
求
し
よ
う
と
す

る
も

の
で
あ

る
。
政
府

は
、

こ
れ
ま
で
臨
時
行
政
調
査
会

の
答
申

の
趣
旨
を
踏
ま
え
、

一

歩

一
歩
財
政
改
革

の
実
を
挙
げ
て
き
た
が
、
先
般
策
定
し
た

『
一
九

八
〇
年
代
経
済
社
会

の
展
望
と
指
針
』

に
お
い
て
は
、
昭
和
六
十
五

年
度
ま
で
に
特
例
公
債
依
存
体
質

か
ら

の
脱
却
と
公
債
依
存
度

の
引
き
下
げ

に
努
め
る
こ
と
を
示
し
た
。
昭
和

五
十
九
年
度

の
予
算
編
成

に
当

た

っ
て
も
、
引
き
続
き
歳
出
構
造

の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行

い
、

…
…
従
来

に
も
増

し
て
積
極
的
な
整
理
合
理
化
を
行
う
こ
と
等
に

よ
り
、
一
般
歳
出
を
前
年
度

に
比
し
三
百
三
十

八
億
円
削
減
し
た
。

一
方
、
国
民

の
強

い
要
望

に
沿
う
ぺ
く
所
得
税
、
住
民
税
合
わ
せ
て

一

兆

一
千
八
百
億
円

の
減
税
を
行
う

と
と
も

に
、
現
下

の
厳

し
い
財
政
事
情

に
か
ん
が
み
、
法
人
税
、

酒
税
、
物
品
税
等

の
税
収
増
加
、
更

に
は
特
殊
法
人
、
特
別
会
計
か
ら

の

一
般
会
計
納
付
等
税
外
収
入

の
増
加
を
図

っ
た
。
以
上
の
よ
う
な
歳
出
歳
入
両
面

に
わ
た
る
諸
般

の

努
力

の
結
果
、
公
債
発
行
予
定
額

は
、
前
年
度

に
比
し
、
六
千
六
百
五
十
億
円
減
額
す

る
こ
と
が

で
き
、
財
政
改
革

に
更
に
新

た
な

】
歩

を
し
る
し
得

た
も

の
と
考
え
て
い
る
。
/

時
代
が
大
き
な
転
換
期

で
あ

れ
ば
あ

る
ほ
ど
、
生
起
す

る
問
題
は
深
刻

で
あ
り
、
国
民

の
心
の
中

に
も
、
国
際
平
和

や
日
本

の
将
来
、

教
育
、
医
療
、
年
金
、
老
後

の
生
活
等

の
先
行
き

に
つ
い
て

の
不
安
が
影
を
落
と
す
こ
と
も
あ

ろ
う
。
…
…
さ
き

に
述
べ
た
行
財
政
改
革
・

わ
が
国
の
国
際
的
責
務

の
遂
行

に
当

た

っ
て
は
、
国
民

に
、
時
に
や
む
を
得

な
い
負
担
を
お
願

い
す

る
場
合
も
生
じ
て
き

て
い
る
が
・
政

府

は
、
そ
れ
を
最
小
限

に
と
ど
め
る
よ
う
全
力
を
尽
く

し
て
い
く
。
L
(首
相
演
説
よ
り
)。

「
〈
財
政
改
革

の

一
層

の
推
進
〉

国
債

の
発
行
残
高

は
昨
年
百
兆
円
を
突
破
し
、

五
十
九
年
度
未

に
は
約
百

二
十
二
兆
円

に
も
達
す

る
。
そ
の
利
払

い
費

も
予
算

の

一
八
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%
強
を
占

め
・

公
共
事
業
関
係
費
を
上
回
り
、
社
会
保
障
関
係
費

に
も
迫

っ
て

い
る
。

こ
の
た
め
、

わ
が
国
財
政

は
本
来
期
待
さ
れ
て
い

る
諸
機
能
を
発
揮

で
き
ず
、

こ
の
ま
ま
で
は
人

口
の
高
齢
化

や
国
際
社
会

に
お
け
る
わ
が
国

の
責
任

の
増
大
な
ど
、
今
後

の
社
会

.
経
済

の
変
化

に
対
応
す

る
力
が
失
わ
れ
て
し
ま
う
。

政
府
は

『
一
九

八
〇
年
代
経
済
社
会

の
展
望
と
指
針
』

で
、
対
象
期
間
中

に
赤
字
国
債

依
存
体
質

か
ら

の
脱
却

と
国
債
依
存
度

の
引
キ
、

下
げ

と
い
う
努
力
目
標
を
示
し
た
。
こ
の
た
め
、
歳
出
面

で
は
、
政
府
と
民
間
、
国
と
地
方

の
間
の
役
割
と
責
任
を
明
確
に
す

る
見
地
か

ら
・
既
存

の
制
度

・
施
策

の
改
革

に
取
り
組

ん
で
い
く
。
ま
た
歳
入
面

で
も
、
歳
入
溝
造

の
合
理
化
、
適

正
化

に
努
め
る
ほ
か
、
行
政

サ

ー
ビ

ス
の
受
益

と
負
担

の
あ
り
方
と

い
う
観
点
か
ら
見
直

し
を
行
う
。
赤
字
国
債

の
償
還
財
源

の
調
達

に
つ
い
て
、
借
り
換
え
債

の
発
行

を
行
わ
な

い
と

い
う
従
来

の
方
針

は
見
直
さ
ざ

る
を
得
な

い
。
/

〈
五
十
九
年
度
予
算

の
大
要
〉

前
年
度

よ
り
さ
ら
に
厳

し
い

マ
イ
ナ
ス

・
シ
ー
リ
ソ
グ
を
採
用

し
、
そ

の
後

の
予
算
編
成

で
も
聖
域
を
設
け
ず

に
見
直
し
を
進
め
、
地

方
財
政
対
策

の
改
革
、
医
療
撮
険
制
度
や
年
金
制
度

の
改
革
を
は
じ
め
と
す
る
種

々
の
制
度
改
正
を
行
う
な
ど
徹
底

し
た
歳
出

の
削
減
を

行

っ
た
。
補
助
金
等
に

つ
い
て
も
、
総
額
で
前
年
度

に
比
べ
四
千
三
百
五
億
円
減

と
厳

し
く
圧
縮
し
た
。
国
家
公
務
員

の
定
員
は
、
行
政

…機
関
等
職
員

で
三
千
九
百
五
十
三
人

の
縮
減
を
図
る
。
以
上

の
結
果
、

一
般
歳
出
は
、

三
十
二
兆
五
千
八
百
五
十
七
億
円
と
前
年
度

に
比

べ
て
三
百
三
十
八
臆
円
滅

に
圧
縮

し
た
。
こ
れ

に
国
債
費

及
び
地
方
交
付
税
交
付
金
を
加
え

た

一
般
会
計
予
算
規
模

は
、
前
年
度
当
初
予

算

に
比
ぺ
、
○

・
五
%
増

の
五
十
兆
六
千
二
百
七
十
二
億
円
と
な

っ
て
い
る
。

歳
入
面

で
は
、
初
年
度

一
兆

一
千
八
百
億
円

に
上
る
所
得
税
及
び
住
民
税

の
大
幅
減
税
を
行
う
と
と
も

に
、
法
人
税
、
酒
税
、
物
品
税

に
つ
い
て
税
率

の
引
き
上
げ
等

の
措
置
を
講
ず

る
。
…
…
国
債

の
発
行
予
定
額
は
前
年
度
当
初
予
算
よ
り
六
千

六
百
五
十
億
円
減
額
し
、

十
二
兆
六
千
八
百
億
円
と
し
た
。
内
訳
は
、
建
設
国
債
六
兆
二
千
二
百
五
十
億
円
、
赤
字
国
債
六
兆
四
千
五
百
五
十
億
円
で
、
国
債
依
存
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蓑11990年 度 までの財政 収支試算

(大蔵省 「中期的な財政事情の仮定計算例」,84.2.10)

(単位兆円, △はマ イナス)

〔歳 出〕

国 債 費

地方 交付税

0般 歳 出

一(イ)伸 び率5%

(ロ)3%

一(ハ)0%

一(イ)伸 び率5%

計(ロ)3%

一(ハ)0%

〔歳 入〕

税 収

税外収 入

国 債

うち赤字 国債

計

〔要調 整額〕
一(イ)f申 び率5%

(ロ)3%

一(ハ)o/

国債 発 行額
(借換 債を 含む)

国債発 行残 高

84年 度

9.2

8.9

32.6

32.6

32.6

50.fi

50.s

50.6

34.C

3.4

12.7

6.5

50.6

0

0

0

081

122.2

85186

12.1

9.4

34.2

33.6

32・C

55.7

55.1

54.1

37.1

3.2

11.6

5.4

51.9

3.8

3.2

2,2

20.F

1.33.0

13.1

10.1

35.9

34.s

32.6

59.1

57.7

55.7

39.8

3.4

10.5

4.3

53.7

5.4

4.O

Z.0

21.4

142.4

87 8S 89 90

13.9

iD.9

3?.?

35.6

32.6

6i:.

60.4

57.3

42.Ei

3.6

9.5

3.2

55.7

6.8

4.7

1,6

23.4

15Q,2

14.6

11.7

39.6

3s.7

32.6

65.9

63.0

58.9

45.7

3.9

8.4

2.1

:i7.9

t3・Q

5.1

x.0

22.9

15.1

12.?

41.6

37.8

32.f

69.4

65.6

FO.4

48.9

4.1

7.3

1.1

60.3

9.0

5.2

0.0

23.1

157。0162.4

15.6

13.6

i
43.7 ミ

38.9

32.F

r2.9

68.2

6.t.9

52.4i

4.4!

F.2

01

63.0

9.9

5.1.

△1.2

23.5

166.E

(注)① 要調整額は歳出),r*一対す る歳入の不足額 一}㎜ 一『"-1

②一般歳 出の伸び率は前年度比増

③1990年 度は 「1980年 代経1琳 【・会の展望 と指針」 による財政 「再建」達成 目標年度(詳 し くは

本文参照)

※ 試覧の前提条件

▽赤字国債(特 例国債)は85年 度 以降原則 として毎年度1兆800億 円ずつ均等に減 らす
。建設国債は横ば

い。

▽税収の伸 び率は舘GNP(国 民徽 産)平 均伸 び率6 .5%と し,そ れ に過去10年 の平均租税雌
値1.1(名 目成 長率1%に 対し,税 収はL%増 え る)を 掛け合わせたもの とし,90年 度 まで一定とす
る0

▽国債費は85年 度以降 大量償還 の始 まる赤字国債の借換債発行を前提に算出

〈資料〉 以Fの 図表は,特 記しないか ぎり,第101特 別国会に提 出された政 府予算案関係資料(大 部

分は税務経理協会 『税務法 令通達月報↓1984年3,4月 暑な らびに各商業新 聞に掲載)を 整

理 ・加筆等 して転載 した ものである。



6商 経 論 叢 第20巻 第1号

度

は
、

二
五

・
○
%
と
な

っ
て
い
る
。
ま
た
、

財
政
投
融
資
計
画

の
規
模

は
二
十

一
兆
六
千

六
十
六
億
円
と
な
り
、
前
年
度
当
初
計
画

に

比
べ
、

一
・
九
%
の
増
加

で
あ

る
。

主
要
経
費

で
は
、
社
会
保
障
関
係
費
、

文
教
及
び
科
学
振
興
費

に
つ
い
て
、
今
後

の
高
齢
化
社
会

の
進
展
等
、
社
会

.
経
済

の
変
化

に

対
応
、
医
療
保
険
、
年
金
、
児
童
扶
養
手
当
、

雇
用
保
険
及
び
育
英
奨
学
事
業

に
つ
い
て
本
格
的
な
制
度

の
改
革
を
行

い
、
老
人
や
心
身

障
害
者
に
対
す

る
福
祉
施
策

の
充
実
、
保
健
事
業

の
推
進
、
高
齢
者

の
就
業
機
会

の
確
保
、
基
礎
科
学
研
究
の
充
実
な
ど
、
確
策

の
推
進

に
努

め
て
い
る
。
経
済
協
力
費

は
、
積
極
的

に
そ
の
推
進
を
図
り
、

防
衛
関
係
費

に
つ
い
て
も
、
質
的
充
実

に
配
意

し
た
。
ま
た
、

エ
ネ

ル
ギ
ー
対
策
費

で
は
、
石
油
税

の
税
率
引
き
上
げ
等
に
よ
り
所
要

の
財
源
を
確
保

し
た
。
公
共
事
業
関
係
費
は
、
総
額

で
前
年
度

を
下
回

る
水
準
と
し
た
が
、

一
般

公
共

の
事
業
費
に

つ
い
て
は
民
間
資
金

の
活
用
な
ど
種

々
の
工
夫
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
を
上
回
る
水

準
を
確
保
す

る
。
地
方
財
政

は
、
約

一
兆
五
千
億
円

の
財
源
不
足
が
見
込
ま
れ
る
が
、

地
方
財
政
対
策

の
抜
本
的
な
改
革
を
行

い
、
地
方

交
付
税
に

つ
い
て
当
分

の
間
、
特
例
措
置
を
講
ず
る
。
L

(蔵
相
演
説
よ
り
)。

ヘ

ヘ

ヘ

へ

「
増

税

な
き
財

政
再

建
」

の
完

全

な
破
綻

は
、

さ

ら

に
大

蔵
省

が

第

一
〇

一
特

別
国

会

・
予

算
委

員
会

に
提

出

(八
四

.
二

.
=

)

し

た

「
財
政
改

革

を
進

め

る

に
当

た

っ
て

の
基

本

的
考

え
方
」

(末
尾
資
料
四
参
照
)
、
「
財

政

の
中

期

展

望

」

お

よ
び

一
九
九
〇

(昭
和
六
五
)

年
度

赤
字

(特
例
)
国
債

依

存

ゼ

ロ
と

い
う

財
政

再
建

目
標

に
あ

わ

せ

て
算
定

し

た

「
中

期

的
な

財
政
事
情

の
仮
定

計
算

例
」

(表
-
)

に

よ

っ
て
も
、

い

っ
そ
う

明

白

で
あ

る
。

こ

の
な

か

で

「
基

本

的
考

え
方
」

は
、

第

一
に
、

一
般

歳
出

(歳
出
総
額
か
ら
国
債
費
と
地
方
交
付

税
交
付
金
を
控
除
し
た

「政
策
」
経
費
)
は
、
「
厳

し

い
抑
制

努
力

を
引

き

続
き

堅
持
す

る
」
、

第

二

に
、

租
税

・
社
会

保
障
負

担

を
合

わ

せ
た

広

義

の
租
税

負
担

率

は

「
現
状

よ
り

は
上
昇

せ
ざ

る
を

え
な

い
」
、

そ

し
て
第

三

に
、
赤

字

国
債

の
償

還
財
源

の
調
達

手
段

と
し

て
、

「
借

り
換
債

の
発
行

を
検
討

す

る
」

と

い
う
、

三

つ
の
基
本

方
針

の
も

と

に
、

国
民

の
負
担

増

に
よ

る
財

政

「
再

建
」

の
必
要

を
訴
・兄
て

い
る

か
ら

で
あ

る
。
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7

ま

た
、

「
仮

定
計

算

例
」

(く
わ
し
く
は
表
1
及
び
そ

の
注
前
提
条
件
参
照
)
も
、

こ

の
こ
と
を
計

数

的

に
裏

づ

け

る

も

の

と

な

っ
て

い

る
。

「
仮
定

計
算

例
」

は
、

一
般

歳
出

の
対
前

年
伸

び

率

と

し

て
、

○
、

三
、

五
%

の
三
通

り

を
想
定

し
、

各
年
度

の
名

目
国
民

所
得
増

加

率

を
六

・
五

%
と
仮

定

し
た

場
合

、

財

政

「
再
建
」
達

成

目
標

の

一
九

九
〇

年
度

ま

で

に
国
家

財
政

が
年

々
ど

の
よ
う

に
推

移

し

て

い
く

か

を
試

算

し

た
も

の
で
あ

る
。

こ
れ

に
よ
る

と
、

三

つ
の

い
ず

れ

の
ケ
ー

ス
に

お

い
て
も

六
年

間

の
総

計

で
歳

入
不

足

と
な
り

(
一
般
歳
出
伸
び
率
ゼ

ロ
と
い
う
現
実
性
の

な
い
仮
定
の
場
合

の
み
、

{
九
九
〇
年
に

一
∴

一兆
円
の
黒
字
、
特
例
国
債
依
存
ゼ

ロ
と

な

る
が
、
六
年
間
総
計

で
は
他
の
二
つ
の
場
合
同
様
に
歳
入
不

足
)、
そ

の
な

か

で
、

も

っ
と
も

現
実

性

が
高

い

と

思

わ

れ

る

一
般

歳
出

五

%
増

の
場

合
、

八
五
年
度

で
す

で
に
三

・
八
兆

円

の
歳

入
不

足

(「要
調
整
額
」
)

が

生
じ
、

九
〇

年
度

に
は
九

・
九

兆

円
、

六
年

間

の
総

額

で
は
約

四

三
兆
円

に
ま

で
膨

張
す

る
。

こ
う

し
て
、

「
仮
定

計

算

例
」
も

、

"増

税

な
く

し

て

は
財
政

「
再
建
」

は
不

可
能

で
あ

る
"

こ
と
を

明
白

に
示
唆

し

て

い
る

と

い
わ
な

け

れ

ば

な
ら

な

い
。

(な
お
補
足
し
て
お
け
ぽ
、

一
般
歳
出
伸
び
率
ゼ

ロ
の
場
合
に
の
み
収
支
が
黒
字
と
な
る
と

い
う

こ
と
は
、
慢
性
イ

ン
フ
レ
を
考
慮
す
れ
ば
、
六
年
連
続

の

実
質

マ
イ
ナ
ス

・
シ
ー
リ
ン
グ
を
意
味
し
て
お
り
、
し
た
が

っ
て
財
政

「再
建
」
の
た
め
に
は
、
大
衆
増
税
か
、
も

し
く

は
人
件
費
、
福
祉

・
生
活

・
教

育
費
等

の
大
幅
削
減
が
、
あ
る
い
は
同
時

に
両
者
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
暗

に
示
し
て
い
る
と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
)。

そ

し
て
実

際

、
第

一
〇

一
特

別

国
会

の
予

算
委
員

会

で

の
討
論

を

つ
う

じ

て
も
、

早
け

れ
ば

一
九

八
五
年
度

か

ら

の
実

施

に
間

に
合

わ

せ
る
段
取

り

で
、
「
大
型

間
接
税

」

(
一
般
消
費
税
な
い
し
付
加
価
値
税
)

の
導

入
を

中

心

と
す

る

"
増
税

に
よ

る
財
政

「
再
建
」
"

策
が
、

政

府

・
自

民
党

の
各
税

制
調

査
会

を
中

心

に
具

体
的
検

討

に
す

で

に
入

っ
て

い
る

こ
と
が
明

ら

か

に
さ
れ

て
い
る
。

二

"
減
税
"
見
返
り
の
大
衆
増
税

一
九
七
七
年
度
以
来
、
実

に
七
年

ぶ
り
に
、
人
的
三
控
除

(基
礎
、
配
偶
者
、
扶
養
)
等

の
引

上
げ

に
よ
る
所
得
税
課
税
最
低
限

の
引
上
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表21984年 度税制改正(減 税)の 大綱

税項 目 障 円1 主 な 内 容

所得税

1住 民税

政 策
減 税

s,700

3,loo

soo

・人的3控 除(基 礎,配 偶者r扶 養)の 引き上げ

各29万 円→33万 円

・給与所得控除の引き上げ

控除率40,30%の 適用範囲を拡大

・特別人的控除(障 害者,特 別障害者,老 年者,寡 婦,勤 労学

生)の 各2万 円引き上げ

・同居老人i同 居特別障害者の特別控除引き上げ

各5万 円→7万 円
・配偶者控除が受け られ る主婦パー ト収入限度額引き上げ

79万 円→88万 円

・税率構造の見直 し

最低税率10%→10・5%,最 高税率75%→70%,き ざみ数19→15

騰螺藷 瀞　〕
・人的3控 除の 引き上げ

各22万 円→26万 円(59年 度 は25万3,000円)

・特別 人的控 除 の各3万 円引 き上げ

・市町 村民税の最 低税率 の引 き上げ2%→2.5%

[標準家庭では課税最低限158.4万 円→188・8万円(59年 度減税額(年 収500万 円)17・800円)〕

投資減税の上積み260億 円(エ ネルギー効率化投資促進,中

小企業新技術投資促進,テ クノポ リス促進)▽ 親か ら子への

住宅資金500万 円までに贈与税軽減▽個人年金保険料に別枠

控除創設▽金融機関の途上国融資残高に1%の 損金算入を認

める

(注)所 得税および住民税の最低税率の引上げは増税分だが,便 宜上ここに一括した。

②
参

照
)
。

①

～
③

、
表

4
の
①
～

ち
だ

さ
れ

た
。

そ

の

規
模

は
、

所
得
税

八
、

七
〇

〇
億

円
、

住
民

税

三
、
一
〇
〇
億

円
、

総
額

一
兆

一
、

八
〇

〇
億

円

と
な

っ
て

い

る
。

(衷

2
、
表

3
の

参
照
)
を

伴

う

"
減

税

μ

(正
確

に
は

「物

価
調
整
減
税
」)

が

う

『税
経
通
信
』

八

四
年

三
、
四
月
号
の
別
冊
を

げ

を
中

心

と
す

る
税

制
改

正

(末
尾
資
料
を

参
照
。
な
お
よ
り
詳
し

く
は
、
税
務
経
理
協
会
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表3一③ 所得税改正の内容(税 率構造の見直し)

現 行

醐 課漸 矧 櫛
60万 円以下
の金額

1

11,200

口,500i

l2,000

3,000

4,000

h,000

8,000

120

180

240

300

400

50Q

OOO

700

800

1,000

U

ノノ

11

11

1/

ノノ

11

ノノ

11

t/

//

!/

ノノ

//

Il

11

/1

&… 羅 超の

10%

賜
賜
賜
騙
賜
賜
賜
賜
錫
賜
端
鰯
賜
賜
鰯
鰯
賜
75/

改 正 案

適用課税所得 税率

50万 円以下
の金額

120

zoo

300

400

600

800

1,000

1,200

1,500

z,000

3,000

5,000

8,000

//

!/

1/

1/

//

//

!/

II

1/

〃

!/

//

!/

8,… 羅 超の

10、5%

12%

14%

17%

21%

25%

30,°0

35%

40%

裏3一① 所得税改正の内容

(人的控除の引上げ)

改正剰 現 行

除
除
雛

除
欝

懸
撫

基

配

姥
偶
者

扶

姥
係

33万 円

33万 円

39万 円

33万 円

39万 円

29万 円

29万 円

35万 円

29万 円

35万 円

45io

50%

55%

60%

65%

70

表3一④ 改正案による所得税の課税最低限

表3一② 所得税改正の内容

(給与所得控除の適用対象範囲の引上げ)

控劇 改正案 陳 行

40

30%

165万 円 まで

(最低控除額
55万 円)

330万 円 まで

150万 円 まで

(最低控除 額
55万 円)

300万 円まで

(注)野 党 の修 正要 求J,Yr¥...より,最 低 控 除

額 が57万 円 に引 上 げ られ た 。

区分

家観
独鰭

現創 糊
(849)

_.r

改正案

夫婦者

千 円

1,136

(1,161)

夫 婦
子1人

千 円

1,569

(1,619)

夫 婦
子2人

千 円

2,015

(2,079)

94611.30111>83312,357
(注)ω この表は,給 与所得者について作成した も

のである。

{21給 与の収入金額に応 じて,そ れぞ_."定 の

社会保険料が控除 されている もの として計算

してある。

現行欄 の()内 は,改 正案 と同 じ水準の

社 会保険料が控除 されている もの とした場合

の課税最低限である。

総
額

で

一
兆
円
減
税
と
い
え
ば
、
相
当

に
大
規
模

の
減
税

に

き

こ
え
る
が
、
国
民

一
人
当
り

に
即
し
て
具
体
的
に
み
れ
ば
、

七
年
ぶ
り

の
減
税

に
し
て
は
あ
ま
り

に
も
小
規
模
だ
と
い
わ
ね

ば
な
ら
な
い
。

こ
こ
六
年
間

の
消
費
者
物
価
上
昇
率
が
約
二
七

%

で
あ

る
の
に
対
し
て
、
課
税
最
低
限

の
引

上
げ
率
が
、
所
得

税

で

一
七

・
○
%
、
住
民
税
で

一
九

・
二
%
に
す
ぎ
な
い
こ
と

を
み
て
も
明
ら
か
で
あ

る
。
ま
た

一
人
当
り
減
税
額

で
み
て
も
、

た
と
え
ぽ
所
得
税

の
場
合
、
独
身
者
で
年
収

二
〇
〇
万
円

で
二
、
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一
〇

〇
円
、

同

三
〇
〇

万

円

で
三
、

二
〇

〇

円
、

夫
婦
者

三
〇
〇

万

円

で
六
、

九
〇
〇

円

、
同

五
〇

〇
万

円

で

一
万

八
、

九

五
〇
円

、

夫

婦

子

二
人

(標
準
世
帯
)
で
三
〇
〇

万

円

で

一
万

五
、

四

七

五
円

、

同

五
〇
〇

万

円

で
二
万

九
、

○
○

○
円

等

々
に
す

ぎ

な

い

か

ら

で
あ

る
。

ま

た
住
民

税

(所
得
割
り
)

の
場
合

も
、

夫

婦

子

二
人

の
標

準

世
帯

で
年

収

三
〇
〇

万
円

で

一
万

一
、

二
〇

〇
円
、

同

五
〇

〇

万
円

で

一
万

七
、

八
〇

〇

円
、

同

七
〇
〇

万
円

で

二
万
八
〇
〇

円

等

々
に
す

ぎ

な

い

(表

5
の
①
②
参
照
)。

表4一① 住 民税 の改正(人 的控除の引上げ)

改 正 案 現 行

除

除

配

者

除

族

者

等

擁
欝
欝

基

配

う
偶

同

扶

う

同

同

26万 円(25万3,000円)

26万 円(25万3,000円)

27万 円(26万3,000円)

30万 円(29万3,000円)

26万 円(25万3,000円)

27万 円(26万3,000円)

30万 円(29万3,⑪00円)

31万 円(30万3,000円)

22万 円

22万 円

23万 円

25万 円

22)JfL/

23ノ ∫PJ

25万 円

26万 円」

(注)(1}()内 の数値 は,ユ984年 度におけ る額 であるが,同 年度 に胴い

ては 「個人の住民税に係 る地方税法臨時特 例法」 に よ り右の額 にそれ

ぞれ7,000円 が加算 され ることになる。(2)以 上 のほか,給 与所得控除

引上げの効 果は,住 民税については11年 遅れの1985年 度から生 じ

る。

表4一② 住民税 の改 正(市 町村民税所得割の税率構造の見直し)

現 行

適用課税所得 躇
壬
↑
(

30万 円以下の金額

30万 円 超

45万 円 〃

70万 円 〃

goo万 円 〃

130万 円 〃

230万 円 〃

370万 円 〃

570万 円 〃

950万 円 〃

1900万 円 〃

2900万 円 〃

45万 円 以 下

70万 円 〃

goo万 円"

130万 円 〃

230万 円 〃

370万 円 〃

570万 円 〃

950万 円 〃

1900万 円 〃

2900万 円 〃

4900万 円 〃

149・・万円超の錨

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

{
ユ

ー
晶

-
1

1
↓

-
」

改 正 案

適用課税所得
率
紛
税
伊

20万 円以下の金額

20万 円 超

45万 円 〃

70万 円 〃

95万 円 〃

120万 円 〃

220万 円 〃

370万 円 〃

570万 万 〃

950万 円 〃

1900万 円 〃

2900万 円 〃

70万 円 〃

95万 円 〃

120万 円 〃

220万 円 〃

370万 円

570万 円 〃

950円 円 〃

1900万 円 〃

2900万 円 〃

4900万 円 〃

12.5

45万 円以下ll

5

6

f7

11

4900万 円超 の金額

9

0

1

2

3

4

ー
ユ

ー
⊥

1
五

-
⊥

-
⊥

(注)L1984年 度は現行 どお りの据 え置 き。

2.い わゆ る 「賦課制限」(本文参照)に ついては現 行80%か ら78%

へ 引下げ られた。
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表4一③ 改正案による住民税(所 得割)の 課税最低限

家族 の構 成
区分 ～～一一一～ .

独 身 劃 夫 婦 者 央婦子 ・人1夫 婦子2人

現 行
千 円
757

(774)

千 円
989

C1,X10)

千 円

1,221

{1,247)

1

千 円
1,584

(L634)

改 正 案
昭 和59年 劇8・7rIs・9611,471i.,.

昭 和60年 度 8701..1,15011,471

この表 は,給 与所 得者 について作成 した ものである。

L912

(注)(1} について作成 した ものである。

て,そ れぞれ一定 の社会保険料が控除 されている もの として計算

clrこ の表 は,

② 給 与の収入

してある。

現行欄 の

の課税最低限
'31
1984年 度

律」 を併せ

4)改 正案に

者1,170千 円,

()内 は,改 正案 と同 じ水準の社会保険料が控除 され てい るものとした場合

限である。

鴇 灘 膿 蹴 岬 人の住賄 こ係嚇 税法の臨時鰍 こ関する法
よる1984年 度における住民税所 得割 の非課税限度額は ,独 身 者790千 円,夫 婦夫婦

子1人1.585千 円,夫 婦 子・2人2,000千 円であ る。

ス
タ
ク

フ
レ
ー

シ

ョ
ン
と

い
う
新
造

成

語

に
も

示
さ

れ
て

い
る

と

お
り
、

慢

性

的

.
恒
常

的

な

イ

ン

フ

レ
ー

シ

ョ
ン

・
物

価

騰
貴

が
、

現
代

の
国

家
独

占
資

本
主

義

に
特

有

な

一
現
象

(矛
盾
)
と
な

っ
て

い
る
。

こ

の
た
め
、
賃

上

げ

は
多

く

の

場
合

名

目
賃
金

の
上
昇

に
と
ど

ま
り
、
実

質
賃

金

は
事

実

上
す

え

お
き

と
な

る
。

だ

が

課
税

上

で

は
、

所
得

課
税

が

一
定

額

の
課
税
最

低

限
と
、

そ

こ
を
起

点

と
す

る
累
進

課
税

と

い
う
制

度

を

と

っ
て

い

る

た

め

に
、

名

目
賃

金

(所
得
)

の
上
昇

の
結

果
、

所
得

税

な

ら
び

に
住

民
税

(所
得
割
分
)
の
課
税
最

低
限

が
事

実

上
引

下

げ

ら
れ
、

同

時

に
適

用
税

率
も
累

進

的

に
上
昇

す

る
。

こ
う

し
た
仕

組

み
を

つ
う

じ

て
、
慢

性

イ

ソ
フ

レ
を
常
態

と
す

る
現
代

の
国
家
独

占
資

本

主
義

の
下

で
は
、

い
わ

ゆ

る

"
(税
法
上
の
)
増

税

な
き
増

"

税

が

ひ
と
り

で

に
進

行
す

る
。

多

く

の
資

本

主
義
諸

国

で
、

こ

の
よ
う

な

"
増

税
な
き
増

税

"

を
調
整

・
減

額

す

る

た
め

に
、

「
物
価

調

整

減
税
」

が
法

制

化

さ
れ

て

い

る
が
、

わ

が

国

で
は
、

社

会
党

に

よ
る
具
体

的
法

案

つ
き

の
要
求

に
も

か
か
わ

ら
ず
、

政

府

・
与
党

の
反

対

で
い
ま
だ
実

現

を

み

て

い
な

い
。

本
来
、

こ
う

し
た

「
物

価
調

整

減

税
」

の
制

度

化

を
前

提

し

た
上

で

の
も

の

で
な

い
か
ぎ

り
、

お
よ
そ
減

税

と

い
う

こ
と

は

で

き

な

い
。

し
た
が

っ
て
、

今
年

度

政
府
案

ど

お
り

の
小
幅

減
税

が
実
施

さ

れ

た
と

し
て
も
・

今
年

度

か

り

に
五
%

の
ベ

ア
が
あ

っ
た

と
す

る
と
、
あ

ら

た
な
事
実

上

の
課
税

最
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1,000万 円

表5税 制改正による所得税 ・住民税の減税例

①所得税軽減割合(実 態に近い社会保険料控除で算定した現行税額との比較)

給与の年収 12・0万 円13・ ・万 円i500万 円1700万 円

1,511,400

1,4ss,000

45,400

3.0

1,416,000

1,367,000

49,000

3.5

1,320,000

1y268000

s1,000

4.6

L242,000

1,X69,000

73,000

5.9

?66,SOO

749,750

17,050

2.2

097200

667,250

29,9iO

4.3

627900

591,750

36,150

5rS

567,000

522,45Q

44,550

7.9

XO3,$00

388,75Q

15,050

3.7

351.,600

332650

18,950

5.4

300800

276,550

24,250

8.1

254400

225,400

2a,000

11.4

167,000

163,XOO

3,200

1.9

×27,Zoo

120,300

s,900

5.4

92,400

80,700

11,700

12.7

58,000

42,525

15,475

26.7

86,400

s4,300

Z,loo

2.4

53,000

45,675

7,325

13.S

24,000

11,025

12,975

54.1

㈱
案
額
蒲

案
額
舖

案
額
筋
㈱
案
額
筋

新

正

減

割

新

正

減

割

新

正

減

割

新

正

減

割

く

ノし

く

く

行

減

行

減

行

減

行

減

現

改

軽

軽

現

改

軽

軽

現

改

軽

軽

現

改

軽

軽

～
-

ー

～

、

ー

 独
身

者

夫

婦

者

夫
婦
子

一
人

フ椚7・ ・フ∫酬 ・・… 万 円

7,900 389,900 742,300

0,100 369,100 719,900

7,SOO 20,800 22,400

9.5 5.3 3.0

500

18

17

1

②住民税(所 得割 り)の 軽減割合

給 与の年収 200万 円 300フ ノドゴ

蝶1ギ1
9,200

0

9,200

zoo

45,70⑪

34,500

ll,200

21.5

(注)①,② 表 とも ゆラ リー一マ ンの場 合。

当 分」 の上 乗 ぜ 分 を 含 む。

単位r:.円 。 改 正案 の うち住 民 税 は84年 慶 で,「83年 滅 税 相

低
限

の
引
下
げ
と
税
率

の
引
上
げ

の
た
め

に
、

ほ
と

ん
ど

の
所

得
階

層
で
年
間
納
税
額
が
前
年
度
を
上

回

っ
て

し
ま

い

(唯

一
の
例
外
は
年

収
三
〇
〇
万
円
の
標
準
世
帯
の
み
)
、

小
幅
減
税
も
ほ
ぼ
帳
消

し
に
な

っ

て
し
ま
う

。

こ
の
新

た
な

"
増

税

な
き
増

税
"

は
、
た
と
え
ば
、
前

年

(八
三
年
)
年
収
二
五
〇
万
円

の
独

身
者

で
、

納

税
額

(所
得
税
、
住
民

税
、

所
得
割
分

)
が

一
八

万

七

、

八

八
〇
円
か
ら
二
〇
万
円

へ
、
夫
婦

子
二
人

の
標
準
世
帯

の
場
合
、
年

収
四
〇
〇
万
円
で
二
三
万
三
、
四

一〇

円

か
ら

二
三
万
四
、

七

〇
〇

円

へ
、
同
年
収
金
五
〇
〇
万
円

で

四

一
万

二
、

二
八
〇
円

か
ら

四

一

万
八
、

六
〇

〇

円

へ
、

同

六
〇
〇
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表6給 与所得者の1984年 度の税負担(円)

に
る
収
め
合
%

年
占
割
(

84年

(ベ ア5%)

Zr630rQnO

130,000

70,000

zaa,aoa

200000

`L
,23Q,UUU

.7,150,000

50,400

35,800

86,200

240望000

2,823,800

4.,200,000

×42,soo

91,900

234,700

goo,000

3,665,300

5,250000

249,300

169,300

41$,600

3so,000

4,451,400

s,300,000

381,900

255:200

ss7,goo

470,000

5,192,900

 

に
る

)

収
め
合
%

年
占
割
(

7.5

84.9

3.1

89.2

5.8

86.7

8.2

84.2

10.2

82.2

83年

2,500,000

121,200

66,680

187,880

×90,000

2,122,120

3,000,000

51,800

41,340

93,140

230,000

2,676,860

4,UDO,000

139,000

94,420

233×20

:goo,000

3,466,580

5,000,000

243,200

169,080

412,280

380,000

4,207,720

s,000,000

366,000

z4s,9so

614,960

450,000

4,935,040

 

に
る

ー

収
め
合
%

年
占
割
(

s.3

87.Z

◇ 婦 と子 ども2人 で年 収300万 円

1.3

92.4

3.5

90.1

5.6

87.9

7.5

85.9

77年

◇{身 で年 収250万 円

得

民

金

収

祉会保険料

取

1,s.50,0ao

76,200

40,840

117,040

120,000

1,612,960

z,Zzo,000

10,.zQO

19,350

29,650

140,000

zO50,350

z,oso,000

57,000

47,280

1⑪4,280

190,000

z665,720

3,goo,000

121,200

85,644

206840

×40,aoo

3,253,160

4,440,000

195,000

139,540

33454U

zso,000

3,815,460

 

税

税

計

額

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

険

円

険

円

険

円

険

得

民

金

保

取

万

得

民

金

保

取

万

得

民

金

保

取

万

得

民

金

保

取

会

姻

会

珈

会

㈱

会

狙

年

手

夫

年

所

註

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

◇

◇

◇
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に
る

)

収
め
合
%

年
占
割
(

84年

(ベ ア5%)

 

に
る

)

収
め
合
%

年
占
割
(

83年

年収に占
める
割合C
%)

77年

12.5

SO.3

14.S

・

16.9醒

177
.2

18.9

75.7

7,350,000

559,200

356000

915200

530,000

5,904,soo

s,400,000

777200

467800

1,245,000

550,000

6,605,000

9,450,000

1,011,000

583,500

1,594,540

560,000

7,295,500

10,500,000

1,275,500

707000

1,982,500

570,000

7,947ｺ500

12.5

80.2

14.?

78.5

16.7

77.1

18.7

75.7

7,000,000

533,400

343,160

$?6,560

510,000

5,613,440

8,000,000

72G,000

440,740

1,172,740

550000

s,X77,X60

9,000,000

948,300

555,290

1,503,590

5so,000

6,936,410

10,000,000

1,197,000

668920

i,865,920

560,000

7,574,0SO

9.2

84.2

10.9

83.2

12.7

81.9

14.4

80.6

5,190,000

280300

197,340

477,640

340,000

4,372,360

5,930:000

381,100

264,300

645,400

350,000

4,934,600

6,670,000

510,900

334×00

845,400

360,000

5,464,600

7,410,000

651,300

414520

1,065,820

3700DD

5,974,X80

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

収

税

税

計

料

額

朋

得
民
金
殿
取
朋

得
民
金
徽
取
朋

得
民
金
鰍
取

嘲

得
民
鶴

取

 ㎜

会

蹴

会

蜘

会

…
…

会

同

年

所

住

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

同

年

所

住

税

社

手

◇

◇

◇

◇

1

注)1.

2.

3.

社 会保険 料は実際 の負担額に近 い金額で計算 した。
1977年 は近年で最後に減税が行 われた年。

1984年 分は ベアが596と 仮定 した場合の金額。

万
円

で
六

一
万

四
、

九

六
〇

円

か
ら
六

三

万
七
、

一
〇
〇

円
等

々
と
増

大
す

る

(表

6
参
照
)
o

政

府

・
与
党

側

は
、

今
年

度

の
所

得
税

減
税

の
所

要

財
源

の
う

ち
、

約

半

分

を
動

労
国

民

自

ら

の
負

担

で
、

残

り

半

分

を

法

人

・
企
業

の
負

担

(法
人
税
率

の

一

・

三
%

引
上

げ

ー
後

述
)

で
賄

っ
た
と

い
う
。

だ
が

、

独

占

資
本

と

し

て

の
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大
法
人
に
と

っ
て
は
、

こ
の
程
度

の
小
幅
増
税
は
、
独
占
価
格

の
引
上
げ

を

つ
う
じ
て
、
最
終
的

に
勤
労
国
民

の
負
担

へ
転
嫁
す
る
こ
と

は
き

わ
め
て
容
易
で
あ

る
。
し
た
が

っ
て
、
勤
労
国
民

は
小
幅
減
税
を
新

た
な

"
増
税
な
き
増
税
"

に
よ

っ
て
帳
消
し

に
さ
れ
る
だ
け
で

な
く
、
こ

の
転
嫁
分
と
あ
わ
せ
て
、
す
ぐ
あ

と
で
み
る
酒
税
、
物
品
税
、
「
公
共
」
料
金
、
「
公
的
」
負
担

の
大
幅
引
上
げ
分
だ
け
、
新

た

な
増
税
、
高
負
担
を
実
質
的

に
強

い
ら
れ
る
結
果
と
な

る
。
く
わ
え
て
、
七
八
年
度
以
来
、
八
三
年
度

ま
で
の
六
年
間

に
わ
た
る
巨
額
な

"
増
税
な
き
増
税
π
分
は
、
な
ん
ら

の
減
額
、
調
整
措
置
を
施
さ
れ

る
こ
と
な
く
、
国
家

に
過
度
徴
収

(追
加
搾
取
)
さ
れ

た
ま
ま

に
終

っ

て
し
ま
う
。

大
蔵
省
資
料

(
一
九
八
二
年
二
月
二
五
日
、
参
院
予
算
委
員
会
提
出
)
に
よ

っ
て
も
、
こ

の
額

は
、

七
八
年
度

か
ら

八
二
年
度
ま

で
の
五
年

間
分
だ
け

で
も
、
課
税
最
低
限

の
事
実
上

の
引
下
げ

に
よ
る
実
質
増
税
額
約
三
兆
四
、

八
〇
〇
億
円
、
税
率
区
分

の
上
昇

に
よ
る
分

一
兆

七
、
四
〇
〇
億
円
、
総
額

で
約
五
兆
二
、
二
〇
〇
億
円

と
い
う
巨
額

に
達
す

る
と
推
計
さ
れ
て
い
る
。

一
般
的
に
い

っ
て
、
労
働
者
階
級
を

は
じ
め
と
す

る
勤
労
階
級

か
ら
最
大
限
に
徴
税

(追
加
搾
取
)
し
、
独
占
資
本
か
ら
は
最
小
限

に

徴
税
す

る

(し
か
も
、
経
費
支
出
は
、
独
占
資
本
の
利
益
の
た
め
に
優
先
的
に
振
り
む
け
る
)
と

い
う

の
が
、
国
家
独
占
資
本
主
義
財
政

に
お
け

る
課
税
原
則

で
あ
り
、
法
則
的
必
然
で
あ

る
。

こ
の
資
本
主
義
的
課
税
原
則
が
、
今
八
四
年
度

の
税
制
改

正
に
お
い
て
、

い
か

に
貫
徹
し

て
い
る
か
、

い
く

つ
か

の
具
体
的
事
例
を
と
お
し
て
明
ら
か

に
し
て
お
き

た
い
。

8

「
所
得
税

の
累
進
構
造
を
な
だ
ら
か
な
も

の
と
す

る
」

(政
府
税
調
答
申
)
と

い
う
理
由

で
、
所
得
税

の
最
低
税
率

が
、
現
行

の
課
税

所
得
六
〇

万
円
以
下

の

一
〇
%
か
ら
、
五
〇
万
円
以
下

の

一
〇

・
五
%

へ
引
上
げ
ら
れ
、
そ
の
反
面

で
、
最
高
税
率
が
八
、
○
○
○
万
円

超

の
七
五
か
ら
七
〇

%

へ
引
下
げ
ら
れ
た

(相
続
税
、
贈
与
税
に
も
連
動
)
(表
3
の
③
参
照
)
。

口
あ
わ
せ
て
市
町
村
民
税

(所
得
割
分
)
も
、
若
干

の
人
的
控
除

の
引
上
げ
が
あ

っ
た

(表
4
の
①
)
も

の
の
、
最
低
税
率
が

三
〇

万
円

以
下

の
二
%
か
ら
、

二
〇
万
円
以
下

の
二

.
五
%

へ
引
上
げ
ら
れ

(表
4
の
②
)
、
そ

の
反
面

で
、
住
民
税
所
得
割
り
の

「
賦
課
制
限
」
(頭
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表71984年 度税制改正(増 税その他)の 大綱

税項 目

法人税

酒 税

億円 主 な 内 容

増税 ・税率 引 ぎ上げ 基 本税率42%一 挙43.3%12年 の時限措置
中小企業税率30%一 一}31%14300

・増 収措置

増収 ▽延納 制度 の廃 止▽祉 会保険診療 報酬{の源 泉徴収 率5%一 う10%

1500▽ 欠損金の繰 り戻 し還 付制の2年 停 止

3200

特 級

・清 酒(1.8')1級

2級

・し ょうち ゅ う(・.81)騰

・ビー ル(633mの

・果実 酒(720m1)

・ウー 騰ill

現 行 価 格

2,550円

1,800円

1,350円

940円

1,030Fヨ

285円

780円

2,900円

L470円

630円

増 税 額

179円

79円

25円

37円

19円

25円

12円

260円

145円

31円

増税率

20°0

18°

0,,15;0

35%

2596

20%

35;0

20°0

25°r,

30°o

1

物・剛35・

1

・新 規課税(59年10月1日 実施)

1◇ 夢昇 虹 ド潟 ∠鷺 錫 診姦2ン り

i◇ パ チ ン コ 機 のf,Fy・ 裏 部 品

◇凝 霧1魏 亨潟 橘毒}

◇ ビデオデ ィス ク,録 画済み 磁気 テー プ

隠1輪瀞1講 き薬}
◇パー ソナル無 線機1

◇電磁 調理羅

◇全 自動 以外 の電 気洗濯機

・税率引 き上げ(59年5月1日 実 施)

普通 乗用 車等

小型乗用 車

軽乗用 車

普通 ・小型 ライ トバ ン

軽 ライ トバ ン

カー クー ラー(こ れ のみ10月1日 実 施)

本 則 初年度

10% 59∂

20%10%

15°o

10%

10°o

15%

UO'

o/

5%

5%

5°oQ%

15%0°0

10°010io

上 げ 幅 新 税 率

0.5%23.096

1.0%18.5,° ・a

O.5%15.596

0.5°010.5io

O・5%5.596

1.・0°018.5,Qo
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容内な主億円税項目

法人住 民税均等割 りの引 き上げ2・5倍1000億 円

自動 車税15%軽 自動 車税10%各 引 き上げ1400億 円

(1-1.5'の 自家用 乗用車 は3万 円→3.45万 円)

石油税率引き上げ

液綴 灘(LNG)液 化石油 ガス(LPG)へ}1 ・2%

3ioo地方税

670石油税

本文及び表11参 照

「公共」料金
「公的」負担
の引上げ

・住 民税所得割 りの賦課制 度80%→78%

・給 与所得 者の確定 申告義務

「年収1000万 円超」一》「年収1500万1ヨ 超」

・公示制 度 「年 間所得1000万 円超 」→ 「納 税額1000万 円超」

儲 納㈱度騨肇離 幣囎召盟鹸驚 魏

その他の

制度改定

打
ち
税
率
ー
所
得
税
と
住
民
税
所
得
割
を
合
わ
せ
た
課
税
限
度
)
が
、

現
行

の
八
〇

%

か
ら

七

八
%

へ
引

下

げ

ら

れ

た

(末
尾
、
資
料

一
参
照
)
。

こ
れ

に
よ

っ
て
、

独
占
資
本
家
と
し
て
の
高
額
所
得
者

の
税
負
担
が
大
幅

に
軽
減
さ
れ
た
。

日
七
年
ぶ
り

の

「
物
価
調
整
」
減
税
と
し
て
、
上
述

の
課
税
最
低
限

の
引

上
げ

と
な

ら

ん

で
累

進
税

率
区

分

(き
ざ
み
)
の

"
緩

和
"

が
行

わ
れ

た
が
、

そ
の
重
点
は
、
課
税
所
得
六
〇
〇
万
円
か
ら

一
、
五
〇
〇
万
円

の

「
中
堅
所

得
層

L

に
お
か
れ

た
と

さ

れ

て

い
る

(表
3
の
③
参
照
)。

た
し

か

に
、

こ

の

所
得
階
層

は
、
税
率
構
造

(区
分
)
上

の
所
得

区
分

か
ら
す

れ
ぽ

"
中
堅
μ

(中
間
)
で
あ

る
が
、
所
得

の
実
態
か
ら
す
れ
ば
、
課
税
所
得

で
六
〇
〇
万
円
と

い
う

の
は
年
収

換
算

で
は

一
、

○
○

○

万

円

に
相

当
す

る
。

し
か

し
、

年
収

一
、

○
○

○

万
円

超

の
サ
ラ

リ

ー

マ
ソ
は
、
実
数

で
約

三

七
万

五
、

○
○

○

人

で
、

全
体

の
わ

ず

か

一
・

一
%
を
占

め
る

に
す
ぎ

な

い
。

そ

の
大
部
分

は
、

「
重

役

」

「
高

級

官

僚

」

と

い
う

名

の

"
サ

ラ

リ

ー

マ
ン
躍

で
あ

る
。

サ

ラ
リ

ー

マ
ン
の
ほ
と

ん
ど

は
、

年
収

三
〇

〇

万

円
以

下
が
約

五

八
%
、

三
〇
〇

万

円
～

五
〇
〇

万

円

が
約

三
〇

%
を
占

め

て

い
る
。

こ

の
点

で
も

、
今

年
度

の

減
税

は
、
大
部
分

の

一
般
勤
労
階
級

に
は
無
縁

の

"
減
税
"

と
い
わ
な
け
れ

ば

な

ら
な

い
。

四
本
質
的

に
所
得
逆
進
的
な
性
格
を
も

つ
間
接
税
が
、
か
な
り
大
幅
に
引
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上
げ

な

い
し
拡
大

さ
れ

た
。

(表

7
、
8
、
9
参
照
)。
く

わ

え

て
、

物

品
税

等

の
従
来

の

「
個
別

消
費

税
」

は
、
「
税
負

担

の

公
平
性

と
中

立

性
」

を
維

持
す

る
う

え

で

問
題

が

あ

る

の

で
、

「
税

収

の
安
定

的
確

保
」

と

「
直

間
比
率

の
見

直

し
」

(間
接
税
比
率

の
増
大
)

の
た

め

に

「
課
税

ペ
ー

ス

の
広

い
間
接

税
」

(二

般
消
費
税
「

な
い
し
そ
の

一
種
と
し
て
の
E
C
諸
国
等
で
導
入
ず
み
の

「付
加
価
値
税
」1
表
10
参
照
)

の
早

期
導

入

を

「
検

討
」

す

る
、

と

し
て

い
る

(末
尾
の
諸
資
料
参
照
)。

大

蔵
省

提
出

の
資

料

(表
11
)
に
よ

っ
て
も
、

八
四
年
度

税
収

の
対

前
年

伸

び

率

見
込

み

の
な

か

で
、

酒
税

二
〇

.
三
%
、

石
油

税

一

五

・
一
%
、
物

品
税

一
〇

・
八
%

と
間
接

税
が

高

い
伸
び

を

示
し

て

い
る
。

ま

た
、

大
蔵
省

が
衆

院

予
算
委

員
会

で
明

ら
か

に
し

た
と

こ
ろ

表8一① 自動車関係税の改正

物 品 名1改 正 案 陣 行

普 通 乗 用 車 等 23.0% 22.5%

小 型 乗 用 車 等 18.5 17.5

軽 乗 用 車 15.5 15.0°a

普 通 ・小 型 ラ イ トバ ン 10.5% IO.Oio

軽 ラ イ ト バ ン 5.5% 5.0/

自動 車 用 の 冷 房 装i置 18.5°o 17.5%

表8一② 自動車税 ・軽 自動車税(地 方税)の 税率改正

案による税額の変更(自 家用だけ,単 位円)

〈自動車〉

小型乗用車

総排鰻{1:響

トラ ヅク(4ト ン超5ト ン以下)

バ ス(30人 超40人 以下)

1〈軽 自動 車〉

雌 劉iliil轍
i二 輪幽 動車i
轍 車鷹

25,500-→29,500

30,000-一>34,500

34,500-→39,500

22,000-一>25,goo

42,500-49,000

750→1,000

1,100-一ｺ1,200

1,450→1,600

3,650一 ラ4,000

6,500-→7,200

3,650-一ｺ4,000

表9一① 増税後の マ イカー の年 間税負担
(1600cc車 の標準車 ・単位円)
日本自動車工業会試算

1買った年 瞳 額 陣 検の年 陣 瀬

物 品 税

自動車取得税

自 動 車 税

揮 発 油 税

地方道 路税

自動車重量税t
I一
134,600

51,050

39,500

54,?20

9,840

37,800

327,51Q

7,000

310

5,000

0

0

0

12:310

39,500

54,720

9,840

37,800

141,860

5,000

0

0

0

5,000

(注)自 動車取得税の増税額は物品税増のはね返 り分
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.一 ② 酒類の増税額と小売価格

(単位=円)

_埋 行小売価格 陣 税 劇 新・税 額1新 ・小売価格

㌦ 喋
しよ禰 う膿

ビ ー ル(633m1)

ワ イ ン(720m1)

皐f朧i諮

2,550

1,800

1,350

940

1,030

285

780

2,900

1,470

630

178.81

?S.5?

25.02

36.18

18.00

24.69

11,6

260.53

144.43

30.16

1,095.55

519.88

×94.22

141.48

91.62

151≫35

43.48

1,594.55

?28≫20

189.56

2,728.81

1,878.52

1,375.02

976.1.8

i,04g.00

309.fig

79r.is

3,X64.53

1,514.43

660.16

(注)新 し4・小売価格は・流通業 者が決めることになるが ,1円 単位は考え られないので,切 上げ
られ る可能性が強 い。

表10間 接消費税の種類

1個 別 消 費 税

皿 一 般 消 費 税

li

[

「大 型 間 接 税」'

「課 税 ベ ー ス の

広 い 間 接 税」,

ー

ノ～

▽酒税▽物品税▽揮発油税など

1灘1瀦 臓帥 取引…と
▽製造者売上税(カ ナダ)

▽卸売売 ヒ税(英 国 ・旧仕入れ税)

▽小売売上税(米 国 ・地方税) レ ー み

に
よ

る

と

(八
四

∴

一
二

七
)、
表

1

の

「
仮

定
計

算
例
」

に
も

と
つ
く

一
九
九

〇
年

度

の
租

税
負

担

率

(対
国
民
所
得
比
)
は

二
四

・七

%
、
一

般

歳

出
が

毎
年
五

%
増

の
場
合

(表

1
の
ω
)
の

「
要
調

整
額
」

を
、
す

べ

て
増

税

で

賄

う

と

す

れ
ば

、

さ
ら

に
二

・
%
九

上
昇

し

て

二
七

・
六

%
以

上

に
、

さ

ら

に

こ

れ

に

社
会

保
障

負
担

へ
一
定
と
仮
定
し
て
も
)
を

加

え

た

広

義

の
負
担

率

は
、
実

に
四
〇

%
近
く

に
達
す

る
と
推
計

し

て

い
る
。
社

会
保

障
負

担

を
除

い
た
租
税

負

担

率

だ
け

み

て
も

、

た

と
え
ば

一
九

七
五
年

度
が

一
八

・
四
%
、

八
〇
年

度

が

二
二

・
八
%
、

八

三
年
度

(補

正
後

)

が

二
三

・
九

%

で
あ

る
こ

と
を

み
て
も
、

逆
進

課
税

と

し

て

の
間
接
消

費

税

に

よ
る
大

衆

課
税

の
強

化
が
き

わ

め

て
著

し

い
こ
と
が
明

ら

か

で
あ

る
。

国
あ

わ

せ
て
、

形
態

を
変

え

た
事

実

上

の
大

衆
増

税

と

い

っ
て

よ

い

「
公
共
」

料

金
、
「
公
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(単位=億FD

83年 度(補 正後)
税 収 と の 地 蛭_

表1184年 度税収見込み額と伸び率

伸び率(96)増減(△)

J・:]

2.4

3.2

15.8

10.3

20.3

△2.4

1.O

U

△1.9

15.1

]0.7

0

26.7

0

▲2.7

12.5

2.8

6.0

0

2・S

g.4

s,s90

730

4,400

35,030

$20

3,770

No

160

0

Q10

490

1,410

0

40

0

020

10

130

380

0

360

26,940

83年 度

補正後税収

105,810

29,640

135,450

94,970

7,930

18,600

Flo

16,010

150

520

3,240

13,140

10

150

3,510

750

80

4,690

6,300

so

13,030

319,020

84年 度

魏瓢酬 税一聖

一 一一

109,500

30,350

139,850

109,980

s,750

22,370

400

16,170

150

×10

3,730

14,550

10

190

3,510

730

90

4,820

6,680

SO

13,390

345,960

os,ssa

D1,720

△8,600

5,300

×50

3,200

一

670

350

aZ20

650

圃聯
法 人 税

相 続 税

酒 税

砂 糖 消 費 税

揮 発 油 税

石 油 ガ ス 税

航空機燃料税

石 油 税

物 品 税

トランプ類税

取 引 所 税

有価証券取引税

通 行 税

入 場 税

自動車重量税

関 税

と ん 税

印 紙 収 入

合 計

的

L
諸

負
担

が
大
幅

に
引

上
げ

、
あ

る

い

は
拡
大

さ

れ

た
。

代

表
的

な
例

を
列
記

す

れ
ば

、

消
費

者

米
価

平
均

三

・
八
%
、

酒
類

(表

7
参
照
)、

国

立
大

学
授

業
料

三
万

六
、
○
○

○

円
、

国
鉄
運

賃
平

均

八
%

(
ロ
ー
カ
ル
線
は

一
五

%
)、

私
鉄

運
賃
平

均

一
三

・
五

%
、
タ
ク

シ
ー
運
賃

(東
京
地
区
平
均
九

.
五
%
、

横

浜
地
区
九

・
九
%
ほ
か
)
、

N
H
K

受

信
料

(
カ
ラ
ー

一
九

・
三
%
、
白
黒
四
四

・
二
%
)、

園

民
年
金

掛
金

三
九
〇

円

(月
額
)
、
育

英

奨

学
金
返

済

の

　
部

三

万
人
)
の
有
利

r

導

入

(年
利
三
%
)、

雇
刑

(失
業
)
保

険
掛

金
引

上
げ

(額
は
未
定
、
あ

わ
せ

て
給
付
条

件
も
切
下
げ
ー
表

30
参
照
)、
健

康
保

険

の
大

幅
改

悪
、

等

々
が
そ

れ

で
あ

る
。

さ

ら

に

は
、

公
営
バ

ス
、
電

車
、

地
下
鉄

運
賃
、

上

・
下

水
道

料

金
、

公
営
高

校

・
大

学
授
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(厚生雀試算)表12健 康保険改悪による負担増

分
窓口負担金(円)

現 行 撤 正後

人

族

保

4,300

30,548

45,822

15,799

31,598

47,397

 

区

,:;54,000

;;54,000

1,792

5,376

48,872

遺ξ54,000

36,093

54,000

15,saa

51,0no

5,520

5,800

・〉:C51,404

7,soo

51,000

健 保 本 人

健 保 家 族

国 保

健 保 本 人

健保家族と国保

健 保 本 人

健保家族と国保

健 保 本 人

健保家族と国保

健 保 本 人

健保家族と国保

 

例

/1-t
{

盲腸手術i7日 間入院

胃がん全摘r30日 間入院

高 血圧で2日 間通 院

心筋 こ うそ く救急 セ ンター10日 間

入院

胃かい よ う手術r14日 間入院

ラ:・印は高額医療費の負担限度額

{

{

{

業
料
、
公
営
住
宅
家
賃
、
保
育
料
、
各
種
使
用
料

・
手
数
料
な
ど
、
地
方
自

治
体

レ
ベ
ル
の

「
公
共
」
料
金
、
「
公
的
」
諸
負
担

の
引

上
げ

も

続

々
予
定

あ

る
い
は
決
定

さ
れ
て
い
る
。

と
り
わ
け
、
健
康
保
険
制
度

の
改
悪

に
つ
い
て
は
、
①
本
人
給
付
率
を
現

行

の
十
割
か
ら
九
割

(八
六
年
か
ら
は
、
さ
ら
に
八
割
)
へ
引
下
げ
、
②
高
額
医

療
費

の
自
己
負
担
限
度
額
を
現
行

の

一
ヵ
月
五
万

一
、
○
○
○
円
か
ら
五
万

四
、
○
○
○
円

へ
引

上
げ

を
柱

と
す

る
が
、

こ
れ
が

い
か

に
巨
額

な

「
自

立

.
自
助
努
力
」
「
受
益
者
負
担
」
を
勤
労
国
民
に
強

い
る
こ
と
に
な

る
か

は
、
表

12
の
厚
生
省
試
算

(表
13
も
あ
わ
せ
参
照
)
が
例
示
す
る
と
お
り

で
あ

る
。

(な
お
、
国
会
で
の
修
正
に
よ
る
最
終
案

つ
い
て
は
追
記
参
照
)。

㈱
今
年
度

の

"
減
税
"
必
要
財
源
を

賄

う

た

め
、
「
痛

み

を
分
ち
あ
う
」

と

い
う
こ
と

で
、
普
通
法
人

の

「
基
本
税
率
」
が
わ
ず
か
に

一
・
三
%
l
I

し
か
も

二
年
間

の
時
限
措
置
と
し
て
引
上
げ
ら
れ
た
。

こ
の
程
度

の
増
税
分
を
独
占
価
格

の
引
上
げ
を

つ
う
じ
て
、
最
終
的

に
勤

労
階
級

の
負
担

に
転
嫁
す
る
こ
と
は
、
独
占
資
本
と
し
て
の
大
法
人

に
と

っ

て
は
き
わ

め
て
容
易
で
あ

る
こ
と
を
先

に
指
摘
し
た
。
だ
が
く
わ
え
て
問
題

な
の
は
、
資
本
金

一
億
円
超
、
も
し
く
は
そ
れ
以
下

で
も
年
間
法
人
所
得
が

八
〇
〇
万
円
超

で
あ
れ
ば
、
資
本
金
が
何
百
億
、
何
千
億
円

で
あ
ろ
う
と
、
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表13健 康保険法改正の内容

医療費自己負担の変化

被
用
者
保
険

1麟灘
船員保険

日雇労働者健康保険

各種共済組合

騒嚇{馨 蕩離度

対 象 者

中小企業従業員

健保組 合 のあるサ ラ リー
マ ン

船員

日雇労働者

公務員,公 社職員,私 学
教職員

藪 リ百蘇 累 ど}

現 在

本人
家 族

入院

改 正 案

0割

d

A
U

A
U

0

3

外来

本人

ゴ

隔
、

'
4家

2割

2

9
臼

9
」

Z

3

入院隊

3割 ・割1剛3割

3

0
0

り
0

3

3

1

1

2

2

3

3

健康保険に吸収

11213

2i2

33

3

qδ

(注)① 現在,被 用者保険本人にあ る初診料800円 と入院時 負担金1日50⑪ 円は全廃 。

②改正後 は被用者本人に も支払 い限度額 を適用。

③改正案は7月 施案の=予定 。

④本人負担は,1986年 か らは2U+1へ 引上 げ。

⑤ 高額医療費の自己負押限度額51,000円(月 額)か ら54,000円 に引上げ 。

1484年 度税制改正(法 人税)の 内容

普通法人の税率

中小法人の軽減税率

特別法人(公 益法人 竿,協 同組 合等,特 定医
療法人の)軽 減税率

{
{

{

分

分

分

分

分

分

保

当

保

当

保

当

留

配

留

配

留

配

改正案

43.3°0

33.3%

31%

25°0

26

22

現 行

4296

32%

3U'?0

24%

2596

21%

(注)① ただし,こ の改正は2年 の時限措置である。

②上記の 「普通法 人」 とは,資 本金1億 円超,あ るいは資 本金1億 円以下で も年度所得が800

万円超の法人であ る。それ以下が 「中小法人」。

参
照
)
。
く

わ
え

て
、
前

記
基

代
財
政
論
』
第

三
版
、

新
評
論

過

累

進

税

率

を
適

用

し
て

然
る
べ
き

な

の

に

で
あ

る

(末
尾
資
料
三
お
よ
び
拙
著

『現

に
も
、
所
得
税

と
同
様
に
超

公
平
」

を
実
現

し
よ
う
と

い

う

の
で
あ
れ
ば
、
法
人
課
税

制
"

が
今
年

度

も
温
存

さ
れ

た
こ
と

で
あ

る
。

「
課
税

の

一
の
税
率

で
す
ま
さ
れ
る
と

い
う
実
質
上

の

"
不
公
平
税

人
」
1
表

14
の
注
を
み
ょ
㌦
と
同

実

上

の
中
小

法
人

(税
制
上

は
前
記
基
準
以
下
が

「中
小
法

何
千
億
円

に
達
す
る
大
法
人

(独
占
資
本
)
で
あ
ろ
う
と
、
事

ま
た
法
人
所
得
が
何
百
億
、
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衰15法 人住民税の改正

{1)道 府 県民 税

資本等の金額が50億 円を超える法人

資本等の金額が10億 円を超え50憶 円以下である法人

資本等の金額が1億 円を超え10億 円以下である法人

資本竿の金額が千万円を超え1億 円以下である法人

資本等の金額が千万円以下の法人等

極 正案鞭 陣 行轍
75万 円130万 円

50万 円}20万 円

10万 円4万 円 ,

3万 円 ・万2千 圃

坊 円4千 剛

(2}市 町村 民税

1従業劃 改藤 繍 現行顯

資本親 灘 嘲 を超える法人{

野 の金額が10憶円轍50億 円以下である{

鍬 等の撫 臆 円を超え10億円以下である{

籔 の金翻 千万円嶽 嘲 以下であ{

醐 の金勲 千万円以下の法人等{

50人 超

50人 以下

50人 超

50人 以下

50人 超

50人 以下

50人 超

50人 以下

50人 超

50人 以下

300万 円

40万 円

175万 円

40万 円

40万 円

15万 円

15万 円

12万 円

12万 円

4万 円

120万 円

16万 円

70万 円

16万 円

16万 円

6万 円

8万 円

4万8千 円

4万8干 円

1万6千 円

(注)上 記 の税率は・いずれ も 「標準税率」であ る。「制限税率」については ,法 人の区分に応 じ,
標準税率に1.2を 乗 じて得た金額 。

㈲

「
産
業

の
活
性
化
と
景
気

回
復

に
資
す

る
た

め
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
利
用

の
効
率
化
、

テ
ク

ノ
ポ

リ
ス
建
設
促
進

の

た
め

の
投
資
促
進
減
税
制
度
」

(三
〇
%
の
特
別
償
却
、
取
得
価
格
の
七
〇
%
の
税
額
控

除
)
が
新

た
に
導

入
さ
れ
た
。

あ
わ
せ
て
、

利
子

・
配
当
所
得
課
税

の
特
例

(分
離
選
択
課
税
な
ど
)、
有
価
証
券

譲
渡
所
得

の
原

則
的
非
課
税
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
課
税

の
特
例
、

法
人
受
取

配
当

の
益
金
不
算
入
、
法
人
課
税

に
お

け

る

比
例

(
二
段
階
)
課
税
制
度
、

各
種

の
準
備

金

・
引
当
金

(利
潤
の
費
用
化
、
す
な
わ
ち
益
金
不
算

入
な
い
し
損
金
算
入
)
、
特
別
償
却
制
度

(償
却
年
数

準

を
下

回

る

中

小

法

人

(実
態

か
ら
い
え
ば
、
「中

小
」
と

い
う
よ
り

"
零
細
μ
法
人
と

い
う
べ
き
)

の
税

翠

(「軽
減
税
率
」
)
も

、

「
痛

み
を
分

ち
あ

う
」
と

い
う

理

由

で

一
%
引

上
げ

ら

れ

た

こ
と
も

指
摘

し

て

お

か

な

け

れ

ば

な

ら
な

い

(表
14
お
よ
び
15
参

照
)
。
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表16不 公平税制の是正による増収試算 (1983年 度分)

1所 得税関係

(1}利 子 ・配当所得課税の特例の廃止(総 合課税への移行)

② 配当税額控 除の廃IL

皿 法人税関係

(3)法 人課税への累進税率の導入(基 本税率を,所 得1億 円以

下37%,1～10億 円42%,10億 円超47%)

(4}配 当軽課税率の廃止((3>の 基本税率一一本にする)

㈲ 受取配当の益金不算入の廃止

㈲ 法人税関係の特別措麗の廃止

⑦ 交際費課税の強化

(8)寄 付金の損金算入限度の制限

(9)広 告費課税の新設(支 出額にたいす る10%)

㈹ 退職給与引当金の操入制限

⑪ 貸倒引当金の圧縮

㊧ 減価償却期限の延長

皿 その他

個 有価証券取引税率の引上げ

q心 富裕税の新設(資 産2億 円～5億 円1%,5～10億 円2%,

5億 円超3%)

㈲ 社会保険診療課税の特例の廃止

㈲ 会社臨時特別税の復活,そ の他

合 計

700億 円

300

3,000

2,46U

1,680

2,200

200

290

2,850

1,300

620

4,soo

1,260

6,200

1,230

4,690

3兆3,580億 円

(資料)社 会党 『政策資料』,No.197。

人
、
合

計
四
、

一
〇
〇

万

円
ま
で
、
利
患

非

課
税

を

方
債
等
同
、

財
形
貯
蓄
五
百
万
円

×
世
帯
主
本

人
1

九

八
三
年

分

で
特

別
措

置

に
よ
る
減
免

額

は
、

三
兆

四
、

○

○
○

億
円

に

の
ぼ

っ
て

い
る
。

く

わ

え

て
、

い
わ

ゆ

る
グ

リ

ー

ン
カ
ー
ド
制

度

(た
と
え
ぽ
夫
婦
子
二
人
の
標
準
世
帯
で
、
銀
行

預
金
三
百
万
円
x
4
人
、

郵
便
貯
金
同
、

国
債

・
地

が
、

今
年

度
税

制
改

正

に
お

い
て
も

ほ
ぼ

一
〇

〇

%
温
存

さ

れ
た
。

表

16

に
み

ら
れ

る
と

お
り
、

国

民
税

制

調
査

会

(代
表

・
山
本
正
男
)

に
よ
る
極

め

て
控

え

目

な
試

算

に
よ

っ
て

も

(た
と
え
ば
法
人
税

へ
の
累

進
税
率
導
入
の
軽
さ
に
も
み
ら
れ

る
と

お
り
〉
、

一

お
り
こ
み
ず
み
の
実
質
上

の
特
別
措
麗

を
含

め

た
)

の
短
縮
)、
広

告
費

・
交

際
費

の
非

課
税

な

い
し

課

税
軽
減

、
等

々
、
い
わ

ゆ

る
不

公
平
税
制

あ

る

い
は
広
義

の
租
税

特

別
措

置

(特
別
措
置
法
の
み

で
な
く
、
所
得
税
法
、
法
人
税
法
、
地
方

税
法
等
に
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表171984年 度 の税制改正 に よる増減 収見込額 (単位:億 円)

改 正 事 項1平 年 劇 初 年 度

1所 得税減税

(1)人 的控除等の引上げ D5,770 D6,620

② 給与所得控除の拡充 △1,710 △1,990

(3)税 率構造の見直 し DSO 310

小 計 D7,300 08,300

㈲ 障害者控除,白 色事業専従者控除の引上げ等 X350 △400

計 D7,650 △s,700

2そ の他の減税等

α)個 人年金保険料控除及び親子間の住宅取得資金
の贈与の特例 △110 △100

② 投資促進税制等 -.11 0520

計 △710 X620

合 計1△8,36・ △9,32・

3法 人税の税率引 、ヒげ 3,920 4,300

4酒 税の税率引上げ 3,51Q 3,200

5物 品税の税率引上げ等 56a 350

計 7,990 7,850

6そ の 他

α1法 人税の延納制度の廃止 一一
?00

(2)法 人税の欠損金の繰戻還付制度の適用停止 .ri 600

(3}社 会保険診療報酬の源泉微収税率の引上げ … 150

計 640 1,450

差 引 計123・1△2・

7石 油税の税率の引上げ等[・ ・34・1670

し
た
仮
名
に
よ
る
限
度
額
超
過

の

不
正
預
貯
金

・
債
券

は
、
国
税
庁

に

よ

る

一
九
八
二
事
務
年
度

(八

二
年
七
月
～

八
三
年
六
月
)
の
源
泉

所
得
税
調
査

(全
金
融
機
関
の
一
割

強
)
に
よ

っ
て
す

ら
、
約
五
、
六

〇
〇
億
円
、
全
体
を
推
計
す
れ
ば

実
施
延
期
、
凍
結
と
さ
れ
た
)。

こ
う

施
が
今

年
度

も

見
送

ら

れ

た

二

九
八
〇
年

の
国
会

で
い

っ
た

ん
は
全

党

一
致
で
決
定

・
成
立
し
た
が
、
自

民

・
民
社
党
に
よ
り
そ

の
実
施
が

三

年
間
-

八
五
年

十

一
一月

ま

で
ー

り
防
止
し
よ
う
と

す

る
制
度
)

の
実

民
票
提
出
を
義
務
づ
け

る

こ
と

に
よ

る
架
空
名
義

の
脱
税
預
貯
金
を
、

住

い
わ
ゆ
る

マ
ル
優

の
限
度
額

を
超

え

認
め
た

「少
額
貯
蓄

非
課
税
制
度
"
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表18税 制改正による地方税改正増減収見込額 臆 円)

ξ

改 正 事 項
1984年 度(初 年度)

櫛 県税胸 圃 計
1住 民 税

(1)個 人住民税の減税

(2)法 人均等割の税率引
上げ

(3)徴 収猶予制度の廃 止

2事 業 税

徴収猶予制度の廃止

3料 理飲食等消費税

国際科学技術博覧会の
開催に係る免税

4自 動 車 税

税 率 の 調 整

r軽 自 動 車 税

税 率 の 調 整

6そ の 他

△1,032

2UO

10

55

Z,271

nI

△2,097

soo

26

79

D3,129

1,000

36

55

}G11

79

n7

1985年 度(平 年 度)

道府姻 市町翻 計

01,375

295

X32

1,338

∠X1,778明

1,204

La,3,1i3

1,4ggl
1

32△

143:38,

i

8585

△41ム4
f

十昌=
口 497△ ・・192△6951 2261△493}△267

のもう伴

税

税

計

に

民

業

正改

住

事

㈱

人

人

再

の

法

法

国 95

99

D4

592

244

244

△948

339

343

a4

4356

051

x75

△251

3761

431

431

QG2

58]

606

△25

314

(注)ω

(2)

(3)

上掲 の数値 は今後精査の結果,異 動することがあ る。

住民税 の減税規模は,1984年 度3,642億 円,1985年 度3,072億 円であ る。

]985年 度の数値には,当 該年度か ら適用 され るものの増減収額を含む。

一
、
五
〇
〇
万
円
超

に
改
訂
i
l
を
税
務
署

ヘ

へ

が
公
表
す
る
制
度
)
が
、
従
来

の
年
収

公

ヘ

ヘ

へ

示

か
ら
納
税

額

一
千

万
円

超

の
公

示

に

「
改

正
」

(悪
)
さ

れ
た

こ
と

で
あ

る
。

か
ら
は
税
務
統
計
上
の

「高
額
所
得
者
」
は
、

間
所
得

一
千
万
円
以
上

た
だ
し
今
年
度

σ℃
今

年
度

の
税
制

「
改

正
」

の
問

題

点

と
し

て
、

最

後

に
指
摘

し

て

お
か
ね

ば

な
ら

な

い

の

は
、

「
高
額

所

得

者

公

示
制
度

」
(確
定
申
告
が
完
了
し
た
毎
年
五

月
頃
に
、
高
額
所
得
者

"
番
付
"
と

し
て
年

約

五
、

六
兆

円

に
も

の
ぼ

る

こ
と
が
明

ら

か
と

な

っ
て

い

る
。
政

府

・
与
党

あ

る

い
は
税
調

が

い
う

「
課
税
負

担

の
公

平

の
実

現
」

の

た

め

の

税

制

「
改

正
」

と

は
、

ま

っ
た
く
逆
行

す

る
措

置

(あ

る
い
は
放
置

・
温
存
)
と

い
わ
ね
ば

な
ら

な

い
。
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こ
れ

は
、

一
般

の
サ
ラ
リ

ー

マ
ン

・
労

働
者

の
平

均
年

収
が

約

三
〇
〇

万
円

、
対

す

る

に
高

額
所

得
者

(独
占
資
本
家
)
が
公
表

分

だ
け

と

っ
て
も
、

三
〇

億

円
台

を
筆

頭

に

"
億

万
長
者

"

が
居

並

ぶ
と

い
う
、

現
代
資

本

主
義

に
特

有

の
極
端

な
所

得
間

格
差

を
、

勤
労

国
民

の
目

か
ら
隠
蔽

す

る
政

治
的
意

図

に
よ

る
改

悪
と

非
難

さ

れ

て
も

仕

方
あ

る
ま

い
。

こ
れ
ま

た
、
政

府
が

い
う

「
大

臣

の
資
産

公
開
」

と

い
う

"
公
約
"
、

あ

る

い
は

一
般

に

「
惰

報

公
開
」

の
促
進

と

い
う
方
針

と
、

ま

っ
た
く
逆

行
す

る
非

民

主
主

義
的

な
措
鐙

・
改

悪

と

い

わ

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。三

資
本

の

「総
合
安

(全
)
保

(障
)
」
予
算

以

上
、

一
九

八
四
年
度

「
行
革
」
予
算

の
う
ち
、

主
に
歳
入
面
の
検
討
を
終
え
た
の
で
、

つ
い
で
歳
出
面
l
I
あ
わ

せ
て
、
財
政
投
融

資
、
地
方
財
政
計
画

に
つ
い
て
も
ご
く
簡
単

に
ー

の
検
討

に
移
ろ
う
。

e
独
占
資

本

の
経
済

的
、

政

治
的
、

軍

事
的

利
益

の
た
め

に
、
す

な
わ

ち
独
占

資

本

に
と

っ
て

の

「
総

合
安

全
保
障

」

の
た
め

に
、

財

源

を
最

大
限

か

つ
優

先

的

に

ふ
り
む
け

、

O
労
働

者

階
級

を

は
じ

め
と
す

る
勤

労
国

民

に
は
、

政
治

的
な

「
階
級

宥

和
」

の
手
段

と

し

て
、

可
能

な

か
ぎ

り
最
小

限

か

つ
消
極

的

に
、

し

た
が

っ
て
勤

労
階
級

の
民

主
主

義
的

な
意
識

と
組
織

さ

れ

た
力

が
弱

ま

れ
ば

、

い

つ
で
も

い

く

ら

で
も

「
節

減
」

さ
れ

る
、

と

い
う

の
が

国
家

独

占
資
本

主

義
下

の
財

政
支

出

の

一
般

原

則

で
あ

る
。

「行

革
」

予

算

は
、

そ

の
現

代

日
本
版

で
あ

る
。

一
九

八
四
年
度

の
歳

出

総
額

は
、

概
算

で
約

五

〇

兆
六
、

○
○

○
億

円

、

八

三
年
度

に
比

べ

て
○

・
五

%

の
微
増

、

国
債
費

と
地
方
交

付

税

交
付

金

を
控

除

し
た

「
一
般

歳

出
」

(前
二
者
が
あ
ら
か
じ
め
確
定
し
て
る
の
い
に
対
し
、
伸
縮
性
が
あ
る
た
め

"政
策
"
経
費
と
も
呼
ば
れ
る
)

で
は
○

.

一
%

マ
イ
ナ

ス
と
な

っ
て

い
る

(表

19
参
照
)。

こ

れ
は
、

一
九

五

五

年

の
超

緊

縮

"
一
兆
円
予

算
"

以

降

、

二
九

年

ぶ
り

の

"
緊
縮

"
予

算

と
な

っ
て

い
る
。
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(単位:百 万円)表191984年 度一般会計歳入歳出予算

184年臨鞭 博 騨 携劉 断 麟
【歳 入】

租 税 及 び 印 紙 収 入 34,596,000 32,315,000 7.1

そ の 他 収 入 3,351,214 4,717,898 △29.0

公 債 金 12,680,000 13,345,000 05.0

特 例(赤 字)国 債 6,455,000 一 一

建 設(第 四 条)国 債 6,225,000 … 一

前 年 度 剰 余 金 受 入
『 1,705 一

合 計 54,627,214 50,379,603 0.5

【歳 出】

国 債 費 9,155,073 8,1.92,460 X1.7

地 方 交 付 税 交 付 金 8,886,400 7,315,144 21.5

一 般 歳 出 32.5$5,741 32,619,506 △0.1

計 50,s27,X14 48,127,110 5.2

1981年 度決算不足補てん繰戻 一 2,252,493 一

合 計 50,627,21.4 50,379,603 0.5

8483

U.5

00.1

1.9

1.7

1.4

DO.0

2.0

0.9

表20一 般会計等 の推移(対 前年度伸び率,%)

「而〉〈 讐 」78
79 80 81 82

6.2

1.8

4.1

5.6

9.9

4.3

7.2

7.0

10.3

5.1

8.0

7.3

12.6

13.9

13.1

13.0

20.3

18.7

18.7

x.9.1

一 般 会 計

うち一 般 歳 出

財政投融資計画

地 方財政 計画

(注)① 当初 予算,当 初計画の比較 。 ② △は マ でナスを示す。

だ

が
、

こ
う
し

た

マ
イ

ナ

ス

・
シ
ー

リ

ン
グ
下

の
超

"
緊
縮

"
予

算

の
な

か

に
あ

っ
て
、

防
衛

関
係
費

は
今
年

度
も

「
聖

域
」

扱

い
さ

れ
、
在

日
米

軍
提
供

施

設
整

備
費

の
対
前

年

比

二

五
%
増

は

じ
め
総

額

で

二
兆
九

、

三
〇
〇

憶

円
、

対
前

年

比

六

・
六

%
増

と
、

四
年
連

続

し

て
大

幅

に
突
出

し
た
。

一
般
歳

出

対

前
年

比

マ
イ

ナ

ス
の
予

算

を
考

え
れ
ば

、

ま
さ

に
大

幅

"
突

出
μ

と

い
う

ほ
か
な

い
。

く

わ

え

て
、

い
わ
ゆ

る

「
後

年
度

負

担
」

(軍
事
器
機

の
付
買

い
)

が

二
兆

一
、

五
〇

〇
億
円

、

八

・
八

%
増

と
、

表
面

に

で
な

い
形

の
軍
事
費

の
増

加

が

と
り
わ

け
著

し

い

の
が
近

年

の
特
微

で

あ

る

(表
22

・
23
お

よ
び

図

-
参
照
)。

ま

た
、
防

衛
関

係
費

の
対

G

N
P
比

も
○

・
九
九

%

(八
三
年
度
当
初
は
○

・
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表21一 般会計主 要経費 の推移

(単位:%〉

't一 度

社会保障関係費

文教 ・科学振興費

国 債 費

恩 給 関 係 費

地方財政関係費

防 衛 関 係 費

公共事業関係費

経 済 協 力 費

中小企業対策費

エネルギー対策費

食 糧 管 理 費

その他事項経費

予 備 費

計

年 度

社会保障関係費

文 ・教科学振興費

国 債 費

恩 給 関 係 費

地 方財政関係費

防 衛 関 係 費

公共事業関係費

経 済 協 力 費

中小企業対策費

エネルギー対策費

食 糧 管 理 費

その他事項経費

予 備 費

計

(注)① 当初予算。

対 前 年 度 伸 び 率

78レ918・i8・182183184

19.1

14.7

37.2

14.4

18.6

12.4

27.3

22.0

19.0

29.1

1.7

1L6

74.5

i2.5

11.6

26.6

12.8

2.5

10.2

zo.0

23.6

12.7

17.8

6.3

S.3

xoO

7.7

5.2

30.2

9.3

23.3

6.5

1.8

17.6

5.4

31.9

s.7

3.1

X36.4

7.s

4.8

25.3

9.9

18.7

7.6

U.O

l1.2

2.6

17.3

4.1

3.3

0.0

20.312.F10.319.9
構 成

78 97

8

1

6

9

5

4

9

8

6

8

3

7

4

9

1

0

3

5

5

6

0

0

0

2

0

1

噌
1

{
1

1
よ

ー
」

-
晶

{
L

18・i8・

2.8

2.6

1?.7

4.9

i・

7.8

0.0

10.8

0.o

I3.2

no.5

0.612.O

aO.911.4

4.6111..?

△0、1△0.2

x,20.4118.2

6.5t6.6

0.0△2.0

7.07.9

△2.9△5.5

6.10.9

△7.R△11.0

19.S

1.1.2

9.4

3.9

17.0

5.5

15.9

0.8

r.

o.s

2.5

11.1

1.5

19.3

10.6

12.5

;3.9

17.3

5.2

15.6

0.9

06

1.1

2.2

10.0

0。8

10011001100

18.9

xo
14:1

11:1
5.1

14.2

1:1
1.1

2.1

9.4

Q.7

璽」

2.21△2.5 X1.3

0.0'0.0 0.0

6.21,410.5
比

r園一_一 噌r-一{r一

82 83i84
一

]8.3 18.1 18.4

s・ 9.6 9.6

15.S 16.3 X8.1

3.8 3.8 3.7

19.4 X5.2 17.9

5.2 5.5 5.8

13.4 13.2 12.9

0.9 1.0 1.1

0.5 Q.5 0.5

1.1 1.2 1.2

2.0 1.8 1.6

9.1 8.7 8.6

o.7 o.z o.7

…1… い ・・

②78.79年 度の 「公共事業等 予備費」 は 「予備費」に含めた。
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表221984年 度一般会計 歳 出予算(主 要経費別内訳)
(単位:百 万円)

184年購 倒 前年度預 訓ll薯 轟1

費

費

費

費

費

策

護

祉

険

策

劉

対

蘇

保

福

保

生

対

計

繍

活

会

会

㈱

業

(

生

社

社

保

失

　

ス

　

　

　

　

簸

顯
設
攣

蕪

捌
術
施
興
事
計

鼎
轡

教
攣

(

義

国

科

文

教

育

1,X39,445

1,999,189

5,347,861

467,031

3F7,516

9,321,042

2,302,585

1,071,688

410,S10

427,319

567,903

86,220

4,866,525

1,Q85,810

1,98,41$

5,337,914

426,386

371.,226

9,139,754

2,229,731

1,017,299

398,159

477,049

607,640

90,356

4,820,234

4.9

4.2

o.

9.5}

ol.o
i2
.Oj
E

3.3

5.3'

3.2

△10・4i

△r.<7

△4.61

1.Oi

国 債 費 9,155,073 8,192,X641 11.7

(恩給関係費)

文 官 等 恩 給 費

旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

恩 給 支 給 事 務 費

遺族及び留守家族等援護費

計

(地方財政関係費)

地 方 交 付 税 交 付 金

臨 時 地 方 特 例 交 付 金

借 入 金等 利子 財源 繰 入

計

128,237

1,601,125

10,483

145,993

1,885,838

s,sss,goo

152,900

132,733

i,so3,sox

10,593

143,135

1,890,062

9,069,300

7,315,144

2,000

355,777

7,s72,921

D3.4,i
　

00.21

p1.0

2.0

△0.2

2,754,234

1

21.5

_1

△48.6

18.2

防 衛 関 係 劃 2,934,645 6.6

(公共事業関係費)

治 山 治 水 対 策 事 業 費

道 路 整 備 事 業 費

港湾漁港空港整備事業費SG

宅 対 策 費

L,09s,452

1,872,979

519,778

766,381

1,107,419

1,893,304

524,11?

769,649

△0.8

D1.1

1ｺ1`

・r
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184年 臨 顯 前年度予算額 前 年 度 比
(%,△ 減)

費

費

費

等

費

響
蝶
鞭

施

整

等

費

け

,

艘
蒔

藩

計

境

基

業

整

夏

環

[

計

f

縄
議

小
害

下

農

林

調

災

980,29?

891,94?

].73,173

10,943

5,313,950

206,089

s,5zo,039

988,249

goo,ass

177,149

11,36?

6,371,288

284,160

6,fi55,448

経 済 協 力 劃

中 小 企 業 対 策 費{

エ ネ ル ギ ー 対 策 費

食 糧 管 理 費1

そ の 他 の 事 項 経 費

ItiJ備 費

合 計

1951年 度決 算不足補 てん繰戻

543・87gl

22'9,238

603,1'T1

813,204

4,X35,260

3.50,000

50,627,214

504,264

242,707

597,708

913,444

4,393,874

350,000

48,12?,11Q

2,252,493

・1

00.9

a2.2

Q3.7

1.1

×27.5

a2.0

7.9

05.5

0.9

△11.O

D1.3

0.0

5.2

総 合 計 50,627,214 」Q,379r663 0.5

表23「 行革」予算下の防衛関係費の激増

(単位:億 円,男)

1980年 度

1981年 度

1 1982年 度

!・983鞭

11984年 度

防 衛 関 係 費

金 額 酬 伸 び率

22,302

24,000

25,861

27,542

29,346

s.s

7.t」y

7.?5

6.50

6.5a

後 年 度 負 担

金IB)伸 び 率

12,?15

13,490

17,500

19,751

21,481

38.3

6。1

29.?

12.9

..

｠
r

57.0

5fi.2

6'7.7

71.7

73.2

開臨慌溺鰍翻臓粕資
さ
れ
た
の
が
始
ま
り
)
突
破

も
寸
前

で
あ

る
。
今
年

度

の
人
事

院
勧

告

に
よ
る

ベ

ア
が
仮

に
三

・
〇

七
%
以

上

だ
と
、

今
年

度
中

に

一

%
枠

を
突

破
す

る
こ
と

に

な

る
が
、

N

A
T

O
方
式

に
な

ら

っ
て
、

軍
人

恩
給

費

(
八
四
年
度
で

一
兆
六
、

○
○
○
億
円
、

恩
給
費
総
額

の
八
四

・
五
%
を
占

め
る
)

〈
三
木
内
閣
〉
で
確
認
、
決
定

九
八
%
)
と

増

大

し
、

こ

れ

ま

で
防

衛
…費

増

大

の

"
ハ
ド

メ
"

と

公
約

さ

れ

て
き

た
対

G
N

P
比

一
%

の
枠

(
一
九
七
六
年
十

一
月

五
日

の
国
防
会

議

と
閣

議
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図1「 行革」予算下の主要経費の伸び率の推移

ラ%

0

1
～

0
0

/

＼

/

25

20

15

10

r
D

ハ
U

価

一3 .Or7980818283

1978flりじ乏

表24×56中 業」 におけ る正 面装備 と価額

84

56 中 業 158・59鞭 の実績 障 捗 率
単

3億 円強

762億 円

331億 円

126億 円

約20億 円

125億 円

75億 円

 

蜴
錫
賜
錫
編
銑
賜
賜
賜
筋

約1兆4000億 円

120両

24門

58門

5隻

2隻

15機

12機

30機

2機

正面装備 調達額

74式 戦 車

203ミ リ自走 りゅ う弾砲

新155ミ リりゅ う弾砲

護衛艦

潜 水艦

P3C対 潜1省戒機

5兆3000億 円

373両

HSS2B対 潜ヘ リコプ ター

F15戦 闘機

C130H輸 送機

72門

176門

14隻

6隻

50機

43機

75機

8機i

を

加
算
す

れ
ば

、
す

で

に
と

っ
く

に

一
%
枠

は
突

破

し
、

「
公
約
」

は
と

っ
く

に
反

故

に
な

っ
て

い
る
と

い
わ
ね
ぽ

な
ら

な

い
。

国

鉄

の
赤
字

問
題

が

し
き

り

に
喧

伝

さ
れ

る
昨

今

で
あ

る
が
、

そ

の
中

で
例
え
ば

廃

線

の
対

象

と
さ

れ

て

い
る

ロ

ー

カ

ル
線

関
係

分

は
近

年

で

画弼

約

三
、
○

○
○

億
円

で
あ

る
。

拡備

だ

が
、

こ

の
赤

字

も
例

え
ば

明膵

「
五
六
中
業
」

に

よ
る

正
面

弼

装

備
調
達

(表

24
参
照
)
の
中

鯉尉

心
を
な
す
F
15
戦
闘
機
三
〇

と荊

機

を

「
節

減
」
す

る
だ

け

で
、

餅

償

っ
て
余
り
あ

る
・

あ

ま
り

※

に
も
巨
額
な
社
会
的
浪
費
と
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表25日 本の資本輸出の激増(直 接投資のみ)
(億 ドル ・%)

期1期 間1期 間の合計i年 平均

 

時

o.zs

L7

7。5

29.6

61.9

2.8

11.7

・ ・

177.8

309.3

1951～60年 度 の10年 間

1961～67年 度 の7年 間

1968～71年 度 の4年 間

1972～77年 度 の6年 間

1978～82年 度 の5年 間

60年 安保改訂 まで

日 「韓」会談頃 まで

「IMF崩 壊1時 まで

「第一 次石 油シ ョック」後

「第二 次石 油シ ョック」後

資料:「 財政金融統 計月報」付表 より算出。

い
う

べ
き

で
あ

ろ

う
。

そ

の
他

の
独
占

資
本

に
と

っ
て

の

「
総
合

安
全

保
障
」

費

に

つ
い
て
も
、
同

様

の
特
徴

と
傾

向

を

指
摘

す

る

こ
と

が

で
き

る
。

一
般
歳
出

マ
イ
ナ

ス
○

・

一
%

と

い
う
緊
縮

予
算

の
な

か

に
あ

っ
て
、

た
と

え
ば

、
体

制
的

「
合

理
化
」

推
進

の
た

め

の

「
科

学
技

術
振

興
」

費

三

・
二

%
増

、

原

子
力
開

発
、

石
油
備

蓄
増

強

を
中

心
と
す

る

「
エ
ネ

ル
ギ

ー
対
策
」

費

○

・
九

%

増
、

新

植

民
地

主
義

的

な

海

外
経
済

進
出

(表

25
参

照
)
を
バ

ッ
ク

ア

ッ
プ

す

る

た
め

の

「
経
済

協

力
」
費

ヒ

・
九

%
増

、
等

々
が

そ

れ

で
あ

る
。

ま

た
、

体

制
的

「
合

理
化
」

推

進

の
た
め

の

「
産

業

基
盤

」
(「社
会
的
間
接
資
本
」)
整

備

と
、

不
況

比

び

度

と

い
う

一
石

二
鳥

を

か
ね

た

「
公
共
事

申

年

政別蠣

の

の
追

加
補

正
が
近

年

の
慣

例

と
な

っ
て

2

.

,

版

い
る
か

ら
、

「
行
革

」
予

算

下

の

緊
縮

図

予
算

の
な
か

で
も

実
質

は
伸
び
続

け

て

30

20

10

0

10

20

30

い
る
と

み

て
よ

い
。

妬

一

[

…
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表2684年 度 財政投融資機 関別分類

(単位:億 円)

住 宅 金 融 公 庫

年 金福 祉 事 業 団

住宅 ・都市整備公団

道 路 四 公 団

うち日本道路公団

本四連絡橋公団

日 本 国 有 鉄 道

日本鉄道建設公國

中小企業金融三機関

日 本 開 発 銀 行

日本 輸 出 入 銀行

海外経済協力基金

農林漁業金融公庫

そ の 他

計

地 方 公 共 団 体

公営企業金融公庫

計

合Gi

35,618

7,782

7,512

17,410

13,084

1,680

14,560

1,678

37,230

8,180

9,130

3,798

5,150

15,811

163,$59

35,000

12,207

47,207

211,066

戸 教

被保険者住宅資金貸付規模

戸 数

{新規宅 地開発施行面積
建 設 費

建 設 費

建 設 費

工 事 経 費

う ち 東 北 新 幹 線

建 設 費

普通貸付規模国民公庫

(除く経営改善資金)

中 小 公 庫

商 工 中 金

貸 付 規 模

貸 付 規 模

出 融 資 規 模

貸 付 規 模

地 方 債 計 画

貸 付 規 模

500千 戸

io,5ss

27千 戸

750ha

13,239

8,750

2,569

5,6s4

1,350

1,905

23,350

22,400

6,000

11,524

13,410

6,480

7,050

72,goo

11,920

実

際
、

内

容
的

に
み

る
と
、

高

速
道
路

八

・
二
%
増
、

本

四
架
橋

二
九

・
六

%
増
、

関

西
新

空
港

四
〇
億

円

か
ら

四

五
億
円

へ

一
二

・
五

%
増
、

整

備
新

幹
線

=

一〇
億

円

か

ら

一
二

七
億

二
、

○
○

○

万
円

へ
六

%
増

な
ど
、

大

規
模
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
関
連

予

算

が
手

厚
く

優
遇

さ

れ
て

い
る
。

こ

の

こ
と

は
、

"
第

二

の
予

算
"
と

し
ば

し
ば

呼

ば

れ

る

(
一
般
会
計
の
約
三
分

の
二
の
規
模
)

財

政
投

融
資

の
伸

び
具

合

と
も

は

っ
き

り

示
さ

れ

て

い
る
と

い

っ
て
よ

い
(図
2
、
表

26

・
27
参
照
)。

財
政

投
融
資

の
原

資

(財

源
)
の
ほ
と

ん
ど

が
、

郵
便

貯

金
、
厚
生

・

国
民
年

金

等

の
掛
金
、

簡
保

資

金

な
ど
、

国
家

の
も

と

に
い
わ
ば

プ

ー

ル
さ

れ

た
事

実

上

の
勤

労

国
民

の
貯
蓄

の
集

積

で
あ

る

こ
と

は
よ
く
知

ら

れ

て

い

る

が

(八
四
年

度
見
込
み
で
総
原
資

の
約
九
〇
%
ー
表
28
)
、
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表2?84年 度財政投融 資使途 別分類

(単位w億 円)

ヌ 分

宅

備

祉

教

業

業

旧

路

信

発

業

力

撃

企
漁
計
嫌

通
開
計
翻

計
計

醐
生

小
林
拠

輸
域
小
幹
服
小
合

住

生

厚

文

中

農

国

道

運

地

基

貿

産投特
別会計

7

一

一

7

一

「

35

35

6

一

6

48

資金運用
部 資 金

4?,600

17,397

6,173

2,ss7

34,684

9,919

11$,44{)

3,00

1,687

9,460

2,207

1
16,359

5,585

12x668f
a
18,253

1153,052

簡保資
金

2,329

2,405

1・

4,872

4,329

429

14,570

445

S,4a5

1,755

441

11,046

zoo

250

25,866

証
入
保
借
府

・

政
債
金

Z,9ss

10,266

232

s70

i4,134

341

?,025

7,661

2,317

17,344

362

260

622

32,IOC)

合 計

52,895

30,475

6,379

7,771

39,G83

10,348

×47,151

3,791

17,X17

18,87"6

5,000

44,784

6,203

12,928

1.9ｺ131

211,066

構成比

25.1

14.2

3.0

3.7

・s
f・

4.9

s9.7

1.8

8.1

8.9

2.4

21.2

2.9

6.1

9.1

goo.o

そ
れ
が
こ
う
し
た
使
わ
れ
か
た
を
し
て
い
る
点

に
も
、
「
行
革
」

予
算

の
資
本
主
義
的
階
級
性

(本
質
)
が
よ
く
示
さ
れ

て

い
る

と

い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

前
記

6
に
属
す
る
経
費

と
し
て
、
最
後

に
指
摘
し
て
お
か
な

け
れ
ば
な
ら
な

い
の
が
、
国
債

の
元
利
支
払

い
分
を
示
す
国
債

費

で
あ

る
。

今
年
度
歳
出
総
額
に
占

め
る
割
合
が

=

・
七
%
、

表2884年 度財政投融資原資見込み

(単位:億 円)

区 分

産 業 投 資 特 別 会 計

資 金 運 用 部 資 金

郵 便 貯 金

厚 生 年 金 ・国 民 年 金

回 収 金 等

簡 保 資 金

政府保証債 ・政府保証借入金

{農府㌦ 経借訓藩
合 計

(注)上 記原資見込み額 を財政投融資計画に211,Ire;円 ,国

債の引き受けに36,000億 円(資 金運用部資金)配 分す るこ

ととす る。

84年劇 徽 比

84 0.0

1$9,052 7s.3

69,000 27.7

38,500 15.6

81,552 33.0

25,SSA 10.5

32,100 13.0

29,500

2,900 {
11..9

1.1

247,066 100.0
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九

兆

二

尭

○

億

円

に

も

達

し

て

い

る

(な
お
、

つ
い
で
に
こ
こ
で

;

蒲

足
し
て
お
け
ば
、
近
年
の
累
増
芒

い
赤
字
国
債
は
、
「行
芒

予

算
下
で
急
膨
張
し
て
い
る
軍
事
費
を
賄
う
た
め
の
事
実
k
の
軍
事
国
債
と
い
っ
て
よ
い
)。
総
歳
出

の
約
五
分

の

一
を
占

め
る
ま
で

に
急
膨
張

し
た

国
債
費

11
元
利
支
払
分
は
、
「
行
革
」
緊
縮
予
算
下

の
事
実
上
三
年
連
続

の
人
事
院
勧
告
凍
結

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ

の
保
有

(投
資
利
殖
)

者

た
る
大
法
人

・
金
融
機
関

∴
尚
額
所
得
者

(独
占
資
本
)

に
満
額
支
払
わ
れ
、

独
占
資
本

の
利
益

の
た
め
の
赤
字
国
債
濫

発

に

よ
る
財

政
危
機

の
し
わ
よ
せ
に
よ
る
勤
労
国
民

の
生
活

苦
を

よ
そ

に
、

ひ
と
り
多
大
の
利
益
を
得

て
い
る
と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。

ヘ

ヘ

へ

西

ド

イ

ツ
で
は
、

一
九

八

三
年

度

か
ら
財

政

「
再
建

」

の

一
環

と

し
て
、

無

利
子

の
国

債

を
大
法

人

と
山n回
額

所
得

者

に
た

い
し
て
、

そ

の
租

税
負

担
額

の
五
%
相

当
分

強
制

的

に
割
当

て

る
制
度

を
発
足

さ

せ
た
。

だ
が
、

同

じ
資

本

主
義
国

で
も
、

わ
が
国

で
は
、
先

述

し
た

マ
ル
優

限
度

額

を
超
過

す

る
不
正

の
仮

名
預

貯

金

(「
ア
ソ
ダ
ー
グ
ラ
ゥ
ン
ド

・
マ
ネ
ー
」
"
地
下
資
金
)
を

「
一
掃
」

す

る
と

い
う
理

由

の
も

ヘ

へ

と

に
・

大
蔵

省

が
、

一
九

八

五
年
度

発
行

を

め
ど

に
、

「
無
税

国
債

」
発

行

の
検

討

に
入

っ
た
と

い
う

(「毎
日
」、
八
四

.
二

.
二
七
)。

溝

想

で
は
、

利

子

(年
利
三
%
)
免
除

の
う
え
、

無

記
名

で
、

し

か
も
取

得

は
無
制

限

に
す

る

と

い
う
。

一
般

に

「
低
成
長
」

下

の
資

本

主

義

の
な

か

で
、

相
対
的

に
高

い

「
安
定

」
成

長

率
を

示

し
て

い
る

日
本

資
本

主
義

の
秘
密

も
、

こ
う

し
た
手
厚

い
国

家
独
占

資
本

主
義

的

財

政
政
策

に
負

う

て

い
る

と

い
わ

ね
ば

な
ら

な

い
。

つ
い
で
前

記

口
の
第

一
は
、

給

与
改

善
費

(
ベ
ア
予
定
分
)
が
前

年

と
同

額

の

一
%
増

分

し
か
計

上
さ

れ

て

い
な

い
こ

と

に
示

さ

れ

て

い
る

よ
う

に
、

「
行
革

」

初
年

度
以

降
、

事
実

上

三

年

連

続

の
人

事
院
勧

告
凍

結

(
八
二
年
○
%
、
八
三
年
二

.
Ω

ご
%
)

の
方
針
が

う

ち

出

さ

れ

て

い
る

こ
と

で
あ

る
。

こ
れ

は
、

昨

八

三
年
度
春

闘

に
お
け

る
民

間
賃
金

ベ

ア
四

.
四

%

(大
手
)

と

い
う
春
闘

史

上
最

低

の
賃

上
げ

率

へ
、

ひ

い
て
は
各
種

公
的

年
金
支

給

額

の
引

上
げ
凍

結

な

い
し
小
幅

ス
ラ
イ
ド
、

生
産

者
米
価

引

上
げ

幅

の
抑
制

な

ど
、

全

勤

労

階
級

の
所
得

・
生
活

の
動
向

と

水
準

へ
そ

の
ま

ま
連

動
す

る
。

た
と
え
ぽ
、

一
九

八
二
年

度

の
人
勧

完
全

凍

結

(
ベ
ア
○
%
)

に

よ
る
影

響

は
、

民

間
賃

金

へ
の
影
響

分

を

除

い

て
も
、

金
額

で
三
兆



第二臨調 ・ 「行政改 革」 と国家財政仁り37

二
、

八

二
八
億
円
、

対

象

人
員

で
国
家

・
地

方

公
務
員
、

政

府

企
業

職

員
、

各
種

公
的
年

金
受

給

者
、

児
童
扶

養

手
当
受

給
者
、

生
活

保

護

受
給

者
、
失

対

従
事
者
、

農

民
、

私

立
学
校

・
病
院
職

員
、
福

祉

施

設
職
員
、

農

協
職

員

な
ど
、

あ

わ

せ
て
約

五
、

三
〇

〇
万

人

に
も

及

ん

で

い
る

(神
奈
川
県
地
方
自
治
研
究

セ
ン
タ
ー
試
算
、
「自
治
針
月
報
し
八
三
年

一
月
号
)。

と

い
う

こ
と

は
、

人
勧

凍
結

に

よ

る
勤

労
階

級

の
賃

金

.
所
得

の
カ

ッ
ト
分

を
、

違
憲

の
軍
事
費

へ近
年
約
三
兆
円
)

に
充
当

し

た
と

い
い
か
え

る

こ
と
も

で
ぎ

る
。

さ
ら

に
く

わ

え

て
、

資

本
主

義
国

の
中

で
国

際
的

に
み
て
も
相

対

的

に
少

な

い
国

家
公

務
員

(図
3
参
照
)
定
員

(地
方
も
同
じ
)
が
、

過

去
最

大

規
模

の
三
、

九

五

三
人
純

減

(非
現
業

一
、

一
三
八
人
、
現
業
二
、
八

一
五
人
)

の
方

針

を
う

ち
だ

し

て

い
る

こ
と
も
指
摘

し

て
お

か

ね
ば

な

ら
な

い
。

こ
う

し
た

「
行

革
」

予
算

下

の

「
減

量

・
合

理
化
」

は
、

自
衛

隊
、

警
官

な

ど

を
除

い
て
、

図

4

に
み

ら
れ

る
と

お

図3人 口千人当 り公務員数比較
)

ノ、

11a

100

5a

日本 イギリス フランス アメリカ 西 ドイツ

資料出所:行 政管理庁 「行管白書」(1983.1)

(注)① 行政職員には,國 家公務員,地 方公務員,政 府

企業職員を含む。

0

図4国 家公務員定員(自 衛隊などを除 く)の各

年度増減数(ネ ット)

嫡

細

猟

…

年
度
、

＼

象
、

0

入

現業の合

ユ000

2000

3000

4000
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り
、

一
貫

し
て
続

い
て

い
る
。

賃

金

抑
圧

下

の
労
働

強
化

の
激

し

い
進
行

を

物

語

っ
て

い
る
と

い

っ
て

よ

い
。

第

二
は
、

先

に

の
ぺ

た
独
占

資
本

に
と

っ
て

の

「
総

合
安

全

保
障
費

」

と

は
、

ま

っ
た
く

対

照
的

に
、

勤

労
国
民

に
と

っ
て

の

"
安

全
保
障

μ
費

が
今

年

度
も

大
幅

に
カ

ッ
ト
な

い
し
改

悪

さ

れ

て

い
る

こ
と

で
あ

る
。

た
と

え
ば

、

先
述

の
健

康
保

険

法

の
大

幅

改

正

(悪
)

へ表
12

.
13
参
照
)、

長

期
不
況

と

「
減
量

・
合

理
化
」

に
も

と
つ

く
大

量

失
業

(表

30
参
照
)
下

の
雇

用

(失
業
L

表29国 家公務員の定員削減実施状況

計 画 期 間

第

第

第

第

第

第

　

へ　
ノ

　

　

　

度

度

度

渡

度

年

年

年

年

年

)

46

49

駐

54

56

度

～

～

～

～

～

年

3

7

0

2

5

7

4

4

5

5

5

5

(

■「
＼

ノー
＼

(

(

(

次

次

次

次

次

次

1

2

3

4

5

6

第6次 計 画 ベー ス(57～61年 度)

合 計

削 減 実 績

43,711ノ 、

1....

21,527

20,081

14,890

8,438

(44,886j

151,735

(196,621)

(注){D第1～6次 分は,昭 和42年 制定 の 「総定員法(ロ ←

画削減)」に もとつ く実績であ り,第6次 計画 一ミー

スは,第 二臨調答 申に よる 「5力 年5°ro削 減」に

もとつ く計画。 その内訳は非現業27,lfig人,五 現

業17,707人 。

② 第6次(57年}鋤 には,沖 縄県におかれ る国の

行政機関で実施 された削減 数65人 を含む。

(資料)前 出 『行管白書』(第2回 目,,83.1),89頁 。

表30「 減 量 ・合理化1に よる失業 の増大

197:3

?4

?5

76

77

78

?9

80

81

82

実 質 失 業 者

完 全
失業者
対前
年比

67

73

100

10s

l10

124

117

114

126

136

D8.3

9.0

40.0

8.0

1.9

12,7

△5.7

02.6

10.5

7.9

」
目
写
レ
]

」目
上

対

年
失
者
半
業

7

8

3

2

2

6

9

1

6

1

3

3

4

4

4

4

4

5

5

6

12.1

2・rl

13.2

x,2.4

G

9.5

6.5

4.1

・ ・

.・

十ま.口

105

pl2

×43

150

×52

170

166

165

182

197

対前
年比

△0.9

6.7

27.7

4。9

1.3

11.8

L¥2.4

QO.6

10.3

8.2

潜 在 失 業 者

転 職
希望者

ム
リ

レ
し

エ
臼
け
L
山

L
」
」

　二

夷
脅

218

219

40v

225

246

260

275

291

297

320

U.5

Q5.0

9
μ

3

7

8

8

噌⊥

7

8

9

5

5

5

2

7

盤 毘
X84

198

194

175

188

199

196

193

ZU4

213

卜
轟
亭
」
"

7.6

△2.0

△9.8

7,4

5.9

△1.5

△1。5

5.7

4.4

402

417

402

400

434

459

×71

484

50'1

533

対前
年比

3.7

△3,6

△0.5

8,5

5.8

"6u
・

`'8
R.,.

3.5

6.4

資料出所1総 理府統甜局 「労働 力調査」

(注)半 失業者:全 産業における週15時 間未満就労 ・労働 爵。実質的に失業状態 と見 るべ きである。
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表31雇 用(失 業)保 険制度の改悪

(1}失 業給付 日数(約20%の 給付水準引 き下げ)

年 齢

30歳 未満

45歳 未満

55歳 未満

65歳 未満

,,;:未満
※{
65歳 未満

被 保 険 者 で あ っ た 期 間

1年 以 上
5年 未 満

5年 以 上
10年 未 満 10年 以上

90日(90日)

90日(180日)

180日(240日)

210日(300日)

240日(240日>

300日(300日)

90日(90臼1)

180日(180日)

210日(240日)

240日(300日)

180日(90日)

210日(180日)

240日(240日)

3001ヨ(300日)

(注)1

2

3

()内 は現行。

被保険者であった1期 間が1年 末満の場合は現行 どお り90日 。

※は身体障害春な ど。

(2)65歳 以上高齢者一時金(保 険対象から外す)

被保険者であ
った期間 1年 未満 1年 以上

5年 未満
5年 以上
iO年未満 10年 以上

給付金の額 50日 分 100日 分 120日 分 150日 分

(3)再 就職手当(再 就職時に支給残 日数が半分以上の場合支給)

給 付 日 数 支 給 残 日 数 再 就 職 手 当

90日

180日

210日

240日

300日

120

9p

140

105

150

120

Zoo

]50

45日 以 上

//

Il

/1

//

!t

J/

II

//

SO

5Q

85

50

90

50

120

70

30日 分

II

/!

//

〃

II

1/

//

//

こ
の
う

ち
、

雇
用

児
童
扶
養
手
当

の
大

幅
削
減
、
厚
生

・
国

民

・
老
齢
福
祉

・
障

害
福
祉
な
ど
公
的
年

金

の
凍
結
な

い
し
小

幅

ス
ラ
イ
ド
、

さ
ら

に
は
八

五
年
度
以
降

に
お
け
る

「
年
金

一

元
化
」
と
い
う
名

の
、

支

給
額

の
低
位
平
準

化

(引
下
げ
)
と
掛
金

の
引

上

げ

(表
32
参

照
)
等

々
が
、

そ

の

代
表
的
な
事
例

で
あ

る
。

保

険
法

の
大
幅

改

正

(悪
)

(表

31
参
照
)、
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表32公 的年金制度の改悪

1現 在 の 制 度1改 定齢 緯4月 ・日実方宙

制度の体系 被用者年金(厚 生,共 済,船 保な ど) 基礎年金(国 民年金を基礎に被

国民年金それぞれ独立した制度 用者年金の定額部分にあたるも

のを吸収)報 酬比例金を上のせ

(2階 建)

保 険 料 厚生年金 ・賃金の10.6%(男 子)(共

済年 金10.3%～15%)

厚生年 金 ・24%程 度へ の引上げ
を 目標 に60年10月1
日か ら 「12.4%」,

国 民 年 金 ・1人 月5,830円 女子 は9.2%が11.3

%に な る(共 済年 金
も右へならえ)

国民年金 ・13,000円 程 度 を 目標
に61年4月1目 か ら
「1人 月6,800円 」へ

(要す るに基 礎年 金
の保険料 となる)

老齢年金額 (40年保険料を払 った人 の平 均的年 厚生年金 ・基礎年金5万 円

月額) +(報 酬比例)7万 円

厚生年 金 ・約17万 円(単 身者)
=12万 円

国民年金 ・約7万5,400円 国民年金 ・基礎年金5万 円

(被用者年金の妻 も

同様)

(老齢年金

を受けるた
厚生年金{撃 員炉 翻 象

すぺ て25年 に統一

めの)資 格 共済年金20年

期間 国民年金25年

老 齢年 金

支 給 年 齢
轄 金{墾募濃 諏 子:1護

原則は65歳(厚 生年金の場合,
20年 程度の経過措置を とる。国
民年金の減額年金は当分の間だ

国民年 金 ・65歳(60歳 か ら減額 年金) け存属)当 面15年 かけて女子の
55歳 を60歳 にす る。

財 源 厚生年金 ・国庫負担+保 険料 ①現行の国庫負担分は 「基礎年

国民年金 ・国庫負担+保 険料
金」へ
② 「基礎年金」は,国 庫負担+
保険料+(厚 年,共 済な ど被
用者保険からの)拠 出金
③報酬比例部分は,す べて保険
料。国庫 負担ゼ ロ

資料:総 評生活局調査(「 総評新 聞」'84.3.9)

(注)政 府は'84.2.24の 閣議で 「年金制度改正案」の国会提出を決定。表 にみ られ るとお り,こ

れLrvよ って年金水準は30%以 上 ダ』ウン,保 険料は2～3倍 引上げ資 格期間 もすべ て25年 に引上

げ られ る。障害年金で一定 の改善がみ られ るのみで,他 はいずれ も改悪の内容 とな ってい る。
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表33社 会保障給付費の国際比較

名1年 列 総締 劃 ・人当り給欄 対GNP比

 

国

%
22.4

22.5

20.5

16.3

29.7

18.1

12.9

8.6

517,767円1

406,449

169,365

171,09?

647,059

181,79?

246,693

×28,117

億 円

317,907

215,742

95,623

95,612

53,447

5,627

533,228

144,828

1977

1977

1977

1976～77

1977

197677

1976～77

1976～77

西 ド イ ツ

ス

ア

ス

ソ

ド

カ

本

ン
リ

㌧

ア
評

一

一

脚フ

タ

ギ

鳥

メ

ブ

イ

イ

ス

ニ

ア

日

注:各 国貨 幣 の 円換 算 は東 京銀 行調 べ(r社 会保 障 年 鑑』'58年 版 付 表)に よ り算 出 。

資 料:総 理 府r社 会 保 障 統 計年 報 』'58年 版 。LL.O.,TheCostofSocialSecurity,1975-一 一77.

表34社 会保障関係費の推移

(単位1%)

比成構対 前 年 度 伸 び 率

78 7980818283847g 798081828384

 

度年

12.2

21.4

57.4

5.0

3.9

100

1L9

21.0

58.4

4.7

4.1

100

11.5

18.9

60.7

4.?

4.1

goo

11.2

16.9

62.9

4.7

4.3

1aa

11.6

16,7

62,2

4.8

4s

Sao

12.1

16.2

61.7

5.1

4.9

goo

12.4

1f.2

6L3

Vii.3

4.8

×00

4.9

4.2

0.2

9.5

D1.0

2,0

3.8

11.5

D3.2

0.2

D1.5

0.s

5.4

15.O

moo.7

3.4

△1.4

2.8

3.8

9.2

8.7

3.4

0.8

7.6

3,6

11.2

S.5

3.0

0,5

7.?

lo,o

X2.3

13.3

7.3

15.0

12.5

16.O

I4.5

22.1

11.1

16.S

l9.1

生活保護費

社 会福祉費

社会保険費

保健衛生対策
費

失業対 策費

計

保
険
法
改
悪

の
主
な
具
体
的
内
容

は
、
①

失
業
給
付

の
算
定
基
礎
と
な
る
離
職
前
賃

金

か
ら
夏
期

・
年
末

一
時
金
な
ど
を
除
外

す
る
、
②

給
付

日
数

を
、
現
行

の
年
齢
別

に
勤
続
年
数

(被
保
険
者
期
間
)
を
加
味
し

て
決
定
す

る
よ
う
改
め
る
、
③
失
業
給
付

を
半
分
以
上
残

し
て
再
就
職
し
た
者

に
再

就
職
手
当
を
支
給
す

る
、
④

六
五
歳
以
上

の
離
職
者

に
は
失
業
給
付
を
や
め
て

一
時

金
支
給

に
変
え

る
、
⑤

六
五
歳
以
上
の
就

職
者
に
は
雇
用
保
険
法
を
適
用

し
な
い
、

⑥
現
行

の
六
〇
歳
以
上
保
険
料
免
除
を
六

四
歳
以
上
と
す
る
、

な
ど
と

い
う
も

の
で

あ

る
。

へ修
正
に
つ
い
て
は
追
記
参
照
)
。

ま
た
、
離
婚
、
死
別
な
ど

の
母
子
家
庭

に
支
給
さ
れ
て
い
る
児
童
扶
養
手
当

の
大

幅
削
減

の
内
容

は
、
①
支
給

の
上
限
年
収

を
現
行

の
三
六

一
万
円
未
満
を
三
〇
〇
万
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円

に
切

ド
げ

る
、

②
所
得

税
非

課
税

世
帯

(母
.†
.
.人
で
年
収

渦
五

一
万
円
程
度
)
は

月

額

三

万

三

千
円

に
、

三
〇
〇

円

ア

ッ
プ

す

る
、

③

年
収

一
五

一
万
～

三
〇

Q
万

円
未

満

は
同

二
万

二
千

円

に
減
額
、

④

新
規

申

請

分

に
つ

い
て
は
、

前

夫

の
年
収

が

六
〇

〇

万

円
以

上
な
ら

支

給

し
な

い
、
⑤

支
給

期
間

を

七
年

に
限

る
、

た
だ

し

義
務

教
育
終

了
前

な

ら
終

～

ま

で
支

給
す

る
、

な

ど

と

い
う
も

の

で
あ

る
。

こ
う

し

た
大

幅
な

偏
祉

切
捨

て
が
実

現

す

れ
ば

、

「
先
進

」
資

本

主
義

国

で
も

最

低

の
わ
が
国

の
社

会
保

障

(表
33
参
照
)

は
、

そ

の

格

差

を

い
ち
だ

ん
と
大
き

く

す

る

で
あ

ろ

う

こ
と

は

い
う
ま

で
も

な

い
。

第

三

に
教

育
関

係

で
も
、

文
教

施

設
費

一
〇

・
四

%
減
、

教
職
員

定

数

一
、

〇

九

一
人

減
、

私

立
大
学

助

成
金

一
二
%
減
、

同

私
立
高

一
〇

%
減
、

学

校
給

食
設

備
費

二
七

・
七
%

減
、

給

食

牛
乳

補
助

(二
Q
O

㏄
)

五
-

四
円

(!
)

へ
減
額
、

さ

ら

に
は
国

立
大
学

授
業

料

月
額

三
千

円

ア

ッ
プ

の
二
万

一
千

円
、
育

英

資
金

へ
の

一
部
有

利
子

(年
利
三
%
)
導

入

と
貸

与

人
員

九

千
人
減

の
四

万

九
、

五

九

五

人

等

々
大

幅

カ

ッ
ト
が

日
立

っ
て

い
る
。

第

四

に
、

同

じ

「
公

共
」
事

業
費

で
も
、
前

述

9

の
大

型
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

じ
め

「
産

業
基

盤
」

関
係

と

は
対

照
的

に
、

公

団
住
宅
建

設

が

八
三
年

の
三
万

戸

か
ら

二
万

ヒ
千
戸

へ
、

公
庫

住
宅

五

一
万

.戸
か
ら

五
〇

万

戸

へ
、

公
営

(県
市
町
村
)
住

宅
が

五
万

四

千
戸

か
ら

五
万

一
千
戸

へ
削

減

な
ど
、

勤
労

国

民

に
と

っ
て

の
社

会

的
「
生
活
基

盤
」
関

係

が
軒
並

み

カ

ッ
ト
さ
れ

て

い
る
。

さ
ら

に
ま

た
、

農
漁

民
、

小

企
業

者

関
係

で
も
、

一
般

会

計

の
農
村

水
産

関
係

予

算
総
額

四

・

一
%
減
、

う

ち
食

糧

管
理
費

=

%
減

(生
産
者
米
価

の
抑
制
と
消
費

者
米
価

の
値
上
げ
)、

中

小

企
業
対

策
費

五

・
五
%
減

と

こ
れ
ま

た
軒
並

み

カ

ッ
ト
さ
れ

て

い
る
。

長

期

不
況

と
親

企

業

の

「
減

量

.
合
理

化
」

に
よ

っ
て
、

一
九

八

三
年

の
中

小

企

業

倒

産

件

数

(負
債

一
千
万
円
以
上
)
が
前

年

に
比

べ

=

・
九

%
増

の

一
万

九
、

一
五

五
件

(負
債
総
額
は
二
兆
五
、
六
一二
九
億
円
)
と
、

戦
後
最

高

(悪
)

を

し

め
す

状

況

が

進

ん

で

い

る

と

い
う

の
に
で
あ

る

(資
料
帝
国
デ

ー
タ
バ

ン
ク
調
べ
)。

他

の

「
先
進

」
資

本

主
義
諸

国

と
同

様

に
、

わ
が

国

の
財
政
危

機

か
ら

の
脱

却
も

遅

々
と
し

て
進

ま
ず
、

八
四
年

度

末

で
国
債

発

行
残
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高

が

=
二
二
兆

円

へ国
民

一
人
当
り
約

一
二
〇
万
円
)

に
も
達

し
、

ま
た
国
債

費
も

来

八

五
年

度

に
は
主

要
経

費
別
分

類

で
諸
経

費

の

ト

ッ

プ

に
な

る
こ
と

が

ほ
ぼ
確
実

で
あ

る
。

す

で
に
表

1

で
み
た

と

お
り
、

一
九
九

〇
年

度

ま

で

の
大
蔵

省

に
よ

る
財

政
収
支

試

算

に
よ

っ
て

も

、

政
府

公
約

の
財

政

「
再
建
」

年
度

(政
府
の
い
う

「再
建
」
と
は
、
特
例
な

い
し
狭
義

の
赤
字
国
債
依
存
を
ゼ

・
に
す
る
意
)

の

一
九
九
〇

年

時
点

で
す

ら
、

特

例
国
債

の
発
行

を

一
九

八
充
年
度

以
降

毎
年

一
兆

八
、

○

○
○

億

円
減
額

し

て

い

っ
て
も
、

国
債
費

一
五

・
六
兆
円

、

国

債
発
行

残
高

一
六
六

・
六
兆
円

と

い
う

巨
額

に
達

す

る
と
見

込

ま
れ

て
い
る
。

ふ
り
返

え

れ
ば
、

一
九
六

五
年

度

に
財
政

法
第

四
条

を
反

故

に
し

て
、

戦

後

は
じ

め

て
、

そ

の
特

例
法

に
よ

る
赤
字

国
債

の
発
行

に
ふ

み
ぎ

り
、

そ
し

て

「
行

革
」

初
年

度

の
八

二
年
度

に
は
国
債

の
償
還

財

源
と

な

る
国
債

整

理
基
金

特

別
会

計

へ
の
定
率

繰

入
れ

を
停
止

し
、

さ
ら

に
く
わ

、兄
て
、

今

八

四
年

度

に
は
財

源
確
保

法

を
制
定

し

て
、

従
来

ま

で
特

例
法

で
禁

じ
ら

れ

て
き

た
国
債

(七
六
～
八
三
年
発
行
分
)

の
借

り
換

、兄

(償
還
期
限

一
〇
年

の
国
債

の
場
合
、
一
〇
年
毎

に
六
分
の
五
ず

つ
借
り
換
え
て
、
六
〇
年
間
で
全
額
償
還
す
る
)
が

「
合

法

化
」

さ
れ

た
。

こ
れ

に
よ
り
新
規

の
赤
字

国
債

の
発

行

が
今
後

か
り

に
減

っ
て
も
、

国
債

残

高

は
増

え

つ
づ

け

る

段
階

に
入

っ
た
。

さ
ら

に
進

ん

で
・

財
政
法
第

五
条

の
日
銀

直

接
引
受

け

に
よ

る
赤
字

国
債

発
行

の
禁
止

条

項
が
反

故

に
な

る

の
も
時

間

の
問

題

に
な

ろ
う
と

し

て

い
る
。

こ

れ

ら
財
政

法
第

四

、

五
条

の
反
故
化

が
、

憲

法
第

九
条

の
骨

抜
き

な

ら
び

に
反

故
化

と

不
離

一
体

で
あ

る
こ
と

は

い
う

ま

で
も

な

い
で
あ

ろ

う

(拙
著

『現
代
財
政
論
』
第
四
童
参
照
)。

だ

が
、
現
代

の
国
家

独
占

資
本

主

義

に
と

っ
て
は
、

国
家

財
政

を

「
再
建
」

し

て
、

と

に
も

か
く

に
も
赤

字

を
解
消

し
、

も

っ
て
国
家

財

政

を

「
機

動

的

か

つ
弾
力

的
」

に

「
運

用
」

(第
二
臨
調

.
答
申
)

で
き

る

状

態

に

し

な

く

て

は
、

日
本
資

本

主
義

の

「
安

定
成

長
」
と

体

制
そ

の
も

の

の
維

持

.
延
命

は
不
可
能

で
あ

る
。

そ

れ

だ
け

に
今

後
、

財
政

の

「
再
建
」
、

行
財

政

の

「
改
革

」

を

理
由

と
す

る
、

い

っ
そ
う

大
が

か

り
な
国

家
財

政

(中
央
、
地
方
ー
表
35
、
36
参
照
、
三
公
社
四
現
業
な
ど
)

の
資

本

主
義
的

「
合

理
化

」
、

大
衆
増

税

・「
公
的
」

諸

負
担

の
引

上
げ

、

偏
祉

.
生

活

.
教
育

等

々
の

「
減
量
」

化
が
強

ま

る
こ
と
必

至

で
あ

る
。

旧
行

管
庁

と

旧
総

理
府

の
統

合

に
よ

っ
て
・
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表35地 方 公 務 員 の 総 数 と増 減
(1983年4月1日 現在,△ は マイナス)

職 員 数 瞬 成 比 矧 対前年増減数

 

種職

D4,013

5,748

993

1,568

2,539

6,835

35.9

40.5

7.s

3.9

12.1

goo.o

1,158,901

1,349,398

24;x,047

127,251

391,053

3,231,65

 

政

育

察

防

等

行

業企

計

般

営

一
教

警

消

公

資料:自 治省発表(1984.3.24)

(注)1.総 数には1年 以上勤 務 した臨時職 員を含む。

2.絶 対数は,対 前年6,835人,o.Zr増 加してい るものの,増 加数ならびに率 ともに19

74年 に調査を始 めて以来最低。特に統廃合,欠 員不補充,民 間移託など 「滅量 ・合理

化」のため,一 般管理部門が3,822人 減,福 袖関係職 員 も191人 減 と調査後初め て絶対

減 とな った。

「
行

革
」

推
進

を
統
括

す

る
総

務

庁
が
新

た

に
発

足

(八
四

.
七

.
一
)

し

た
こ
と

は
、

そ

の
端

的

な
表
現

と

い

っ
て
よ

い
。

く

わ
え

て
赤
字

国
債

の
借

り

換
え
容

認

に
み
ら

れ

る
と

お
り
、
赤
字

国
債

の
濫

発

と
累

積
が

、

他

の
諸

条
件

の

い
か

ん

に
よ

っ
て

は
、

悪

性

イ

ソ

フ

レ
、

「
狂
乱
物

価
」

を
再
来

さ

せ

る
可
能

性
も

き

わ

め

て
大

き

い
。

同

時

に
行

財
政

が
今

の
ま
ま

推
移
す

れ
ば

、

い
わ
ゆ

る
軍
拡
、

改

憲
、

政

治
、
教

育

反

動

等

々
も
強

ま
る

こ
と
必

至

で
あ

る
。

こ
う

み
て
く

る
と
、

国
家

財
政

に
お
け

る
平

和

主
義

と
民

主
主
義

の
維

持

と
拡

充
が

、

「
行
革

」
予

算

の
進

展

と

と
も

に
、

い
よ

い
よ
も

っ
て
重
要

で
切

迫

し

た
国
民
的

課

題

と
な

っ
て
き

て

い

る
と

い
わ
な
け

れ
ば

な
ら

な

い

(
一
九
八
四

・
三

・
四
脱
稿
)。

(追
記
)

一
九
八
四
年
度
予
算
案

の
本
予
算
は
、
審
議
遅
延

の
た
め
七
年
ぶ
り
の

暫
定
予
算
を
組
む

こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ

た
も

の
の
、
与
党

の
賛
成
多
数

に
よ
り
四

月

一
〇

に
政
府
原
案
ど

お
り
可
決

・
成
立

し
た
。

た
だ
、
脱
稿
後
実
現
を
み
た
予
算

案

の

一
部
実
質
修

正
な
ら
び

に

「
行
革
」
・
予
算
関
連

法
案

等

の
主
な
点

は
以
下

の

と
お
り
で
あ
る
。

8

野
党
四
党

の
共
同
修
正
要
求

(末
尾
資
料
参
照
)
に
よ

っ
て
、

給

与

所
得

控

除

の
最
低
限
度
額
が
政
府
案

よ
り
二
万
円
多

い
五
七
万
円

へ
引
上
げ

ら

れ

た

(今
年

度
の
国
会
中
に
議
員
立
法
で
処
置
)。
対
象
者

は
い
わ
ゆ

る
パ
ー
ト
労
働
者
と
年
収

一
四
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表36地 方財政計画の推移(%)

歳入 ・歳出規模

歳

入

歳

唱

税

税

税

漁

金

債

与

付

財

出

方

譲

交

般

支

方

方

方

照

庫

キ
コロ

地

地

地

小

岡

地

使用料 ・手数料

雑 収 入

給 与関係経費

費

助

独

費

経磁

債

般

補

単

一

公

維 持 補 修 費

投 資 的 経 費

補 助 ・直 轄

単 独

公営企業繰出金

そ の 他

対 前 年 度 伸 び 率

1977178
E

14.2

18.1

10.7

10.0

15.0

16.0

3.4
Coo.5)

21.0

18.2

19.1

10.4

13.5

23.4

15.4

17.6

32.9

(11.7)

2Ei.7

43.2

90311.4
(33.0)(30.9)

14.1fI9.4

14,6414.4

13.5i25.0

23.7129.2

(6・0)
、(6・5)

a6i7・5

18.4i26.1

18.626.3

1.8.2a25.9

14.213.2

0.0△16。7

79

13.Q

11.6

12.9

9.2

10.8

13,6

22.2

(12.6)

14.3

12.S

4,4

(2$.5}

11.7

11.0

12.3

1.7.9

(s.s>

10.0

20.3

×0.3

×0.2

15.9

0.o

so

7.3

16.5

6.9

5.Q

12.1

4.3

Q9.7
Clo.6)

15.1

10.fi

f.5

(28.3)

7.8

7.3

8.3

16.6

(7.4)

6.5

4.6

2.3
'T
.5

1.2.5

100.0

81182
7.0

13.4

0.2

7.9

11.3

2.3

△3.6

(9.6)

・

4.5

5.6

U.7

s.4

7.O

XO.1

1.9

△10.8

(s1)

7.8

wL+

6.56.7

(28.2)(28.5)

6.814.S

4.56,3

9.23.4

20.2115.2
(8.3)(9.1)

6.514.7

3.812.9

0.3ix,2.1

8.01H.5

13.9111.S

37.510.9

83

0.9

△0.1

2.3

a4.9

×1.6

△4.5

31.3

(10.5)

4.9

6.3

1.9

(28.8)

D1.5

LAG.5

3.3

21.6

Cio.o)

1.9

△0.3

DO.7

0.0

5.9

△29.5

84

1.?

s.s

△4.8

03.9

3.2

△0.8

△4.8

(9.9}

?.4

1。7

3.6
(29.3)

1.4

1.4

1.4

8.5

(10.7)

2.O

b3.2

△3.O

d3.3

4。4

53,5

質
的

に
は

パ

ー
ト
と

(注)1.()内 は,構 成比で ある。

2.給 与費が77,78年 を ピー クに して,f申 び率,構 成比 ともに低 ド傾向にあること,補

助金が福祉,生 活,教 育 を中心に一般行政,投 資的経費 ともに8年 以降低 下傾向にあ

ること,地 方債依存 も依然10%台 を維持 してい ること(緊 縮 予算 ドでは実質増大),

公債費が着実に増加 していること,地 方債残高 も一般 会計分 のみで も84年 度で約41兆

円に達 していること一 これ らの指標に よって も地方財政危機 と 「行革 ・合理化」 の

進行 を鋭 く示 してい る。

た
だ
問
題
は
、
実

れ

に
よ
る
減
税
効
果

は
少
な
く
な

い
。

れ

て

い
る

か
ら
、

こ

五
〇
〇
万
人

と
い
わ

労
働
者

は
四
〇
〇
～

に
な

っ
た
。

パ

ー

ト

た
夫

の
配
偶
者
控
除

も
受
け
ら
れ
る
こ
と

で

は
免

税

さ
れ
、

ま

(政
府
案
八
八
万
円
)
ま

果
、
パ
ー
ト
労
働
者

の
場
合
、
基
礎
控
除

三
三
万
円

と
あ
わ

せ

て
年

収

九

〇

万

円

低
所
得

層
。

こ

の
結

万
五
千
円
以
下

の
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同
じ

(違
い
は
勤
務
先
が
自
宅
と
い
う
だ
け
〕
と
み
て
よ
い
内
職
収

入
が
、
給
与
収

入
で
は
な
く
、

事
業
所
得
な

い
し
雑
所
得
と
み
な
さ
れ
、

こ
の
結
果
、
内
職
収
入

の
場
合

の
免

税
点
が
基
礎
控
除

の
三
三
万
円

(
こ
れ
以
上
だ
と
、
必
要
経
費
分
約
三
〇
%
が
控
除
さ
れ
る
も
の
の
、
課
税

さ
れ
、
ま
た
扶
養

・
配
偶
者
控
除
も
認
め
ら
れ
な
い
)
に
と
ど
め
ら
れ

た
こ
と
で
あ

る
。
き

わ
め
て
不
当

な
差

別

・
不
公
平
課
税
と
い
わ
ね
ば

な
ら
な

い
。

口

酒
税
、
物
品
税
改
正
法
案
は
、
四
月
十
二
日
に
与
党

の
賛
成
多
数

で
成
立
し
た
が
、
施
行

日
が
四
月

一
日
か
ら
五
月

一
日
に
修
正

さ
れ
た
。

日

五
九
年
度

の
財
政
運
営

に
必
要
な
財
源
を
確
保
す
る
た
め

の
法
律

(財
源
確
保
法
)

の
成
立

(六
月
二
七
日
)
に

よ
り
、

9
五
九
年

度

に
六
兆
四
、
五
五
〇
億
円

の
赤
字
国
債

の
発
行
を
認

め
る
、

口
国
債
償
還
財
源

で
あ
る
国
債
整
理
基
金

へ
の

一
般
会
計

か
ら

の
定
率
繰

入
れ
を
停
止
す
る
、

Gヨ
電
電
公
社

と
専
売
公
社

か
ら
臨

時
国
庫
納
付
金
を

一
般
会
計

に
繰
入
れ

る
、

四
汽

一
年
度
か
ら
五
八
年
度

ま
で
に

発
行
し
た
赤
字
国
債

の

「
借
り
換

え
禁
止
規
定
」

を
削

除
す

る
、
と

い
う
四
点
を
内
容

と
し
て

い
る
。

と
り
わ
け
¢つ
と
四
が
問
題

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ
り
、
新
規

の
赤
字
国
債

の
発
行
が
今
後
か
り

に
減

っ
て
も
、
国
債
残
高
は
増
加

し
続
け
る
こ
と
に
な
る
。

四

関
西
国
際
空
港
株
式
会
社
法
が
成
立

(六
月
二
七
旦

し
、

こ
れ
に
よ
り
大
型

公
共
公
事

と

し
て

は
戦
後
は
じ

め
て
官
民
共
同
出

資

(従
来
の
は
政
府
全
額
出
資
)
の
特
殊
会
社

(法
人
)
が
誕
生
し
た
。
新
会
社

の
資
本
金
は
、
国
八
〇
〇
億
円
、
自
治
体

二
〇
〇
億
円
、
民

間
同
、
合
計

一
、

二
〇
〇
億
円
と
な

っ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
臨
調
行
革
が

い
う
公
企
業

の

「
分
割

・
民
営
化
」
あ
る

い
は

「
民
間
活
力

の

導

入
」

の

一
つ
の
モ
デ

ル
ヶ
1
ス
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。

㈲

戦
後
初
め
て
中
央
省
庁
が
統
合
し
た
総
務
庁
が
、
旧
行
管
庁

の
全
部
局

と
旧
総
理
府

の
大
半

の
部
局
を
統
合
し
て
、

七
月

一
日
に

発
足
し
た
。

こ
れ
は
、
内
閣

の
総
合
調
整
機
能
を
強
め
、

と
り
わ
け
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会

(行
革
審
)
と
政
府

の
方
針
と
を
総
合
的

に
調
整

し
、
行
革

の
推
進
態
勢

を
拡
充
、
強
化
す

る
こ
と
を
狙

い
と
す

る
も

の
で
あ
る
。
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㈹

雇
用
保
険
法

の
改

正
案
は
、
施
行
期
日
の

一
ヶ
月
延
期

(八
月

一
日
)
と
以
下
の
三
点

の
修
正
の
ほ
か
原
案
ど
お
り
可
決
さ
れ
た
。

①
短
期
勤
続
者
で
も
、
特
定

不
況
業
種

・
地
域
、
倒
産

に
よ
る
離
職
者

に

つ
い
て
は
、
現
行

の
給
付
日
数
通
り
と
す

る
、
②

六
十
五
歳
以

上
の
高
齢
者

で
も
常
雇

に
近

い
ヶ
ー
ス
は
、

一
回
だ
け
任
意

に
保
険

に
加
入
で
き

る
、
③

六
十
五
歳
定
年

で
離
職

し
た
者
は
、

一
時
金

で

は
な
く
基
本
手
当

で
も
支
給
さ
れ
る
。

㈹

首
相
直
属

の
臨
教
審

(臨
時
教
育
審
議
会
)
設
置
法
案
が
、

別表1モ デルケースによる厚生省試算

支払い方法

患 者 負 担

T

は
と
が

…鍵

わ
に
誕

讐

切

抑
灘

闇

謂

潔

磁
通

㎜
初

ウ
鱒
10

1

L

2

61

入

退

め

普

㎝ー

ー

ー

II

〃

嘱 奪1(P3)

一300

1,79Q

15,800

※ ※

51,⑪00

f1,790

-x-11,QUO

-x-35,200

十43,070

v:XOO

十2,170

X/1,;sff200円

{
2日 目670「 『}

3日 目10⑪Pヨ

4日 日2,000円

費で打 ち切 り

48,870

2,臼70

・1ξは少額医療の定額方式
。w.,・※は高一割部分は十 円単位で四{タ1五入す る額医療

現行
(円)

医療費
KB)

 

例

soo

4β00

4,410

17,920

157,990

fi4`U,61Q 15,8(iU

5,800

.#1

488,720

カゼで開業
医に3日 間
通院

高血圧で前
月に続き2
日通院

病

,院

で

大
術
入

を
手
間

鋳

腸
で
日

.

.、

盲
院

7

胃

め
川円
30

がんのた

ノ 院で
を全摘,
日問入院

心 筋こ うそ
くで救急セ
ン ダー・に10

日間入院

歯が1本 欠
け4日 通院
ブ リッジ作

製

蜘蹴

ー

ー
～
i
-
L

}「

ー

①

審
議
会

委
員

を
国

会

の
同
意

人
事

に
す

る
、
②

答
申

、
意

見

を
国
会

に
報
告

す

る
、
と

の

一
部
修

正

の
う

え

可
決

(社
会
、
共

産
党
は
反
対
)
さ

れ
た

。
教
育

臨
調

・
行

革

は
、

当

面

す

る
緊

急
課

題

と
、

学

制
改

革

な
ど

長
期
的

な
制

度

改
革

に
着
手

す

る

こ
と
が
、

そ

の
課

題

と
さ

れ

て

い
る
。

㈹

健

康
保

険
法

改

正
案

は
、

政

府

原
案

を

一
部
修

正

(別

表
)

の
う

え

可
決

さ

れ

た
。

へ八
四
年

一
〇
月

一
日
か
ら
実
施
)
。

修

正
後

の
改

正
案

の
要
点

は
、
①

サ
ラ
リ

ー

マ
ン
本

人

に
医

療
費

の
二
割

を
負

担

さ

せ
る
が
、

国
会

で
承
認

を
受

け

る

ま

で

は
当

面

一
割

負
担

に
と
ど

め
る
、

②

医
療
費

が

三
、

五
〇

〇

円

以

下

の
揚

合
、

三
段

階

の
定
額

制

と
す

る
、
③

①
で
浮

い
た
保

険

料

な
ど

を
基

に
、

退
職

L者
医
療

制

度

を
新

設

し
、

自

己
負

担

を
二
割

と

す

る

(退
職
者
が
従
来
加
入
し
て
い
た
国
民
齪
康
保
険

へ

{…
}
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別表2健 保法改正の内容

現 在

サ ラ リーマ
ン本人 の自

己負担

▽初診料800円

▽入院すれば1日 当た り5GO円(た

だ し1カ 月限 り)

改 正 後

▽61年4月 以後の国会 で承認を受け る日ま

では医療費が1円 ～1500円 の時100円

1501円 ～2500円 の時200円

2501円 ～3500円 の時300円

3501円 以上は1割 負担(た だ し10円 未満 は

4捨5入)

▽国会承認後は2割 負担
　

i▽ 初診料 と入院時負担は廃止

1▽ サラリーマソ嫁 族梱 民蘇 加
i入 者 では1ヵ 月5万1000円 まで
I
l▽ 低所 得者(注)の 場合,サ ラ リー

マン本人 ・家族が1万5000円 まで

医療費が高1国 民健保加入者が3万9000円 まで

額な場合の

自己負担額

の歯止め

(政令事項)

1

▽全国民1ヵ 月5万1000円 までが原則

▽低所得者 は3万 円 まで

}▽ 同一世帯 で1ヵ 月の医療費支払いが3万

1灘鮮 灘糊群}

1轍畿 翻 冒晶i
lの 限度額 は3万 円(低 所得 世帯は2万1000

騒_治 一 冊一

　 嚥欝

繍 蒋 そのi

　1醸1灘購鍛ll蕪撚灘 獅

1な らない人の限度額は1万 円 まで 、
　 　

;▽ 限度額を超える分が保険者から返済されi

lる までの間・当座の 繍 医腋 の支払し・にi

、あてるため,保 険者が融資制度を実施てきi

iる よ うにす る! …1

付加給付 1▽ 組合健保 と共済組合で行xる1

るようにす る

▽55歳以降の高齢退職者の場合は60歳 まで

任意継続期間を延長できるようにする

▽健保組合が自力で退職者の医療給付を行

える道を開く。自己負担は退職者医療制度

と同じ

▽政管健保の事業主 と被保険者で構成する

法人などにも認める。ただ し本人のみ
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;ε豪副 線1　 嚇 は外来謝
国民健保の1▽ 駅 健保加緒 は3割

負担率1

保険対象で

はない先制

医療技術で

治療を受け

ると

▽その医療行為全体に保険が効かな

い

零細事業所 ▽従業員5人 未満の法人事業所は,
への政管健 基本的に従業員が個々に国民健保に

保適用1加 入

}自 己負担 は本人 ・家 族 とも3割

傷病手盗釧
と障害年金
1と の支給調

整

▽健保や共済組合で支給 される傷病

手当金が障害年金に切 り替えられる

時はr障 害年金の額が傷病手当金を

下回ることがある。障害年金がさか

のぼって認定されると,そ の差額を

返済させられる

▽改正なし

▽新健保法施行後の医療費の動向などに基

ついて,2割 負担に改善

▽入院料や注射料など一般的な保険医療の

範囲分は保険で手当て。ただ し,大 学病院

などで,知 事が承認した所に限る

▽61年 度以 降,段 階的に基本的に政管健保

に移行

自己負担はサ ラ リーマ ンなみ(本 人は原則

1割 。家族は外来3割,入 院2割)

分べん費瑚 ▽分べ讃 の範 保障支纈 ま15万

埋葬料の引1円

き上げ(政 ▽埋葬料は7万 円

令事項)

▽その差額を傷病手当金 として継続支給す

るように改める。ただ しT1年 半の範囲内

で,受 給者が療養のため仕事を休んでいる

間に限る

▽ ともに60年度 に引き上げる

▽厚生省は分べん費は20万 円,埋 葬料は10

万円とす るための予算を要求する方針

〈注〉▽低所儲 とは・市町村民税力wかか っていなか った り,生 活

保護を受け てい る世帯の ことで,例 えば東京23区 では59年 度で年間

所得175万 円程度以下 の世帯

▽施行は10月 からの予定

を
も
ち
、
製
品

の
出
荷
価
格
は
蔵
相

の
認

社

は
、
国
内

で
の
た
ば

こ
製
造

の
独
占
権

議
決

を
必
要
と
す

る
も

の
と
す
る
、
③
同

府
が
全
額
出
資

し
、
株

の
処
分
は
国
会

の

た
ば

こ
産
業
株

式
会

社

」

は
、

当

面
、

政

特
殊
会
社

に
改
組
す

る
、
②

そ
の

「
日
本

法
案

の
要
旨
は
、
①

日
本
専
売
公
社
を

(外
国
た
ば
こ
の
輸
入

・
販
売
の
自
由
化
)
し
、

専
売
公
社

を
特
殊
会
社
と
し
て
の
日
本
た

ば
こ
産
業
株
式
会
社

に
改
組
す
る
専
売
公

社
改
革
関
連
五
法
案

(実
施
は
来
四
月

一
日
〉

が
可
決

・
成
立
し
た
。

㈹

専
売
公
社

の

「
分
割

・
民
営
化
」
、

す
な
わ
ち
、

た
ば
こ
の
専
売
制
度
を
廃

止

の
国
庫
補
助
金
の
削
減
)、

④
自

己
負

担

限

度
額
制
度

を
家
計

へ
の
負
担
軽
減

の
た
め

改
善
す
る
よ
う
政
令
改
正
を
行
う
、
な
ど

で
あ
る
。
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可
を
得
て
決

め
る
、
④
同
社

は
原
料
用

の
国
産
葉
た
ば

こ
の
生
産

と
買
入
れ

に
つ
い
て
生
産
農
家
と
契
約

し
、
全
量
買

い
上
げ

の
義
務
を

負
う
、
⑤
葉
た
ば

こ
の
耕
作
面
積

や
価
格
を
協
議
す
る
審
議
会
を
置
き
、
耕
作
者

の
意
見
を
尊
重
す
る
、
⑥
同
社

は
た
ば

こ
、
塩
以
外

の

事
業

に
も
進
出

で
き
る
、
⑦
専
売
納
付
金
を
廃

止
し
、

こ
れ

に
見
合
う
た
ば

こ
消
費
税

を
新
設
す
る
、
⑧
労
使
関
係
は
公
労
法

で
は
な
く

労
働
三
法
が
適
用
さ
れ
る

(形
式
上
、
民
間
労
組
へ
移
行
)
、
な
ど

で
あ

る
。

な
お
・
電
電
公
社

の
「
分
割

・
民
営
化
」
の
た
め
の
電
電
改
革
関
連
法
案

は
、

第

一
〇

一
特
別
国
会

で
審
議
未
了
と
な
り
継
続
審
議

と
な

っ
た
。
な
お
、
「
行
革
」

の
重
要
な

一
環
と
し
て

の
公
社
あ

る
い
は

「
公
共
」
企
業

の
い
わ
ゆ
る

「
分
割

.
民
営
化
」

に

つ
い
て
は
稿
を

あ
ら
た
め
て
取
り
上
げ
る
予
定
で
あ

る
。

(
一
九
八
四

・
八

・
八
1
第

一
〇

一
国
会
終
了
ー
記
)。
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〈
資
料

脚
〉
自
民
党
税
制
調
査
会

(加
藤
六
月
会
長
)
の

「
昭
和
五
九
年
度
税
制
改
正
大
綱
」

(
一
九
八
四

.
一

～
要
旨
～

◇
基
本
的
な
考
え
方

五
十
九
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
は
、
歳
出
面
と
呼
応
し
て
増
税
な
ぎ

財
政
再
建
の
基
本
理
念

の
も
と
に
、
国
民
所
得

に
対
す
る
租
税
負
担
率
を

上
昇
さ
せ
る
こ
と
な
く
、
当
面
必
要
な
政
策
を
推
進
す
る
税
制
を
実
現
す

る
こ
と
と
し
た
。

そ

の

一

所
得
税
、
住
民
税

に
つ
い
て
七
年
ぶ
り
に
本
格
的
減
税
を
実

施
す
る
こ
と
と
し
、
規
模
は
昭
和
五
十
九
年
度

に
お
い
て

「
一
兆

一
千
八

百
億
円
と
す
る
。
減
税
に
あ
た

っ
て
は
、
課
税
最
低
限
の
引
き
上
げ

の
ほ

か
、
税
率
構
造

の
見
直
し
を
行

い
、
中
堅
所
得
者
層

に
配
慮
を
加
え
る
こ

と
と
し
た
。

な
お
、
所
得
税
の
減
税
に
よ
り
、
夫
婦
子
二
人
の
給
与
所
得
者

の
課
税

最
低
限
は
、
二
百
三
十
五
万
七
千
円
と
な
る
。

そ
の
二

庸澗心速
に
到
来
す
る
高
齢
化
社
会

に
対
応
す
る
た
め
、
新
た
に

個
人
年
金
保
険
料
控
除
制
度
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
同
居
老
親
等
扶
養

親
族

の
特
別
控
除
額
を
引
ぎ
上
げ
る
。

そ
の
三

産
業
の
活
性
化
を
図
り
、
景
気

の
回
復

に
資
す
る
た
め
、

エ

ネ

ル
ギ
ー
利
用

の
効
率
化
、
中
小
企
業
新
技
術
体
化
お
よ
び
テ

ク
ノ
ポ
リ

ス
建
設
推
進

の
た
め
の
投
資
減
税
制
度
を
創
設
す
る
。
ま
た
、
不
安
定
な

国
際
金
融
情
勢
に
対
処
す
る
た
め
、

カ
ン
ト
リ
ー
リ

ス
ク
債
権
に
つ
い
て
、

税
制
上
新
た
な
配
慮
を
加
え
る
。

そ
の
四

国
民

の
持
ち
家
取
得
を
促
進
し
、
内
需
拡
大

に
資
す
る
た
め
、

・

一
八

)

親
子
間
等

の
住
宅
取
得
資
金

の
贈
与

に
つ
い
て
特
例
措
置
を
設
け
る
。

そ

の
五

公
約
し
た
所
得
税
減
税
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
率
の

引
き
上
げ
、
酒
税
お
よ
び
物
品
税

の
見
直
し
に
よ
り
そ

の
大
部
分
を
ま
か

な
う
こ
と
と
し
た
。
住
民
税
減
税
の
財
源
は
、
法
人
住
民
税
均
等
割
の
引

き
上
げ
と
自
動
車
税

・
軽
自
動
車
税

の
見
直
し
に
よ
る
こ
と
と
し
た
。

◇
具
体
的
施
策

〈
一
〉

所
得
税
お
よ
び
住
民
税
の
実
施

(
一
)

所
得
税
の
減
税

家
庭
を
持

つ
サ
ラ
リ
ー

マ
ン
阯
帯
の
所
得
税

の
課
税
最
低
限
を
引
き
上

げ
る
た
め
、
基
礎
控
除
な
ど

の
人
的
控
除
を
引
き
上
げ
る
ほ
か
、
中
堅
以

下
の
サ
ラ
リ
ー

マ
ン
の
給
与
収
入
に
適
用
さ
れ
る
給
与
所
得
控
除

の
引
き

上
げ
を
行
う
。

1

基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
お
よ
び
扶
養
控
除
を
引
き
上
げ
る
。

(本
文
中
の
表

3
の
①
参
照
)。

2

給
与
所
得
控
除

に
つ
い
て
、
給
与
収
入
三
百
万
円
以
下
の
給
与
所

得
控
除
率
の
適
用
対
象
と
な
る
給
与
収
入
の
範
囲
を
引
き
上
げ
る
。

(本

文
中
表

3
の
②
参
照
)。

こ
れ
ら

の
改
正
に
よ
り
、
夫
婦
子
二
人

(標
準
世
帯
)
の
給
与
所
得
者

の
所
得
税
の
課
税
最
低
限
は
、
二
百
三
十
五
万
七
千
円

(現
行
二
百

一
万

五
千
円
)
と
な
る
。

3

課
税
最
低
限
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
あ
わ
せ
て
、
所
得
税
の
税
率
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構
造
を
な
だ
ら
か
な
も
の
と
す
る
た
め
、
所
得
税
率
を
改
め
る
。

(本
文

中

の
表

3
の
③
参
照
)
。

4

家
庭

の
外
で
働
く
主
婦
の
増
加
状
況
等

に
か
ん
が
み
、
配
偶
者
控

除

の
対
象
と
な
る
配
偶
者

の
所
得
要
件
に
つ
い
て
、
勤
労
者
所
得

に
係
る

所
得
限
度
額
を
三
十
三
万
円

(現
行
二
十
九
万
円
)
に
引
ぎ
上
げ
る
。

こ

れ

に
よ
り
、
年
間
給
与
収
入
八
十
八
万
円

(現
行
七
卜
九
万
円
)
以
下
の

パ
ー
ト
主
婦
は
、
控
除
対
象
配
偶
者

に
該
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

な
お
、
扶
養
控
除

の
対
象
と
な
る
扶
養
親
族
の
所
得
要
件
に
つ
い
て
も
、

同
様
の
措
置
を
講
ず
る
。

5

障
害
者
等

に
対
す
る
所
得
控
除
を
別
表
の
と
お
り
引
き
上
げ
る
。

勤 寡 寡 老 特 障

拳夫婦羅 喜

鍵 控蟷 控
除 除 除 除 除 除

改
正
案

二
十
五
万
円

一二
十
三
万
円

二
十
五
万
円

二
十
五
万
円

二
十
五
万
円

謝

一

論

鴫
L

一
9ノ

ー

J

}

」
ー

ユ
」

フ

U
I

適
用
要
件

で
あ

る
所
得
限
実
額

」上
卜

又
.ノ
ワ

丁
工

【

.ノ

「
ノ

「

1

(給
与
収
入
で
は
百
十
三
万
円

現

行

二
十
三
万
円

三
十

一
万
円

二
十
三
万
円

二
十
三
万
円

二
十
三
万
円

一
一十
三
万
円

白'五
二 十

万 二
円 力)円

 

6

同
居
し
て
い
る
特
別
障
害
者
お
よ
び
同
居
老
親
等
で
あ
る
老
人
扶

養
親
族

に
つ
い
て
の
所
得
税
の
配
偶
者
控
除
額
お
よ
び
扶
養
控
除
額
の
特

別
控
除
額
を
七
万
円

(現
行
五
万
円
)
に
引
ぎ
上
げ
る
。

(二
)

住
民
の
減
税

1

基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控
除
を
引
き
上
げ
る
。

へ本
文

中

の
表
4
の
①
参
照
)。

こ
の
措
置
に
よ
り
、
夫
婦
チ
ニ
人
の
給
与
所
得
者
の
住
民
税
の
課
税
最

低
限
は
、
現
行
百
五
十
八
万
四
千
円
か
ら
、
昭
和
五
十
九
年
度
に
あ

っ
て

は
百
八
十
八
万
八
千
円
に
、
昭
和
六
卜
年
度

に
あ

っ
て
は
百
九
十

一
万
二

千
円
と
な
る
。

2

障
害
者
控
除
等
の
特
別
な
人
的
控
除
を
別
表

の
と
お
り
引
ぎ
上
げ

る
。3

障
害
者
、
未
成
年
者
、
老
年
者
お
よ
び
寡
婦

の
非
課
税
限
度
額
を

所
得
金
額
で
百
万
円

(現
行
八
十
万
円
)
に
引
き
上
げ
る
。

4

低
所
得
者
層
の
税
負
担
に
配
慮
す
る
た
め
、
住
民
税
所
得
割
に
つ

い
て
、
所
得
の
金
額
が
、
二
十
九
万
円

(現
行
二
卜
七
万
円
)
に
本
人
、

控
除
対
象
配
偶
者
お
よ
び
扶
養
親
族
の
合
計
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
に
控

除
対
象
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合

に
は
九
万
円
を
加
え
た

金
額
以
下
の
者
を
非
課
税
と
す
る
。

こ
の
措
置

に
よ
り
、
夫
婦
子
二
人

の
給
与
所
得
者

の
住
民
税
所
得
割
の

非
課
税
限
度
額
は
、
昭
和
五
十
九
年
度
に
あ

っ
て
は
二
百
万
円

(現
行
百

八
十
八
万
五
千
円
)
と
な
る
。

な
お
、

こ
の
措
置
に
関
連
し
て
、
均
等
割
の
み
を
納

め
て
い
る
者
に
係

る
均
等
割
の
非
課
税
基
準

の
基
礎
と
な
る
金
額
を
二
十
八
万
円

(現
行
二

十
五
万
円
)
に
引
き
上
げ
る
。

5

市
町
村
民
税
所
得
割
の
税
率
構
造
を
改
め
る

(た
だ
し
、
昭
和
五

十
九
年
度

に
つ
い
て
は
現
行
と
お
り
据
え
置
く
)。

(本
文
中
の
衷
、4
の
②
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参
照
)。

な
お
、
昭
和
六
十
年
度
分
以
降

の
住
民
税
所
得
割

の
賦
課
制
限

に
つ
い

て
は
、
所
得
税
と
住
民
税
所
得
割
と
の
合
計
額
が
課
税
所
得
金
額

の
七
八

%

(現
行
八
〇
%
)
を
超
え
る
こ
と
が
な
い
こ
と
と
す
る
よ
う
改
正
す
る
。

障

害

者

控

除

特

別

障

害

者
控
除

老

年

者

控

除

寡
婦

(寡
夫
)
控
除

勤

労

学

生

控

除

改
正
案

二
十
四
万
円

二
十
四
万
円

二
ー
六
万
円

二

四
万
円

二

四
万
円

現

行

二
十

一
万
円

二
十
三
万
円

二
十

一
万
円

二
十

一
万
円

二
十

一
万
円

〈
二
〉

政
策
税
制

の
推
進

(
一
)

民
間
活
力
の
活
用
お
よ
び
自
助
努
力

の
推
進

1

個
人
年
金
保
険
料
の
別
枠
所
得
控
除

(1
)

生
命
保
険
、
生
命
共
済
お
よ
び
郵
便
年
金
契
約
の
う
ち
、

一
定

の
要
件
に
該
当
す
る
個
人
年
金
保
険
、
個
人
年
金
共
済
お
よ
び
郵
便
年
金

契
約

の
掛
金
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
生
命
保
険
料
控
除
と
別
枠

で
、
年
五

千
円

(支
払
掛
金
を
限
度
と
す
る
)
の
所
得
控
除
を
認
め
る
こ
と
と
す
る
。

(
2
)

住
民
税

に
お

い
て
も
、
所
得
税
に
準
じ
、
昭
和
六
十
年
度
分
以

降
、
個
人
年
金
保
険
料
に
つ
い
て
、
年
三
千
五
百
円

(支
払
掛
金
を
限
度

と
す
る
)
の
別
枠
の
所
得
控
除
を
認
め
る
こ
と
と
す
る
。

2

民
間
優
良
再
開
発
事
業
の
た
め
の
買

い
換
え

∴
父
換

の
特
例

三
大
都
市
圏
の
既
成
市
街
地
等

(こ
れ
に
準
ず

る

一
定

の
地
区
を
含
む
)

内
に
お
い
て
、
地
h
階
数
四
以
上
の
民
闘

の
優
良
な
再
開
発
事
業
が
施
行

さ
れ
る
場
合

に
は
、
そ

の
再
開
発
客
業

の
施
行
地
区
内

の
土
地

・
建
物
と

再
開
発
事
業

に
よ
り
建
築
さ
れ
る
再
開
発
ビ
ル
と
の
買

い
換
え

・
交
換
に

つ
い
て
、

一
定
の
要
件
の
下
で
、
取
得
価
額
の
引
き
継
ぎ

に
よ
る
課
税

の

繰
り
延
べ
を
認

め
る
特
例
を
創
設
す
る
。

な
お
、
再
開
発
事
業
の
施
行
地
区
内
の
土
地

・
建
物
と
再
開
発
ビ

ル
と

の
買

い
換
え

.
交
換
が
で
き
な
い
こ
と

に
つ
き
や
む
を
得
な

い
事
情
が
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
つ
い
て
も
、
再
開
発
事
業

の
施
行
地
区
外
に
あ

る

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
土
地

・
建
物
と

の
買

い
換
え

・
交
換
に
つ
い

て
課
税
の
繰
延
べ
の
特
例
を
認
め
る
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

3

親
子
間

の
住
宅
取
得
資
金

の
贈
隼

の
特
例

住
宅
取
得
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合

の
贈
与
税
に
つ
い
て
は
、
二
年

間
の
時
限
措
置
と
し
て
、
五
百
万
円
ま
で
の
部
分
に
つ
い
て
五
分
五
乗
に

よ

っ
て
贈
与
税
額
を
計
算
し
、
非
課
税
ま
た
は
税
額
軽
減
を
図
る
。

4

関
西
国
際
空
港
株
式
会
社

(仮
称
)
に
対
す
る
所
要

の
措
置
に
つ

い
て
は
、
公
共
事
業

へ
の
民
間
活
力

の
円
滑
な
導

入
を
図
り
う
る
よ
う
必

要
な
特
別
措
置
の
実
施
に

つ
き
十
分
配
慮
す
る
も

の
と
す
る
。

(二
)

設
備
投
資
減
税
の
拡
大

ー

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
化
等
投
資
促
進
税
制

エ
ネ

ル
ギ
ー
利
用
効
率
化
設
備
等

に
つ
い
て
、

一
定
の
要
件
の
も
と
に

初
年
度
三
〇
%
の
特
別
償
却
と
、
取
得
価
額
の
七
%
の
税
額
控
除

(当
期

の
税
額
の
二
〇
%
を
限
度
と
す
る
)

の
い
ず
れ
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で

ぎ
る
措
置
を
講
じ
、
二
年
間

に
限
り
適
用
す
る
。

2

中
小
企
業
新
技
術
体
化
投
資
促
進
税
制

中
小
企
業
者
等

の
生
産
、
流
通
、
管
理
部
門
の
効
率
化
、
省
力
化
、
高
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度
化
に
資
す
る
機
械
装
置
、
器
具
備
品

の
う
ち
そ
の
設
置
を
す

る
こ
と
が

緊
急
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に

つ
い
て
、

一
定

の
要
件
の
も
と
に
初

年
度
三
〇
%
の
特
別
償
却
と
取
得
価
額

の
七

の
%
税
額
控
除

(当
期
の
税

額
の
二
〇
%
を
限
定
と
す
る
)
の
い
ず
れ
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る

措
置
を
講
じ
、
二
年
間

に
限

り
適
用
す
る
。

3

テ
ク
ノ
ポ
リ
ス
促
進
税
制

特
定

の
先
端
技
術
型
産
業
に
属
す
る
事
業
を
営
む
法
人
が
、
テ
ク
ノ
ポ

リ
ス
地
域

(高
度
技
術
工
業
集
積
地
域
)
内

に
新
増
設
し
た

一
定

の
工
業

用
機
械
等
に
つ
い
て
、
初
年
度
三
〇
%

(工
業
用
建
物
等
は

一
五
%
)
の

特
別
償
却
を
認
め
る
措
置
を
講
じ
る
。

(三
)

福
祉
対
策

1

所
得
税

の
障
害
者
等

に
対
す
る
所
得
控
除
を
別
表

の
と
お
り
引
き

上
げ
る
。

2

同
居
し
て
い
る
特
別
障
害
者
お
よ
び
同
居
老
親
等
で
あ

る
老
人
扶

養
親
族
に
つ
い
て
の
所
得
税
の
配
偶
者
控
除
額
お
よ
び
扶
養
控
除
額
の
特

別
控
除
額
を
七
万
円

(現
行
五
万
円
)
に
引
き
上
げ
る
。

3

住
民
税

に
お
け
る
障
害
者
控
除
等
の
特
別
な
人
的
控
除
を
別
表

の

と
お
り
引
き
上
げ
る
。

4

住
民
税

に
お
い
て
、
同
居
老
親
等
扶
養
控
除
を
現
行
二
十
六
万
円

か
ら
三
十

一
万
円

(昭
和
五
十
九
年
度
に
お

い
て
は
三
十
万
三
千
円
)

に
、

同
居
特
別
障
害
者
扶
養

(配
偶
者
)
控
除
を
現
行
二
十
五
万
円
か
ら
三
十

万
円

(昭
和
五
十
九
年
度

に
お
い
て
は
二
十
九
万
三
千
円
)
に
そ
れ
ぞ
れ

引
き
上
げ
る
。

5

住
民
税
に
お
け
る
障
害
者
、
未
成
年
者
、
老
年
者
お
よ
び
寡
婦

の

非
課
税
限
度
額
を
所
得
金
額
で
百
万
円

(現
行
八
十
万
円
)
に
引
き
上
げ

る
。(四
)

農
林
漁
業
対
策

(略
)
,

(五
)

中
小
企
業
対
策

前
記

(二
)

の
ほ
か
次
の
措
置
を
講
ず
る
。

白
色
事
業
専
従
者
控
除
額
を
四
十
五
万
円

(現
行
四
十
万
円
)
に
引
き

上
げ
る
。

(六
)

資
源

エ
ネ

ル
ギ
ー
対
策

前
記

(二
)
設
講
投
資
減
税

の
拡
大

の
項
で
述
べ
た
通
り
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
利
用
効
率
化
設
備
等
に
つ
い
て
、
特
別
償
却
と
税
額
控
除
と
の
選
択
適

用
を
認

め
る

エ
ネ

ル
ギ
ー
利
用
効
率
化
等
投
資
促
進
税
制
を
創
設
す
る
億

か
、
金
属
鉱
業
等
鉱
害
防
止
準
備
金
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。

(七
)

科
学
技
術
振
興
対
策

前
記

(二
)
設
備
投
資
減
税

の
拡
大
の
項
で
述

べ
た
通
り
、
先
端
技
術

型
産
業
に
属
す
る
事
業
を
営
む
法
人
が

テ
ク
ノ
ポ
リ
ス
地
域
内

に
新
増
設

し
た
工
業
用
機
械
等

に
つ
い
て
特
別
償
却
を
認
め
る
テ
ク
ノ
ポ
リ
ス
促
進

税
制
を
創
設
す
る
。

〈
三
〉

政
策
税
制

の
見
直

(
一
)

国
税

(特
別
償
却
等
)

ー

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
促
進
税
制
を
廃
止
す
る
。

2

特
別
設
備
等
の
特
別
償
却
に
つ
き

(1
)

公
害
防
止
用
設
備

の
初
年
度
百
分
の
二
十
五
の
特
別
償
却
の
対

象
設
講
の
見
直
し
を
行
う
。
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(2
)

無
公
害
化
生
産
設
備

の
う
ち
イ
オ

ン
交
換
膜
法
電
解
装
置
お
よ

び
廃
棄
特
再
生
処
理
用
設
備
に
係
る
特
別
償
却
率
を
百
分
の
十
八
か
ら
百

分
の
十
六
に
引
き
下
げ
る
。

3

低
開
発
地
域
等

に
お
け
る
工
業
用
機
械
等
の
特
別
償
却

に
つ
い
て
、

低
開
発
地
域
工
業
開
発
地
区
お
よ
び
農
村
地
域
工
業
導
入
地
区
の
機
械
装

置
に
係
る
特
別
償
却
率
を
百
分
の
十
八
か
ら
百
分
の
十
六
に
引
き
下
げ
た

う
・κ
、

こ
れ
ら

の
地
区
に
お
け
る
工
業
用
機
械
等

に
係
る
適
用
期
限
を
二

年
延
長
す

る
。

4

中
小
漁
業
構
造
改
善
計
画
を
実
施
す
る
漁
業
協
同
組
合
等

の
構
成

員

の
漁
船
の
割
増
償
却
に
つ
い
て
、
そ
の
割
増
償
却
率
を
百
分
の
三
十
か

ら
百
分
の
二
十
七
に
引
き
下
げ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。

5

特
定
備
蓄
施
設
等

の
割
増
償
却

に
つ
い
て
、
倉
庫
用
建
物
お
よ
び

穀
物
用
サ
イ

ロ
に
係
る
割
増
償
却
率
を
百
分

の
三
十
か
ら
百
分
の
二
十
七

に
引
き
下
げ
た
う
え
、
そ
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。

6

中
小
企
業
構
造
改
善
等
事
業
用
共
岡
施
設
の
特
別
償
却
に
つ
い
て
、

機
械
等

に
係
る
特
別
償
却
率
を
百
分
の
二
十
五
か
ら
百
分
の
二
十
三
に
引

き
下
げ
る
。

7

工
場
を
移
転
す
る
特
定
の
事
業
者

の
施
設
の
償
却

の
特
例
を
廃
止

す
る
。
8

登
録

ホ
テ
ル
業
等
の
減
価
償
却
資
産
の
耐
用
年
…数
の
特
例

に
つ
い

て
、
耐
用
年
数

の
短
縮

の
範
囲
を
百
分

の
二
十
五
以
下
か
ら

百
分
の
二
十

四
以
下
に
引
き
下
げ
る
。

(準
備
金
等
}

9

海

外
投
資
等
損
失
準
備
金
に
つ
い
て
、
新
開
発
地
域
投
資

に
係
る

積
立
率
を

一
二
%
か
ら

一
〇
%
に
引
き
下
げ
た
う
え
、
そ

の
適
用
期
限
を

二
年
延
長
す
る
。

10

証
券
取
引
責
任
準
備
金
お
よ
び
商
品
取
引
責
任
準
備
金

に
つ
い
て
、

そ

の
毎
期
の
積
立
率
を
お
お
む
ね

一
割
縮
減
し
た
う
え
、
そ

の
適
用
期
限

を
二
年
延
長
す
る
.

(二
)

地
方
税

(略
)

(三
)

利
子
配
当
課
税

利
子
配
当
課
税
の
あ
り
方

に
つ
い
て
は
、
非
課
税
貯
蓄
の
あ
り
方
を
含

め
全
般
的
な
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
昭
和
五
十
九
年
夏
ご
ろ
ま
で
を
目

途
に
具
体
的
な
成
案
を
得

る
べ
く
引
き
続
き
検
討
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

〈
四
〉

減
税
財
源
確
保
等

の
た
め
の
増
収
措
置

(
一
)

法
人
税
の
税
率

の
引
き
上
げ

法
人
税
の
税
率
を
、
二
年
間

の
措
置
と
し
て
引
き
上
げ
る
。

(本
文
中

の
表

13
参
照
)
。

(二
)

酒
税
の
税
率

の
引
き
上
げ

1

酒
税
に
つ
い
て
次
の
通
り
に
税
率

の
引
き
上
げ
を
行
う
。

へ本
文

中

の
表

7
参
照
)
。

2

以
上

の
改
正
は
、
昭
和
五
十
九
年
五
月

一
日
か
ら
実
施
す
る
。

(三
)

物
品
税

の
課
税
対
象

の
拡
大
等

1

課
税
対
象

へ
の
追
加

(
1
)

物
品
名
お
よ
び
税
率

次
の
物
品
を
新
た
に
課
税
対
象
に
加
え
る
。

(本
文
中
の
表
7
、

8

参
照
)。

実
施
時
期

　　…榊
酬
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昭
和
五
十
九
年
十
月

一
日
。
た
だ
し
、
前
記

(
1
)

の
②

に
掲
げ
る
物

品

に
つ
い
て
は
昭
和
六
十

一
年
十
月

一
日
。

2

税
率
の
引
き
上
げ

(1
)

物
品
の
税
率
を
引
き
上
げ
る
。

(本
文
中

の
表
7
、
8
参
照
)
。

(
2
)

実
施
時
期

昭
和
五
十
九
年
五
月

一
日
。

た
だ
し
、
自
動
車
用
の
冷
房
装
置
に
つ
い

て
は
昭
和
五
十
九
年
十
月

一
日
。

3

検
討
事
項

産
業
技
術

の
進
展
に
伴
い
、
経
済
社
会

に
お
い
て
使
用
ま
た
は
消
費
さ

れ
る
物
品
が
高
度
化
、
多
様
化
し
て
い
る
こ
と
、
現
行
の
物
品
制
が
個
別

物
品
掲
名
課
税
の
方
式
を
と

っ
て
い
る
た
め
課
税
対
象
の
適
格
な
選
定
に

は
大
き
な
困
難
を
伴
う

こ
と
等
の
実
情
を
踏
ま
え
、
直
間
比
率
そ
の
他
の

税
体
系
の
問
題
を
含
め
幅
広
く
検
討
す
る
も

の
と
す
る
。

(四
)

法
人
税

の
延
納
制
度

の
廃
止

(五
)

法
人
税

の
欠
損
金
の
繰
り
戻
し
に
よ
る
還
付

の
特
例
の
暫
定
的

適
用
停
止

(六
)

地
方
税

1

法
人
住
民
税
均
等
割

税
率
を
引
き
上
げ
る
。

(本
文
中

の
表

14
参
照
)。

2

自
動
車
税
お
よ
び
軽
自
動
車
税

標
準
税
率
を
自
動
車
税

に
つ
い
て
は
お
お
む
ね

一
五
%
、
軽
自
動
車
税

に
つ
い
て
は
お
お
む
ね

一
〇
%
引
ぎ
上
げ
る
。
た
だ
し
、
営
業
用
車
の
税

率
の
引
き
上
げ
率
は
お
お
む
ね
五
%
と
す
る
。

3

法
人
の
住
民
税
お
よ
び
事
業
税
の
徴
収
猶
予
制
度
の
廃
止

(七
)

石
油
税
の
税
率

の
引
ぎ
上
げ
等

石
油
税
の
税
率
を
四

・
七
%

(現
行
三

・
五
%
)

に
引
き
上
げ
る
と
と

も
に
、
国
産
天
然
ガ
ス
、
輸
入
L
N
G
及
び
輸
入
L
P
G
を
課
税
対
象
に

追
加
し
、
そ

の
税
率
を

一
・
二
%
と
す
る
。

以
上

の
改
正
は
、
昭
和
五
十
九
年
九
月

一
日
か
ら
実
施
す
る
。

〈五
〉

納
税
環
境

の
整
備

申
告
納
税
制
度
の
定
着
と
課
税

の
公
平
の
推
進
を
図
る
た
め
、
記
録
お

よ
び
記
帳
に
基
づ
く
申
告
制
度
の
明
確
化
そ

の
他
の
納
税
環
境
の
整
備
に

関
す

る
諸
施
策
を
講
ず
る
。

1

記
録
お
よ
び
記
帳

に
基
づ
く
申
告

(
1
)

納
税
義
務

の
あ
る
個
人
事
業
所
得
者
等
は
、
取
引

に
関
し
て
受

領

し
、
ま
た
は
作
成

し
た
記
録
お
よ
び
書
類

の
保
存
を
す
る
も
の
と
す
る
。

(
2
)

個
人
事
業
所
得
者
等
で
、
所
得
金
額

(給
与
等
を
除
い
た
事
業

所
得
等

の
金
額
)
が
三
百
万
円
を
超
え
る
者

は
、
取
引

に
関
し
簡
易
な
記

帳
を
し
な
け
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
す
る
。

2

資
料
収
集
制
度
の
整
備

(1
)

個
人
事
業
所
得
者
等
で
、
そ
の
年
の
事
業
所
得
等
に
係
る
収
入

金
額
が
、
五
千
万
円
を
超
え
る
者
は
、
総
収
入
金
額
報
告
書
を
提
出
す
る

も
の
と
す
る

(確
定
申
告
書
を
提
出
す
る
者

に
つ
い
て
は
不
要
と
す
る
)。

(注
)

(
1
)
お
よ
び

(
2
)
に
つ
い
て
は
、

罰
則
、

過
怠
税
等
は
設

け
な
い
。

3

そ

の
他
の
諸
方
策

(1
)

(略
)

(2
)

(略
)

鵬紬…幽
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(3
)

所
得
税
の
公
示
制
度
を
税
額
公
示
に
改

め
、
納
税
額

一
千
万
円

超
の
者
を
公
示
対
象
と
す
る
。

【検
討
事
項
】

一

広
告
費
課
税

広
告
費
課
税
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
す
る
も
の
と
す
る
。

二

公
益
法
人
課
税

(略
)

三

減
価
償
却
資
産
の
法
定
耐
用
年
数

(略
)

四

退
職
給
与
引
当
金

退
職
給
与
引
当
金
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
引
き
続
き
検
討
を
加
え
る
。

五

自
動
車
関
係
諸
税

自
動
車
関
係
諸
税
に
つ
い
て
は
、
国

・
地
方
を
通
ず
る
総
合
的
負
担
の

あ
り
方
の
角
度
か
ら
、
幅
広
く
検
討
す
る
。

六

た
ば
こ
消
費
税

た
ば
こ
専
売
制
度
お
よ
び
日
本
専
売
公
社
の
改
革
に
伴

い
た
ば
こ
の
輸

入
自
由
化
が
行
わ
れ
る
場
合

に
は
、
現
行
の
専
売
納
付
金
制
度
は
た
ば
こ

消
費
税
制
度
に
改
め
る
必
要
が
生
ず
る
。

国
お
よ
び
地
方

の
た
ば
こ
消
費
税
の
仕
組
み
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

検
討
す
る
も

の
と
す
る
。

41十 九 八 七
、

 

れ
な
い
こ
と
に
か
ん
が
み
、

(地
方
税
相
当
部
分
)

を
講
ず
る
こ
と
を
昭
和
五
十
九
年
度
予
算

の
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討
す

べ
き

で
あ

る
。

(以
下
、
略
)
。

〈
資
料

二
〉

政

府

税

制
調

査

会

(首
相
諮
問
機
関
、
小
倉
武

一
会
長
)

八
)
～
要

旨
～

一
、
基
本
的
考
え
方

五
十
九
年
度
は

一
般
歳
出
を
前
年
度
以
下
に
圧
縮
す
る
な
ど
歳
出
を
厳

し
く
抑
制
す
る
こ
と
と
並
行
し
て
、
歳
入
面
で
も
税
制

に
つ
い
て
財
政
状

況
を
こ
れ
以
上
悪
化
さ
せ
な
い
と
の
基
本
方
針
の
下

に
改
正
す
べ
き
で
あ

る
。改
正
の
最
大
の
要
点
は
所
得
税
、
住
民
税

の
全
般
的
な
見
直
し
で
あ
る
。

事
業
税

(略
)

事
業
所
税

(略
)

公
社
有
資
産
所
在
市
町
村
納
付
金

(略
)

そ

の
他

2
、
3
、

は
略
。

源
泉
分
離
課
税
に
係
る
利
子
所
得
等
に
つ
い
て
は
住
民
税
が
課
さ

こ
の
部
分
に
係
る
所
得
税
収
入
の

一
定
割
合

は
地
方
財
源
と
し
て
地
方
団
体

に
還

元
す

る
方
逸

の

「
五
九
年

度

税

制
改

正

答
申

」

(
一
九
八
四

・
一

一

所
得
税
減
税

に
よ
る
減
収
は
原
則
と
し
て
他
の
税
目
に
よ
る
増
収
措
置
に

よ

っ
て
埋
め
、
こ
の
増
収
措
置
は
基
本
的
に
は
現
行
税
制

の
枠
内

に
と
ど

め
ざ
る
を
得
な
い
。
増
収
措
置
と
減
税
効
果
を
合
わ
せ
て
全
体
と
し
て
み

れ
ば
、
景
気
動
向
に

マ
イ
ナ
ス
効
果
は
な
い
。
今
後
の
問
題
と
し
て
は
、

特
に
税
体
系
の
抜
本
的
見
直
し
を
中
心
に
幅
広

い
角
度
か
ら
税
制

の
検
討

を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。



58商 経 論 叢 第20巻 第1号

二
、
国
税

【所
得
税
】

所
得
税
減
税

(略
〕
利
子

・
配
当
課
税

の
問
題
は
多
数

の

貯
蓄
者
、
貯
蓄
取
扱
機
関
等
に
関
係
す
る
ほ
か
、
金
融
市
場
に
大
き
な
影

響
を
与
え
る
の
で
、
今
後
、
時
間
を
か
け
て
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
適
当

だ
が
、
グ
リ
ー

ソ
カ
ー
ド

(少
額
貯
蓄
等
利
用
者

力
ー
ド
)
制
度

の
凍
結

期
間
と

の
関
連

か
ら
、
こ
と
し
夏
ご
ろ
ま
で
に
結
論
を
得
る
こ
と
が
望
ま

し
い
、
【法
人
税
】

税
率
引
き
上
げ

(略
)

【租
税
特
別
措
置
等
】

交
際
費
課
税

の
う
ち
中
小
企
業

の
定
額
控
除
に

つ
い
て
は
今
後
と
も
そ

の
在
り
方
を
検
討
す
べ
き
だ
。
広
告
課
税
も
今
後

な
お
検
討
を
続
け
る
べ
ぎ
で
あ
る
。
個
人
年
金
控
除
制
度

の
先
行
的
な
実

施
に
は
慎
重
な
態
度

で
臨
む
必
要
が
あ
る
。

【酒
税
】
(略
)

【物
吊
税
】

課
税
対
象

の
拡
大
を
図
り
、
乗
用
車
等
に
つ
い
て
は
若
干

の
税
率
引
き
上
げ
が
適
当
で
あ

る
。
現
行

の
物
品
税
等
の
個
別
消
費
税
は
、

税
負
担
の
公
平
性
と
中
立
性
を
維
持
し
つ
つ
必
要
な
税
収
を
安
定
的

に
確

保
す
る
上
で
問
題
が
あ

る
の
で
、
今
後
、
課
税
ペ
ー
ス
の
広

い
間
接
税
に

つ
い
て
検
討
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

【た
ぽ

こ
消
費
税
】

(略
)

【石
油
税
】
(略
)

三
.
地
方
税

【個
人
住
民
税
】
【法
人
住
民
税
】
【定
額
課
税
】
【地
方
た
ば
こ
消
費
税
】

【事
業
所
税
】
【非
課
税
等
特
別
措
置
】
【地
方
道
路
目
的
財
源
】
【自
動
車

運
転
免
許

に
対
す
る
課
税
】
【納
税
環
境

の
整
備
】
(略
)

※
詳
細
は
、
税
務
経
理
協
会

『税
経
通
信
』、

八
四
年
三
月
号
の
別
冊

「税
務
法

令
通
達
月
報
」
を
参
照
。

〈
資

料

三
〉

国
民

税

制

調

査

会

(代
表

・
山
本
正
男
)

の

「
昭

和

五
九

年

度

税

制

改

正

に
対

す

る
提

言
」

(
一
九

八
四

.
一
.

一
四
)

～

要

旨

～

一
、
総
論

9

財
政
再
建
と
財
政
改
革

財
政
再
建
を
経
常
収
支

の
均
衡
達
成
と
い
う
単
な
る
量
的
な
問
題
に
と

ど
め
て
は
な
ら
ず
、
そ
れ
が
財
政
改
革
と
い
う
質
的
な
問
題
と
密
接
不
可

分
な
関
係
に
あ
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。
そ
の
点
か
ら
す

る
な
ら
ば
、
歳
出
構
造
の
改
革
も
ま
た
必
要
不
可
欠

で
あ
る
。
す
で
に
第

二
次
中
曽
根
内
閣
も
第
二
次
臨
調
行
政
調
査
会

の
答
申

の
線
に
そ

っ
て
、

歳
出
構
造
の
見
直
し
に
着
手
し
て
い
る
。
け
れ
ど
も
、
す
で
に
わ
れ
わ
れ

が

『
行
政
改
革
と
税
財
政
』

に
お
い
て
批
判
を
加
え
て
お
い
た
よ
う
に
、

第
二
臨
調

の
考
え
方

に
は
大
き
な
問
題
が
あ
る
。
し
た
が

っ
て
内
閣
が
現

在
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
歳
出
構
造

の
改
革
に
も
、
例
え
ば
防
衛
関
係
費

の
突
出
や
医
療
保
険

に
本
人
負
担
制
度
を
導
入
し
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と

な
ど
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
大
き
な
問
題
が
あ
る
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い

。
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仁⇒

税
制
改
正
は
公
平
性

の
確
保
を
第

一
に

今
後
の
税
制
改
正
は
公
平
性
の
確
保
を
第

一
の
目
標
に
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。
公
平
性
の
墓
準

に
は
同
じ
所
得
の
人
は
同
じ
税
負
担
と
い
う
形

で
の
水
平
的
公
平
と
、
高
い
所
得

の
人
は
負
担
能
力
が
あ
る
か
ら
低

い
所

得

の
人
よ
り
も
重

い
税
負
担
と
い
う
形

で
の
垂
直
的
公
平

の
二

つ
が
あ
る

が
、
両
者
が
と
も
に
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

特
に
、
今
後

の
低
成
長
経
済

の
も
と
で
、
所
得
水
準
の
大
き
な
増
加
が

望

め
ず
、
ま
た
所
得
分
布

の
不
平
等
化
が
進
行
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
時
、

こ
の
公
平
性
の
確
保
は
重
要
で
あ
る
。

こ
の
公
平
性

の
基
準
か
ら
税
制
を
考
え
た
場
合
、
個
人
所
得
課
税
が
税

体
系
の
基
幹
的
位
置
を
占
め
る
ぺ
ぎ

で
あ
る
。
昨
年

(
一
九
八
三
年
)

]

一
月
に
発
表
さ
れ
た
政
府
税
制
調
査
会

の
中
期
答
申
は
、

一
方
で
個
人
所

得
課
税
が
税
体
系

の
基
幹
的
位
置
を
占

め
る
べ
ぎ
で
あ
る
と
し
な
が
ら
、

他
方
で
は
、
所
得
分
布

の
平
準
化
、
消
費

の
多
様
化
、
消
費

の
サ
!
ビ
ス

化
が
進
み
、
ま
た
歳
出
面
を
通
ず
る
所
得
再
分
配
が
広
範

に
行
わ
れ
る
よ

う
に
な

っ
て
い
る
状
況
の
も
と
で
は
、
間
接
税

に
つ
い
て
、
負
担
配
分
が

累
進
的

で
な
い
と

い
う
理
由
で
否
定
す
る
の
は
必
ず
し
も
適
当
で
な
い
と

し
、
大
型
間
接
税
の
導
入
を
示
唆
し
て
い
る
。

し
か
し
、
間
接
税
が
垂
直
的
公
平
の
基
準
を
満

た
し
て
い
な
い
こ
と
、

特

に
そ
の
負
担
が
所
得
税
、
住
民
税
を
課
税
さ
れ

て
い
な

い
よ
う
な
低
所

得

の
人
び
と
に
も
及
ん
で
い
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
間
接
税
の
割
合
を
大

き
く
増
加
さ
せ
る
よ
う
な
税
制
改
正
、
特

に
、
大
型
間
接
税
の
導
入
は
適

当
で
な
い
と
い
わ
ざ
る
を
え
な

い
。

凹

一
兆
九

千
億

円
の
所
得
減
税
を

個
人
所
得
課
税
が
税
体
系

の
基
幹
を
占
め
る
べ
き
で
あ
る
と
す
れ
ば
、

今
後
の
税
制
改
正
の
中
心
も
そ
こ
で
行
わ
れ
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。
な
か

で
も
、
五
二
年
に
引
き
あ
げ
ら
れ
て
以
来
、
課
税
最
低
限
が
す
え
お
か
れ

て
い
る
こ
と
は
、
こ
の
期
間

の
消
費
春
物
価
の
上
昇
を
考
え
る
と
、
実
質

増
税
が
行
わ
れ

て
き
た
こ
と
に
等
し
い
か
ら
、
ま
ず
所
得
税
、
住
民
税
の

課
税
最
低
限
の
引
き
あ
げ
を
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
こ
の
所
得

減
税
は
民
間
の
消
費
需
要
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
に
よ

っ
て
、
軌
道

に
乗
り

つ
つ
あ
る
景
気
回
復
を
支
え
る
こ
と
に
も
な
る
。

政
府
税
調
で
も
課
税
最
低
限

の
引
ぎ
あ
げ
を
検
討
中
で
、
伝
え
ら
れ

る

と
こ
ろ
で
は
そ

の
引
き
あ
げ
幅
は
二
〇
%
の
よ
う
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ

の
間

の
消
費
者
物
価
上
昇
率
二
七
%
と
比
べ
て
み
た
場
合
、
二
〇
%
で
は

不
充
分
で
あ
り
、
三
〇

の
引
き
上
げ
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
所
要
財
源
は

所
得
税
で
約

一
兆
四
千
億
円
、
住
民
税
で
約
五
千
億
円
で
あ

る
が
、
そ

の

財
源
措
置
に
つ
い
て
は
各
論
で
述

べ
る
こ
と
に
す
る
。

な
お
、
政
府
税
調

で
は
所
得
税

の
最
低
税
率
の
引
き
あ
げ
、
最
高
税
率

の
引
き
さ
げ
、
税
率

の
き
ざ
み
の
数
及
び
適
用
対
象
所
得
範
囲

の
見
直
し

が
検
討
さ
れ

て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
そ

の
必
要
は
な
い
。
と

い
う

の
も
、

そ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
所
得
税
負
担
の
累
進
度
を
弱
め
、
現
在
の
垂
直
的
公

平
を
そ
こ
な
う
も
の
だ
か
ら
で
あ
る
。

四

ク

ロ
ヨ
ン
聞
題
と
税
務
行
政

の
適
正
化

ク
ロ
ヨ
ン

(九

.
六

.
四
)
と
か
ト
ウ
ゴ
ゥ
サ
ン

(十

・
五

・
三
)
と

い
わ
れ
る
所
得
の
種
類
に
よ

っ
て
補
捉
率
が
異
な

っ
て
い
る
こ
と
は
、
租

税
負
担
の
水
平
的
公
平
を
そ
こ
な
う
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
是
正
は
早

急
に
行
わ
れ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

こ
の
問
題
は
租
税

の
水
平
的
公
平
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に
関
係
す
る
だ
け
で
な
い
。
と
い
う

の
も
、
現
在
、
社
会
保
障
や
住
宅
対

策
あ
る
い
は
文
教
な
ど

の
分
野
に
お
い
て
、
所
得
基
準

に
よ
る
受
給
制
限

や
自
己
負
担
格
差
が
設
け
ら
れ
て
い
る
が
、
そ

の
所
得
基
準

の
判
定

に
所

得
課
税
関
係

の
資
料
が
用

い
ら
れ

て
お
り
、
も
し
そ
こ
で
補
捉
率
に
格
差

が
あ
る
と
な
る
と
、
そ
れ
ら
の
施
策
面
で
も
不
公
平
が
生
じ
る
こ
と
に
な

る
か
ら
で
あ

る
。

こ
う
し
た
問
題

の
解
決
に
は
税
務
行
政
が
適
正
に
行
わ
れ
る
必
要
が
あ

る
が
、
そ
の
た
め
に
は
、

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
が

「税
務
行
政
を
旨
く
執
行
す

る
責
任
は
政
府

の
役
人
な
ら
び

に
そ
の
雇
傭
者

の
み
が
負
う
べ
き

で
は
な

く
、
賃
金
お
よ
び
給
与

の
取
得
者
、
農
業
者
と
漁
業
者
、
小
商
工
業
者
と

会
社

の
重
役
、
自
由
職
業
者
と
投
資
家
、
要
す
る
に
全
国
民
に
か
か

っ
て

く
る
も
の
で
あ
る
」
と
述
べ
て
い
た
こ
と
を
想
起
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

そ
し
て
、
全
国
民
が
税
務
行
政
の
責
任
を
分
か
ち
あ
う
前
提
と
し
て
、
す

で
に
口
で
述

べ
た
税
制
そ
れ
自
体

の
公
平
性

の
確
保
が
何
よ
り
も
要
請
さ

れ
る
の
で
あ
る
。

し
た
が

っ
て
、

ク
ロ
ヨ
ン
問
題
に
対
処
す
る
た
め
に
記
帳
義
務
等
だ
け

を
た
だ
ち
に
法
制
化
す

る
と
い
う
こ
と
に
ど
れ
だ
け

の
効
果
が
あ
る
か
疑

問
で
あ
る
と

い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
む
し
ろ
、
効
果
と

い
う
点

か
ら

す
れ
ば
総
収
入
申
告
制
度
の
導
入
の
方
が
効
果
が
大
ぎ

い
の
で
は
な

い
か

と
考
え
ら
れ

る
。

国

中
期
的
な
税
制
改
正

の
た
め
に

五
九
年
度
税
制
改
正

に
関
す
る
わ
れ
わ
れ

の
具
体
的
提
言
は
各
論
で
述

べ
る
の
で
、
最
後
に
、
中
期
的
な
税
制
改
正
に
つ
い
て
わ
れ
わ
れ

の
考
え

方
を
簡
単
に
述
べ
て
お
こ
う
。
ま
ず
所
得
税
関
係
で
は
利
子
、
配
当

の
総

合
課
税
、

キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ

ソ
課
税
は
垂
直
的
公
平

の
基
準
か
ら
し
て
、

絶
対

に
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
水
平
的
公
平
、
垂
直
的
公
平
の
両
者

に
関

係
す
る
も

の
と
し
て

い
わ
ゆ

る
少
額
貯
蓄
非
課
税
制
度

の
検
討
も
必
要
で

あ
る
。
貯
蓄
奨
励
が
、
現
在

の
経
済
政
策
と
し
て
意
味
を
持

つ
か
ど
う
か
、

あ
る
い
は
、

一
人
元
本

一
、
四
〇
〇
万
円
ま
で
の
利
子

の
非
課
税
制
度
が
、

平
均
的
な
貯
蓄
額
か
ら
す
れ
ば
結
局
は
高
額
所
得
者
を
優
遇
す
る
こ
と
に

な

っ
て
い
る
の
で
は
な

い
か
な
ど
の
問
題
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、

所
得
税
、
住
民
税
に
自
動
物
価
調
整
制
度
を
設
け
る
こ
と
も
、

こ
れ
ま
で

わ
れ
わ
れ
が
く
り
か
え
し
提
焉
し
て
き
た
こ
と
で
あ
る
。

企
業
課
税
関
係

に
つ
い
て
は
、
法
人
に
税
負
担
能
力
が
あ
る
と

い
う
考

え
方
を
基
礎
に
、
累
進
税
率

の
導
入
、
受
取
配
当
不
算
入
制
度

の
廃
止
、

ま
た
利
潤
の
費
用
化
と

い
わ
れ
て
い
る
よ
う
な
種

々
の
制
度
の
廃
止
を
検

討
す

る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
法
人
事
業
税

に
外
形
標
準
課
税
を
導
入
す
る

こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

所
得
配
分
に
比
べ
る
と
資
産
配
分
が
著
し
く
不
平
等
化
し
て
い
る
こ
と

を
考
え
る
と
、
現
行
の
相
続
税
、
贈
与
税
の
あ
り
方
を
資
産
配
分
を
平
等

化
す
る
方
向

で
検
討
す
る
と
と
も
に
、
富
裕
税

の
導
入
も
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
分
権
化
を
お
し
す
す
め
る
た
め
に
、
国
と
地
方
と
の
間
の
税
源

配
分
を
地
方

に
よ
り
多
く
な
る
よ
う
に
、
税
制
全
体
を
改
革
す
る
必
要
が

あ
る
。
二
、
税
制
改
正
に
つ
い
い
て
の
具
体
的
提
言

わ
れ
わ
れ
は
、
来
年

(
一
九
八
四
)
度
税
制
改
正
に
あ
た

っ
て
は
、
税

負
担

の
不
公
平
を
是
正
す
る
こ
と
を
最
童
点
に
お
ぎ
、

つ
ぎ

の
事
、項
に
つ

い
て
改
革
す
る
よ
う
求

め
る
。
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e

一
兆
九
千
億
円
の
所
得
減
税

の
実
施

所
得
税

の
課
税
最
低
限
は
五
二
年
度
に
引
き
上
げ
ら
れ

て
以
降
す
え
置

か
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
税
制
改
正
な
き
実
質
増
税
が
進
み
、
と
り
わ
け

給
与
所
得
者

の
税
負
担
の
増
加

は
い
ち
じ
る
し
い
。
不
公
平
な
負
担
を
な

く
す
た
め
に
所
得
税
お
よ
び
住
民
税
の
調
整
減
税
を
行
う
必
要
が
あ

る
。

ω

所
得
税
の
調
整
減
税
措
置

①

五
二
年
度
か
ら
制
度
的
改
正
に
よ
る
調
整
減
税
措
鷺
が
講
じ
ら
れ

て
こ
な
か
っ
た
こ
と
に
か
ん
が
み
、
そ

の
間
の
物
価
上
昇
率

(五
二

年

か
ら
五
八
年
の
間
の
消
費
者
物
価
上
昇
率
を
と
り
あ
え
ず
、
二
七

所得税住民税の課税最低限

(単位:万 円)

(参考)

税民住

瞬 後
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113.6
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子

子

婦

婦

独

夫

夫

夫

(注)住 民税の現行の()内 は非課税限度額

%
と
す
る
)
に
相
応
し
た

課
税
最
低
限
の
引
き
上
げ

を
行
な
う
。

②

所
得
控
除
額
は
給
与
所

得
控
除

の
最
低
保
障
額
を

七
〇
万
円

(現
行
五
〇
万

円
)
と
し
、
他

の
人
的
控

除

(基
礎
、
配
偶
者
、
扶

養
控
除
)
を
そ
れ
ぞ
れ
三

八
万
円
(現
行
二
九
万
円
)

と
す
る
。

こ
れ
に
必
要
な

財
源
は
約

袖
兆
四
、
○
○

○
億
円
で
あ
る
。

⑧

婦
人
パ
ー
ト
労
働
者

の

賃
金
ヒ
昇
に
対
処
す
る
た

め
、
配
偶
者

の
控
除
適
用
収
入
限
度
を

一
〇
八
万
円
と
す
る
。
な
お
、

内
職
所
得

に
つ
い
て
も
配
慮
を
行
う
。

②

住
民
税

の
減
税

所
得
税
調
整
減
税
と
の
関
係
で
基
礎
、
配
偶
者
、
扶
養
の
三
控
除
を
そ

れ
ぞ
れ
二
九
万
円

(現
行
二
二
万
円
)
に
引
き
上
げ
る
。
な
お
、
こ
の
減

税
に
必
要
な
財
源
は
約
五
、
○
○
○
億
円
と
見
込
ま
れ
る
。

㈹

所
得
税
減
税

の
た
め
の
財
源
対
策

所
得
税
減
税
は
、
不
公
平
な
負
担
を
調
整
す
る
た
め
の
措
置
で
あ
り
、

そ
の
財
源
は
不
公
平
税
制

の
是
正
に
よ

っ
て
確
保
す
る
こ
と
を
基
本
と
す

る
が
、
あ
わ
せ
て
担
税
力

・
負
担
の
ア
ン
バ

ラ
ン
ス
の
観
点
か
ら
の
増
収

対
策
も
必
要

で
あ

る
。

①

法
人
課
税

の
適
正
化
す
な
わ
ち
巨
大
企
業
と
中
小
法
人

に
対
す
る

同

一
法
人
税
率

の
適
用
と
い
う
不
合
理
を
な
く
す
と
と
も
に
大
法
人

中
心
に
負
担
を
高
め
る
た
め
に
は
、
法
人
税
率

に
軽
度
の
累
進
制
を

導
入
す
る
こ
と
等
が
必
要

で
あ
る
が
、
来
年
度

に
お
い
て
は
、
法
人

税
率
を
二
%
引
き
上
げ
る

(六
、
○
○
○
億
円
の
増
収
)。

②

利
子
所
得
、
配
当
所
得

に
対
す
る
課
税
を
強
化
す
る

(
四
、
八
〇

〇
億
円
の
増
収
)。

一
般
源
泉
徴
収
税
率
、
源
泉
分
離
選
択
税
率
を
そ
れ
ぞ
れ
現
行
の

二
〇
%
、
三
五
%
か
ら
二
五
%
、
四
〇
%
に
引
き
上
げ
る
。

③

有
価
証
券
取
引
税
率
を
二
倍

に
引
ぎ
上
げ
る

(三
、

一
〇
〇
億
円

の
増
収
)。

④

現
行
所
得
税
制
の
な
か
で
、
と
り
わ
け
不
公
平
是
正
が
求
め
ら
れ

て
い
る
も
の
の
う
ち
、

つ
ぎ

の
二
項
目
を
た
だ
す

(
一
、
六
〇
〇
億
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円
増
収
)。

ω

医
師

の
社
会
保
険
診
療
報
酬
課
税

の
特

例
措
置

を
廃

止
す

る

(
一
、

一
八
〇
億
円
の
増
収
)。

回

給
与
所
得
控
除
に
頭
打
ち
制
度
を
復
活
す
る

(控
除
限
度
額
を

二
〇
五
万
円
と
す
る
)。

(四
二
〇
億
円
の
増
収
)。

紛

住
民
税
減
税

の
た
め
の
財
源
対
策

住
民
税
減
税
に
必
要
な
財
源
は
、
所
得
税
減
税
財
源
と
し
て
の
税
制
改

正
に
と
も
な
う
地
方
税
収

へ
の

バ
ネ
返
り
も
あ
る
が
、
独
自

の
財
源
確
保

を
講
じ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

①

法
人
住
民
税

の
均
等
割
を
三
倍
に
引
ぎ
上
げ
る

(二
、
○
○
○
億

円
の
増
収
)。

②

事
業
税

の
非
課
税
措
置
を
や
め
る
。

現
在
、
㈹
社
会
保
険
診
療
報
酬

の
所
得
計
算
の
特
例

(五
二
二
億

円
)、

回
新
聞
発
行
事
業
そ
の
他

の
事
業
に
対
す
る
非
課
税

(
=
二

九
億
円
)、
6

一
般
放
送
事
業
に
対
す
る
非
課
税

(
一
四
八
億

円
)
が

行
わ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
は
不
公
平

の
是
正
の
観
点
か
ら
廃
止
す
べ

き
で
あ
る

(八
〇
九
億
円
の
増
収
)
。

③

電
気
税
の
非
課
税
措
置
等
を
整
理
す

る
。

市
町
村
税
と
し
て
の
電
気
税
に
つ
い
て
は
、
ω
非
課
税

(
一
、

一

八
〇
億
円
)
、

回
税
率
の
特
例

(三

一
億
円
)

の
減
免
税
措
闘
が
と

ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
、
電
力

料
金
の
コ
ス
ト
に
占
め
る
比

率
が

一
〇
%
以
下

の
事
業
に
つ
い
て
の
非
課
税
措
置
を
や
め
る
こ
と
、

ま
た
、
税
率
の
特
例
を
廃
止
す
る
。

④

電
電
公
社
専
売
公
社

に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
特
例
措
置
11
納
付

金
の
特
例
措
置
を
廃
止
す
る

(六
〇
〇
億
円
の
増
収
)。

⑤

自
動
車
運
動
免
許
税
を
新
設
す
る
。

こ
の
新
税
は
地
方
税
と
し
て
の
収
入
の
安
定
性
、
地
域
的
均
て
ん

性
を
も

つ
と
と
も
に
サ
ー
ビ
ス
課
税
の
面
か
ら
も
設

け

て
も

よ

い

(
一
、

八
〇
〇
億
円
の
増
収
)。

仁コ

内
需
型
経
済

へ
の
税
制
の
活
用

内
需
主
導

の
経
済

へ
の
転
換
を
は
か
る
た
め
、
税
制
面
で
も

つ
ぎ
の
よ

う
な
措
置
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

ω

一
兆
九
千
億
円
の
所
得
減
税
を
実
施
し
、
個
人
消
費
を
拡
大
す
る
。

②

住
宅

ロ
ー
ン
控
除
を
拡
充
し
、
住
宅
建
設

の
増
加
を
は
か
る
。

㈹

中
小
零
細
企
業

の
た
め
に
投
資
減
税
を
行
う
。

ω

輸
出
課
微
金
制
度
を
導
入
し
、
そ

の
収
入
は
、
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー

開
発
、
都
市
再
開
発
等

の
投
資
財
源
に
あ
て
る
と
と
も

に
発
展
途
上

國
に
対
す
る
援
助
資
金
と
す
る
。

㈲

十
地
税
制

の
緩
和
等

(個
人
の
土
地
譲
渡
所
得
課
税
の
特
例
お
よ

び
法
人
等

の
土
地
譲
渡
益
重
課
制
度

に
お
け
る
期
聞
区
分

の
十
年
を

五
年
に
短
縮
等
)
は
税

の
不
公
平
を
拡
大
す
る
だ
け
で
、
土
地
問
題

の
解
決
と
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
反
対
す
る
。

コ

公
正
な
税
務
行
政
の
推
進

不
公
平
な
税
制
を
是
正
す
る
と
と
も
に
公
正
な
税
務

の
執
行
に
よ

っ
て

国
民
の
税
に
対
す
る
不
公
平
感
を
払
拭
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

ω

年
収
二
、
○
○
○

万
円
以
上

の
所
得
者

に
課
せ
ら
れ
て
い
る

「財

産
債
務
明
細
書
」
の
提
出
義
務
を
完
全
に
履
行
さ
せ
る
。

②
、
㈲

略
。



⑥

大
企
業

に
対
す
る
税
務
調
査
を
厳
正
に
行
い
、
使
途
不
明
金
等

に

対
す
る
課
税
を
徹
底
す
る
と
と
も

に
追
加
的
重
課
税
制
度
を
設
け
る
。

ま
た
、
公
益
法
人

に
対
す
る
税
務
調
査
を
的
確
に
行
う
。

働

国
税
職
員
の
増
員
お
よ
び
事
務
機
械
化

・
合
埋
化
を
す
す
め
、
実

施
調
査
率
を
高
め
る
。

四

税
情
報
の
公
開
と
税
務

の
民
主
化

国
民

の
税
に
対
す
る
不
信
を
解
消
し
、
抜
本
的
な
税
制
改
革

に
つ
い
て

国
民
的
合
意
を
得
る
に
は
税
に
関
す
る
資
料
の
提
供
と
税
務

の
民
主
化
が

欠
か
せ
な

い
。

ω

上
場
会
社
お
よ
び
政
府
出
資
法
人
、
特
殊
法
人
に
つ
い
て
は
法
人

税
申
告

(更
正
等

の
分
を
含
む
)
に
あ
た

っ
て
所
得
の
金
額

の
計
算

に
関
す
る
明
細
書
を
公
表
す
る
。

②

所
得
階
層
別
お
よ
び
業
種
別

の
直
接
税
、
間
接
税
、
国
税
、
地
方

税
別
の
負
担
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
。

㈹

わ
が
国
に
お
け
る
資
産
保
有
状
況
調
査
を
実
施
し
、
実
態
を
明
ら

か
に
す
る
。

㈹

申
告
納
税
制
度

の
基
本
に
の

っ
と
り
、
給
与
所
得
者

に
も
申
告
権

を
制
度
的

に
保
障
す
る
た
め
、
必
要
経
費
控
除
を
認
め
た
確
定
申
告

納
税
と
年
末
調
整
と

の
選
択
制
度
を
創
設
す
る
。

㈲
～
㈹

略
。
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〈
資

料

四
〉

大

蔵

省

「
財
政

改

革

を
進

め

る

に
当

っ
て

の
基

本

的
考

え
方

」

二

九
八
四

・
二

・
+
)
～
要

旨
～

〈
五
十
九
年
度
予
算
と
今
後

の
財
政
改
革
〉

五
十
九
年
度
予
算
で
は

一
般
歳
出
の
規
模
を
敵
し
く
抑
制
、
歳
入
面
も

見
直
し
、
公
債
発
行
額
を
可
能
な
限
り
減
額
し
た
。
今
後
も
毎
年
度
、
歳

出

・
歳
入
構
造
の
合
埋
化
、
適
正
化

に
最
大
限
の
努
力
を
璽
ね
、

「
一
九

八
〇
年
代
経
済
社
会

の
展
望
と
指
針
」
の
対
象
期
間
中

へ六
十
五
年
度
ま

で
)
に
赤
字
国
債
依
存
体
質
か
ら
の
脱
却
と
国
債
依
存
度
の
引
き
下
げ
に

努
め
る
。

〈今
後

の
財
政
改
革
の
進
め
方
〉

①
歳
出
n

一
般
会
計
歳
出
の
伸
び
は
名
目
成
長
率
以
下
と
い
う
考
え
方

を
基
本
的
に
踏
ま
え
、
当
面
、
最
近

の
厳
し

い
抑
制
努
力
を
引
き
続
き
竪

持
す
る
。
こ
の
た
め
、
歳
出
全
般
の
節
減
合
理
化

に
さ
ら
に
穣
極
的
に
取

り
組
む
。
後
年
度
負
担
も
厳
し
く
抑
制
す
る
。
特
に
、
補
助
金
等
は
そ
の

す
べ
て
に
つ
い
て
見
直
し
、
徹
底
し
た
整
理
合
理
化
を
推
進
、
総
額
を
厳

し
く
抑
制
す
る
。
ま
た
、
定
員
削
減
計
画
の
蒋
実
な
実
施
と
新
規
増
員
の

圧
縮
な
ど
、
人
件
費

の
累
増
を
厳
し
く
抑
制
す
る
。
公
共
料
金
等
も
適
正

化
し
公
正
な
費
用
負
担
の
確
保
に
努
め
る
。
今
後
も
予
算
編
成
に
あ
た

っ

て
は
厳
し
い
概
算
要
求
枠
を
設
定
す
る
。

地
方
財
政
の
健
全
化
の
た
め
、
五
十
九
年
度
以
降
、
交
付
税
特
別
会
計

は
新
た
な
借
り
入
れ
を
せ
ず
、
当
分
の
間
、
各
年
度

の
地
方
財
源
措
置
と

し
て
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
特
例
措
鷺
を
講
じ
る
。
な
お
、
地
方
公
共
団
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体
で
も
国
と
同

一
歩
調
で
歳
出
の
合
理
化

・
適
正
化
を
徹
底
す
る
よ
う
要

請
す
る
。

②
税

・
社
会
保
険
料
等
11
歳
入
面

で
は
公
平
、
適
正
な
租
税
負
担
の
あ

り
方
を
検
討
し
、
そ

の
確
保
に
努
め
る
。
社
会
保
険
料

に

つ

い
て

は
医

療

・
年
金
な
ど

の
適
正
な
給
付
水
準
と
負
担
の
あ
り
方
を
踏
ま
え
、
そ
の

確
保
に
努
め
る
。
五
十
九
年
度
予
算

の
租
税
負
担
と
社
会
保
障
負
担
を
合

わ
せ
た
国
民
の
負
担
率

(対
国
民
所
得
比
)
は
三
五
%
程
度
と
推
計
さ
れ

る
。
国
民
負
担
率
の
中
長
期
的
な
方
向

に
つ
い
て
は
今
後
、
高
齢
化
社
会

の
進
展
な
ど
に
よ
り
現
状
よ
り
は
上
昇
せ
ざ

る
を
得
な

い
が
、
徹
底
的
な

制
度
改
革
の
推
進

に
よ
り
欧
州
諸
国
の
水
準
よ
り
は
か
な
り
低

い
水
準

に

と
ど
め
る
よ
う
努
め
る
。

③
赤
字
国
債

の
償

還
財
源
の
調
達

・
国
債
依
存
度
等

ー1
六
十
年
度
以
降

に
お
け
る
多
額
の
赤
字
国
債

の
償
還
に
要
す
る
財
源
の
調
達

に
つ
い
て
は

借
り
換
え
債
の
発
行
を
検
討
す
る
こ
と
と
す
る
。
な
お
借
り
換
え
債
を
発

行
す
る
場
合
に
お
い
て
も
、
赤
字
国
債

の
具
体
的
な
償
還
方
法
に
つ
い
て

は
、
差
し
当
た
り
最
小
限
、
す
で
に
確
立
し
て
い
る
建
設
国
債
と
同
様

の

方
法
に
よ
り
、
毎
年
度

の
財
政
事
情
を
勘
案
し
た
う
え
、
で
き
る
だ
け
速

や
か
に
残
高
を
減
少
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
。

ま
た
借
り
換
え
債
を
含

め
た
総
国
債
発
行
額
を
で
き
る
だ
け
抑
制
す
る

こ
と

に
よ
り
、

こ
れ
ま
で
急
速
に
上
昇
し
て
き
た
国
民
総
生
産
に
対
す
る

国
債
残
高

の
比
率
に
つ
い
て
も
極
力
低
く
と
ど
め
る
。

〈資
料
五
〉
社
会
党
の
八
四
年
度
予
算
政
府
案
に
対
す
る
主
要
組
替
え
要
求

(八
四

.
二
.
二
六
)

昭
和
五
九
年
度
予
算
政
府
案
は
、
大
衆
増
税
、
福
祉
切
り
下
げ
、
軍
備

拡
大
に
よ
る

「
国
民
生
活
犠
牲
、
将
来
不
案
増
幅
」
の
予
算
で
あ
る
。

わ
が
党
は
、
内
需
主
導
経
済

に
よ
る
生
活
向
上
、
対
外
貿
易
摩
擦

の
解

消
、
赤
字
財
政
の
立
て
直
し
等
の
た
め
の
展
望
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
、

来
年
度
予
算

の
課
題
で
あ
る
と
考
え
、
そ

の
た
め
の
緊
急
課
題
を
提
示
し
、

政
府
に
そ
の
実
現
を
求
め
て
き
た
。
し
か
し
、
政
府
は
、
軍
事
費
の
優
先

支
出
を
は
か
る

一
方

で
、
国
民
生
活
を
犠
牲
に
す
る
予
算
編
成
を
行

っ
た
。

し
た
が

っ
て
、
わ
が
党
は
、
最
低
限
の
予
算
組
替
え
を
下
記
事
項
の
と
お

り
行
う
よ
う
要
求
す
る
。
こ
れ
ら

の
事
項
は
緊
急
を
要

し
、
か
つ
、

「生

活
安
定
、
平
和
保
障
の
経
済
財
政
改
革
L

あ
る
。
組
替
え
の
主
要
事
項

1

一
兆
九
、
○
○
○
億
円
の
所
得
減
税

ω

所
得
税
を

一
兆
四
、
○
○
○
億
円
減
税
す
る
。

①

人
的
控
除
を
各
六
万
円
引
上
げ
、
給
与
所
得

控
除
、
税
率
・等
を
改
め
る
。

(最
低
税
率
お
よ
び
最
高
税
・率
は
現
行
ど

お

り
と
す
る
)

を
進
め
る
に
不
可
欠
な
課
題
で

(億

円
)

△

五
、

三
〇
〇
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仙

こ
れ

に
よ
り
、
課
税
最
低
限
度
額
は
、
標
準

(四
人
)
世
帯
で
二
五
〇

・
七
万
円

に
引

上
げ

ら
れ
る
。

③

ま
た
、
パ
ー
ト
収
入
者

の
非
課
税
限
度
額
は
、

現
行
七
九
万
円

(政
府
案
八
八
万
円
)
が
九
万

円
)
に
引
上
げ
ら
れ
る
。

鋤

住
民
税
を
五
、
○
○
○
円
減
税
す
る
。

①

人
的
控
除
を
各
充
万
円
引
h
げ

る
。
な
お
、

給
与
所
得
控
除
の
引
上
げ
を
適
用
す
る
。

②

こ
れ
よ
り
、
課
税
最
低
限
度
額
は
標
準
世
帯

で
二
〇
〇
万
円

に
引
上
げ
ら
れ
る
。

㈹

所
得
税
減
税
財
源
等

不
公
平
税
制
を
是
正
し
、
大
法
人
と
不
労
所
得

者
に
負
担
を
求
め
る
こ
と

に
よ

っ
て
確
保
す
る
。

ゆ

地
方
税
減
税
財
源

別
途
措
置
す
る
。

2

大
衆
増
税
の
撤
回

ω

酒
税

の
増
税
を
行
わ
な
い
。

②

物
品
税

の
増
税
を
行
わ
な
い
。

ゆ

石
油
税
の
増
税
を
行
わ
な

い
。

3

建
設
国
債
を
活
用
す
る

公
共
投
資
財
源
を
建
設
国
債
で
ま
か
な
う
。

4

防
衛
関
係
費

の
凍
結

昭
和
五
八
年
度
当
初
予
壕
額
と
同

一
額
と
す
る
。

△

一
、

八

七
〇

=

、

五
七
八

△

一
、

八
七
〇

△ △ △ △

三 四
1-

 

二

、

一
ご
一〇

二
〇
〇

三
五
〇

六
七
〇

三
二
三

△

一
、

八
〇

四

5

福
袖

・
教
育
等

の
充
実

ω

医
療
保
険
の
改
悪
を
や
め
る
。

①

健
康
保
険
本
人

一
割
負
損
を
行
わ
な

い
。

砲

高
額
療
養
費
の
自
己
の
自
負
担
限
度
額

の
引

L
げ
を
行
わ
な
い
。

③

現
行
制
度

の
継
続

に
よ
り
園
庫
負
担

の
削
減

を
行
わ
な
い
。

④

国
民
健
康
保
険

に
対
す
る
国
庫
補
助
率
の
引

下
げ
は
行
わ
な

い
。

(3) (2(4)

児
童
扶
養
手
当
制
度

の
改
悪
を
行
わ
な
い
。

年
金
等
の
物
価

ス
ラ
イ
ド
を
実
施
す
る
(4
・
4

%
)

福
祉
年
金
等
を
引
上
げ
る
。

老
齢
福
祉
年
金

月
二
五
、

障
警
福
祉
年
金
(
一
級
)

三
七
、

児
童
扶
養
手
当

三
二
、

原
爆
被
爆
者
健
康
管
理
手
当二
五
、

_四_L-

九 充 △
)五 五

 

(三
)

(
二
、

三

五

五

)

(
一
、

五

四

四
〉

八

二
九
〇

一
、
八
〇
〇

一
〇
〇
円
↓
月
三
〇
、
○
○
○
円

七
〇
〇
円
↓

四
二
、
五
〇
〇
円

七
〇
〇
円
↓

三
七
、
五
〇
〇
円

一
〇
〇

円
↓

三
〇
、

⑤

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
制
度
を
充
実
す
る
。

五
九
年
度
人
員

一
九
、
九
〇
八
人
に
五
、
○
(
)○

人
の
人
員
増
を
は
か
る
.

㈲

失
業
対
策
を
後
退
さ
せ
な

い
。

六
五
歳
以
上

の
就
労
日
数
(現
行
二
〇

・
五
日
)

を
短
縮
し
な

い
。

○
○
○
円
二
四

四
三
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⑦

私
学
助
成
費

の
減
額
を
行
わ
な

い
。

①

私
立
大
学
等

の
経
常
費
助
成
を
前
年
度
と
同

額
と
す
る
。

②

私
立
高
校
等

の
経
常
費
助
成
を
前
年
度
と
同

額
と
す
る
。

㈹

育
英
奨
学
金
制
度

の
改
悪
を
や
め
る
。

①

有
利
子
貸
与
は
行
わ
な
い
。

②

無
利
子
貨
与
を
減
ら
さ
ず
、
前
年
度
と
同
水

準
を
確
保
す
る
。

6

不
要
不
急
経
費
の
削
減

ω

不
要
不
急
の
補
助
金
等
を
削
減
す
る
。

原
子
力
関
係
費
、
石
油
国
家
費
、
主
任
手
当
等

等
。

②

医
療
費

の
む
だ
を
省
く
。

薬
価
基
準
の
引
下
げ
、
高
額
医
療
機
器
の
購
入

抑
制
、
領
収
書
発
行

の
義
務
づ
け
、
医
療
機
関

に

対
す
る
指
導
監
督

の
徹
底
等
を
行
う
。

7

生
活
関
連
公
共
投
資
等

の
拡
大

ω

公
営

・
公
団

・
公
庫
住
宅
の
建
設
を
増
や
す
。

①

公
営
住
宅
七
、
○
○
○
戸
増

②

個
人
住
宅
融
資

改
良
貸
付
三
〇
、
○
○
○

戸
増

③

住
宅
公
団
の
建
設

②

そ
の
他
の
生
活
関
連
公
共
事
業
を
増
や
す
。

四

=四
四

△

三
、
○
○

○

△

一
、

五
〇
〇

△

一
、
五
〇
〇

二
、

三

二
三

一
、

○
○
○

一
、
○

○
○

公
共
下
水
道
、
都
市
再
開
発
、
文
教
施
設
費
、

治
山
治
水
等
を
充
実
す
る
。

㈹

森
林
づ
く
り
と
み
ど
り
の
利
用

国
有
、
民
有
林
野
の
植
林
を
増
や
し
、
災
害
を

防
止
し
、

い
こ
い
の
場
を

つ
く
る
。

組替えバランス(政 府案の修正額)

幽
三
〇
〇

(単位:億 円)

目 1減 額

 

項増額

 

目項

5,300

4,22Q

所得税減税

大衆増税の撤回

 

L

a

11,578

2,323

(歳入)

1.不 公 平税制 の是正等

2.建 設 国債 の活用

9,520

 

計13,901

 

計

1,804

3,000

防衛関係費の凍結

不要不急経費の削減

6,S15

2,323

4?

1.

2,

(歳出)

1.

2.

3。

福祉 ・教育等の充実

生活関連公共投資等
の拡大

国 債 費

計 9,185 計

予算規模は政 府案 よ り4,381億 円増 となる。

修正主要項 目は8大 項 目である。

修正額は,歳 入1兆3,901億 円,歳 出9,185億 円である。

人事院勧告は,完 全実施 し,補 正予算で処理す る。

 

L

a

a

嵐

(注)
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〈参考〉

表1税 率

現 　～字

所得r紛 騨

万円以 トr
so

120〃

180ii

240〃

300rr

400〃

500〃

600〃

700〃

800〃

1,000rr

1,200

1,500

2,000

3,000

4,0an

s,aoo

S,000

0

2

4

6

8

1

4

7

0

4

8

2

6

1

1

1

1

1

2

2

2

3

3

3

4

4

改 正 案

8,000万 円超

50

55

so

65

70

75

所駆 分 脚
万 円以 下
70

140〃

Zoo

250

以下現行と同じ

%
10

12

14

16

政 府 案

所得区到 税率

万 門以 下

5Q

120〃

200〃

300〃

400〃

600rr

800〃

LOO⑪ 〃

1,200〃

1,500〃

2,000〃

3,000〃

5,000rr

S,000rr

111万 円 超

%
10.5

12

14

ワ
ー

1

1
蕊

り
臼

25

0

5

0

5

0

5

0

3

3

4

4

5

5

6

馬
V

AU

己
U

7
「

㈲

過
大
校
の
解
消

学
校
用
地
取
得
費
の
補
助
を
増
や
す
。

8

国
債
費
の
増
額

署 量

表2給 与所得控除
、＼ 一
_陣 行1改 正 剰 政 府 案

最低保障劉 5・万叫 砺 円1 55万 円

控 除 率

40%

30

20

10

」

所 得 区 分

現 矧 改 正 剰 政 府 案
150万 円 ま で

300〃

600〃

i,000〃

1,000万 円超

180万 円 まで

360〃

600〃

1,000〃

1,000万 円 超

でま円

〃

〃

万65

30

1
ー

ハδ

超

〃

円万

oo

oo

oo

6

0

AU

-
孟

-
↓

建
設
国
債

の
発
行
に
と
も
な
い
、

す
る
。

国
債
費
を
増
額
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表3課 税最低限度額(所 得税)

家 族 構 成

者

者

人

人

-
二

9
佃

身

婦

子

子

婦

婦

独

夫

夫

夫

現 行 改 正 案 政 府 案
i

840千1【ヨ1,021千}■1946千Pヨ

1,161.

1,61.9

2,079

1,3971,301

1,95211,833

2,50712,357

表4課 額最低限度額(個 人住民税)

家 族 構 成 鴎 行 改 正

昔

夫

人

人

1
1

り
9

身

婦

子

子

婦

婦

独

夫

者

夫

774千 円

1,010

1,247

1,634

案 政 府 案1

935千 円

1,225

1,528

2,⑪00

817千 円

1,000

1,471

1,888

表5不 公平税制の是正

項 目1備 考

1.法 人税率の引Lげ

2m利 子 ・配当所得の源泉税薯く

の引上げ

3.給 与所得控除の頭打ち

4.配 当税額控除の廃止

5.青 色申告控除の廃止

6.有 価証券取引税の引上げ

7.社 会保険診療報酬課税の特

例の廃止

大企業の法 人税率 を2%(42%→

44%)弓i」 ヒをデ

ー 般源 泉税率(20%一 》25%),源

泉分離選択 税率(35%一 》40%)

の引上げ

年収1,000万 円以上の控除額 の頭

打 ち復活

有価証券取引税率を2倍 に引上げ

増収額

合 十若一口

】,318

4,800

goo

350

3QO

3,100

1,X10

11,57R
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〈資
料
六
〉
野
党
共
同
の
八
四
年
度
予
算
修
正
共
同
要
求

(八
四

・
二

二

一九
)

昭
和
五
九
年
度
予
算
政
府
案
は
、
国
民
の
期
待
に
そ
う
も

の
で
は
な
い
。

所
得
税

.
住
民
税
減
税
が
不
十
分
な
う
え
に
、
大
衆
増
税
や
健
康
保
険
の

本
人
負
担
の
増
大
を
強
行
し
、
国
民
生
活
を
圧
迫
し
て
い
る
。
ま
た
、
景

気
対
策
に
も
極
め
て
消
極
的
で
あ
る
。

わ
れ
わ
れ
は
こ
の
よ
う
な
予
算
を
到
底
、
認
め
る
こ
と
は
で
ぎ
な

い
。

し
た
が

っ
て
、
下
記

の
項
園
に
つ
い
て
修
正
を
共
同
し
て
要
求
す
る
も
の

で
あ
る
。

記

1

所
得
税

・
住
民
税
減
税
の
拡
充

(

)
内
は
平
年
度
、
単
位

・

億
円

ω

所
得
税
減
税

の
上
乗
せ

四
、
三
〇
〇
(三
、
七
四
〇
)

①

基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
お
よ
び
扶
養
控
除

を
政
府
案
に
和
え

て
、
そ
れ
ぞ
れ

一
万
円
を
引

き
上
げ
各
控
除
三
四
万
円
(政
府
案
三
三
万
円
)

と
す
る
。

一
、
八
〇
〇

(
一
、
六
〇
〇
)

②

最
低
税
率
を

一
〇
%

(同

一
〇

・
五
%
)
と

そ

の
課
税
対
象
範
囲
六
〇
万
円
(同
五
〇
万
円
)

を
据
え
置
く
。

一
、
七
〇
〇

(
一
、
五
〇
〇
)

③

給
与
所
得
控
除

の
最
低
控
除
額
を
政
府
案

に

加
え
て
五
万
円
引
き
上
げ
六
〇
万
円

(同
五
五

万
円
)
と
す
る
。

五
〇
〇

(四
〇
〇
)

④

障
害
者
控
除
な
ど
特
別
人
的
控
除
を
政
府
案

に
加
え
て
、
各
三
万
円
の
引
き
上
げ
を
上
乗
せ

す
る
。
こ
の
結
果
、
所
得
税
の
課
税
最
低
限
は
標
準

世
帯
で
、
二
四

一
・
○
万
円
(政
府
案
二
三
五
・

七
万
円
)
と
な
る
。
ま
た
、

パ
ー
ト
収
λ
者
の

非
課
税
限
度
額
は
、
九
四
万
円
(同
八
八
万
円
)

に
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

②

住
民
税
減
税

の
上
乗

せ

①

基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
お
よ
び
扶
養
控
除

を
政
府
案
に
加
え
て
、
そ
れ
ぞ
れ

一
万
円
を
引

き
上
げ
各
控
除
二
七
万
円
(政
府
案
二
六
万
円
)

と
す
る
。

②

障
害
者
控
除
な
ど
特
別
人
的
控
除
を
各
二
万

円
上
乗
せ
す
る
。

③

六
〇
年
度
か
ら
の
所
得
割
の
最
低
税
率

の
引

き
上
げ
を
見
送
る
。

こ
の
結
果
、
佳
罠
税

の
課
税
最
低
限
は
標
準

世
帯
で

…
九
五

・
二
万
円

(政
府
案

一
八
八

・

八
万
円
)
と
な
る

(注
)

修
正
案
に
よ
る
所
得
税

・
住
民
税
の
減

三
〇
〇

へ
二
四
〇

㌔

一
、
○
○
○

八
〇
〇

二
〇
〇○
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(1)

税
額

は
、
初
年
度

一
七
、

府
案

一
一
、
八
〇
〇
億
円
)

四
九
〇
億
円
(政
府
案

一
〇
、

と
な
る
。

2

大
衆
増
税
の
撤
回

国
税
関
係

一
〇
〇
億
円

(政

平
年
度

一
五
、

七
五
〇
億
円
)

①

酒
税
の
税
率
引
き
上
げ
の
見
送
り

②

中
小
企
業

の
法
人
税
率
の
引
き
上
げ

の
見
送
り

③

物
品
税

の
課
税
対
象
の
拡
大
、
税
率
引
き
』

げ

の
見
送
り

④

石
油
税
の
税
率
引
き
上
げ
等

の
見
送
り

②

地
方
税
関
係

①

自
動
車
税
、
軽
自
動
車
税

の
引
き
上
げ

の
見
送
り

〔減
税
財
源
お
よ
び
増
税
撤
回
財
源

の
確
保
〕

1

所
得
税
減
税
、
投
資
減
税
、
大
衆
増
税
撤

回
分

(国
税
)

一

ω

不
公
平
税
制

の
是
正

①

有
価
証
券
取
引
税
の
引
き
上
げ

税
率
を
株
式
分

に
つ
い
て
は
○

.
九
〇
%

(現
行
○

・
五
五
%
)
に
引
き
上
げ
る
。

②

貸
倒
引
当
金
等

の
繰
入
れ
率

の
縮
小

貸
倒
引
当
金
等
を
実
態
に
あ
わ
せ
て
見
直
す
。

③

給
与
所
得
控
除
の
頭
打
ち
復
活

年
収

一
、
○
○
○
万
円
以
上
の
所
得
者
に
対

六
、

一
一二
〇

三
、

二
〇
〇

二
、

○
○
○

三
五
〇

六
七
〇

一
、

三
五
〇

一
、
三

五
〇

一
、

五
二
〇

一
、
九
〇

〇

二
、
三
〇
〇

七
〇
〇

す
る
給
与
所
得
控
除
は
頭
打
ち
と
し
定
額

(二

〇
九

・
五
万
円
)
と
す
る
。

④

所
得
税
の
最
高
税
率

の
引
き
上
げ
の
見
送
り

所
得
税

の
最
高
税
率
は
七
五
%
に
据
え
置
く
。

⑤

納
税
環
境

の
整
備

所
得
捕
促
の
格
差
是
正
、
脱
税
防
止
な
ど
徹

底
す
る
。

⑥

利
子
、
配
当
所
得

に
対
す
る
課
税

の
適
正
化

利
子
、
配
当
所
得

の
分
離
課
税
率
を
強
化
す
る
。

②

景
気
浮
揚
に
よ
る
税
収
確
保

所
得
税
、
住
民
税
減
税

の
拡
充
、
公
共
事
業
費

の
追
加
、
投
資
減
税
等
景
気
浮
揚
に
よ
る
税
収
確

保
③

外
国
為
替
資
金
特
別
会
計
か
ら
の

一
般
会
計
繰

入
れ
額
の
増
額

昭
和
五
八
年
度

に
生
ず
る
決
算
上
の
剰
余

の

一

般
会
計
繰
入
額

(二
、
二
〇
〇
億
円
)
を
増
額
す

る
。2

住
民
税
減
税
、
自
動
車
税
等
の
引
き
上
げ

の
見
送
り
分

(地
方
税
)

住
民
税
減
税
分
等

の
財
源
は
、
事
業
所
税

の
地
方

自
治
体

の
課
税
権

の
拡
大
、
利
子
、
配
当
所
得

に
対

す
る
課
税

の
適
正
化
、
地
方
自
治
体

の
行
政
経
費
の

節
減
な
ど
に
よ

っ
て
確
保
す
る
。

一
〇
〇

二
、
○
○
○

一
、

二
〇
〇

一
、
七
〇
〇

一
、
六
二
〇

二
、
三

五
〇
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3

景
気
対
策

の
充
実

ω

公
共
事
業
費
の
追
加

政
府
案

の
公
共
事
業
費
を
1
兆
円
追
加
す
る
。

②

中
小
企
業

に
対
す
る
設
備
投
資
減
税
の
拡
充

投
資
減
税
の
対
象
設
備

に
、
流
通

・
サ
ー
ビ

ス

業

の
新
設
、
修
理
、
改
造
を
含
め
る
。

(注
)

公
共
事
業
費

の
追
加
の
財
源
は
建
設
国

債
を
も

っ
て
充
当
し
、
建
設
国
債

の
追
加
発

行
に
よ
る
国
債
費
の
増
加
は
二
〇
〇
億
円
程

度
と
見
込
む
。

4

医
療
保
険
制
度

の
改
悪
阻
止

①

被
用
者
保
険
本
人
の
給
付
率
九
割

へ
の
引
き
上

げ

の
撤
回

②

高
額
療
養
費
自
己
負
担
限
度
額
引
き
上
げ

の
見

送
り

㈹

国
庫
負
担
の
導
入
に
よ
る
退
職
者
医
療
制
度

の

創
設5

福
祉

・
文
教
予
算

の
充
実

ω

年
金
等

の
増
額

年
金
等
の
物
価

ス
ラ
イ
ド
の
引
き
上
げ
お
よ
び

福
祉
年
金
等
の
年
金
額
を
引
き
上
げ
る
。

②

児
童
扶
養
手
当
制
度

の
改
悪

の
見
送
り

㈹

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
制
度

の
充
実

㈲

私
学
助
成
費

は
経
理
の
合
理
化
を
前
提
と
し
五

一
〇
、
○
○
○

一
、

○
○
○

二
、

四
九
六

二
九
三三

 

二
、

二
〇
〇

一
、

四
五
〇

八
年
度
並
み
を
確
保

(注
)

歳
出

の
増
加
に
つ
い
て
は
医
療
費
の
適

正
化

の
ほ
か
、
行
政
経
費

の
節
減
、
補
助
金

の
合
理
化
等

に
よ

っ
て
措
置
す
る
。

以
上
の
修
正
に
よ
り

一
般
会
計
規
模
は
、
政
府
案
よ
り

一
兆
円
増
額
し

五

一
兆
六
、
二
七
二
億
円
と
な
る
。

修
正
規
模
は
、
歳
入
関
係
二
兆

一
、
五
二
〇
億
円
、
歳
出
関
係

一
兆
四
、

一
四
六
億
円
、
総
額
で
三
兆
五
、
六
六
六
億
円
と
な
る
。

改 正 剰 政府 案

60万 円1 55万 円

給与所得控除

＼ 陣 行
最低保障訓 50万 円

政 府 案

946千 円

1,301

2,357

改 正 案

1,010千 円

1,376

2,420

課税最低限度額(所 得税)

家族構成 槻 行

849千 円

1,161

Z,079

 

者

者

人　

身

婦

ッf婦

独

夫

夫

課税最低限度額(個 人住民税)

家鵬 成 瞬 行[改 正 案1 政 府 案

817千 円

1,096

...

・ ・r

827千 円

1,18

1,952

774千 円

1,010

1,634

 

者

者

人　

身

婦

子婦

独

夫

夫
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共同修正要求による歳入歳出増減表

1.歳 入 (単位=億 円)

増 加 分 減 少 分 初年度 平年度

1.不 公平税制の是正

(1)有 価証券取引税の引

き上げ

(2)貸 倒引当金等の繰入

れ率の縮小

(3>給 与所得控除の頭打

ち復活

(4}所 得税の最高税X75

%の 据え置 き

㈲ 納税環境の整備

(6}利 子 ・配当所得に対

する課税の適正化

2.景 気浮揚による税収確

保

3。 外国為替資金特別会計

か らの一般会計繰 り入れ

額の資額

4.建 設国債の発行

8,200

{x.,900)

(2,300)

(700)

ioo}

t2,000)

(1,200)

1,700

1,620

10,000

1.所 得税減 税の上乗せ4,300〈3,740>

(1)基 礎,配 偶 者,扶 養 三

控除 の1万 円引 き上げ(1,800〈L600>)

② 最 低税率10%の 据}

置 き等(1,700〈1,500>)

③ 給 与所得控 除の最低

控 除額 の5万 円引 き上げ(500〈400>)

㈲ 障害者控 除な ど特別

人醗 除 の引 き上げ(300<240>)i

E
中小企業に対する設備}

(]

u.

投資減税の拡充

3.大 衆増税の撤回

(1>酒 税の税率引 き上げ

の見送 り
② 中小企業の法人税率

の引き上げ見送 り

(3)物 品税の課税対象の

拡大,税 率引き上げの

見送 り

(4)石 油税の税率引き上

げ等の見送 り

Z,000

6,220

(3,200)

{2,000)

(350)

(s70}

十壬↓ロ 21,520 十舌回 1i,520

2.歳 出

-
」

2

3

4

公共事 業の追加10,000

医療 保険制 度の改悪阻 止2,496

福祉 ・文教 予算の充実1,450

国債費 の増額200

1.医 療費の適正化

2.行 政経費等の節減

1,000

3,146

卜憂一ロ 14,Z4s 計 4,146


